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平成 30 年度 研究提案に当たっての注意点 
 

この公募は、平成 30 年度予算が成立した後に執行する課題を公募・選考するものですが、本プ

ログラムは政府開発援助（ODA）事業との連携であり、相手国機関との調整に時間を要するた

め、できるだけ早く研究を開始するために、予算成立前に行うものです。したがって、予算成立

の内容及び予算成立額に応じて、研究領域の内容、委託研究開発費、採択件数等に変更が生じる

場合や、追加資料の提出等をお願いする場合があることをあらかじめ了承ください。 

予算関連事項の情報に変更があり次第、下記ウェブサイトに掲載しますので、適宜、参照くだ

さい。公募受付締切後は、必要に応じて電子メールにて連絡いたします。 
http://www.amed.go.jp/koubo/030120160620.html 

 

１．応募方法について 

  平成 30 年度の研究提案は、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）により行っていただきます。 

e-Rad の利用に当たり、研究機関に所属する研究者は e-Rad での研究機関の登録と研究機関の事務

担当者による研究者情報の登録、研究機関に所属していない研究者は e-Rad での研究者情報の登録が、

事前に必要となります。 

詳細は、本公募要領の「Ⅱ章 2.(2) 府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について」を、登録

方法については下記 e-Rad ポータルサイトを参照ください。 

府省共通研究開発管理システム（e-Rad）ポータルサイト 
http://www.e-rad.go.jp/ 

 

『研究提案書類』の受付締切： 

平成 29 年 10 月 30 日（月）正午（日本時間） 

 

２．ODA による技術協力プロジェクト事業であることについて 

  地球規模課題対応国際科学技術協力プログラムは、ODA との連携事業であり、技術協力プロジェ

クトとしての役割も求められています。ODA の経費部分については、委託研究費ではなく技術協力

プロジェクトの枠組みに基づき執行されます。AMED への研究提案に当たっては、本公募要領の

「Ⅺ章 2. ODA による技術協力の概要」を精読の上、研究代表機関として JICA の取極めやプロジェ

クト実施の手引きなどに基づいて事業を実施することが可能であるかを確認してください。また、

相手国側研究者と共同研究内容を十分に調整した上で、相手国研究機関から相手国の ODA 担当省庁

を通じて技術協力プロジェクト要請（要請書）が日本大使館を経由して外務本省に提出されること

が必要となっています。要請書の提出締切は、日本側締切より早く、平成 29 年 10 月 16 日（月）で

す。相手国政府内で要請書の締切は上記 10 月 16 日より前に設定されることが通常であるため、相手

国研究機関との調整に当たってはご留意ください。なお、相手国政府より要請書が提出されていな

い場合は、選考要件未達と判断され、日本側の研究提案も選考対象から外れます。 

 

http://www.e-rad.go.jp/
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I. はじめに 

本公募要領に含まれる公募研究開発課題は、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（以下

「AMED」という。）が実施する医療分野国際科学技術共同研究開発推進事業 地球規模課題対応国

際科学技術協力プログラム（SATREPS: Science and Technology Research Partnership for Sustainable 

Development）感染症分野の公募研究開発課題です。 

１．プログラムの概要 

（１）プログラムの趣旨 

 SATREPS は、開発途上国のニーズを基に、地球規模課題1を対象とし、社会実装2の構想を有する

国際共同研究を政府開発援助（ODA）と連携して推進します。本プログラムでは地球規模課題の解

決及び科学技術水準の向上につながる新たな知見や技術を獲得することやこれらを通じたイノベー

ションの創出を目的としています。また、その国際共同研究を通じて開発途上国の自立的研究開発

能力の向上と課題解決に資する持続的活動体制の構築を図ります。 

 SATREPS は、日本政府が推進する科学技術外交における重要なプログラムであり、単なる基礎研

究や応用研究に関する支援ではなく、相手国の課題・ニーズに応える科学技術の社会実装を進め、

相手国の科学技術イノベーションに貢献することにより、日本と相手国の外交関係強化に寄与し、

また日本の国益にも資することを目標としているプログラムです。 

（２）プログラムの概要 

（a）プログラムの背景 

科学技術の振興及び人材育成・開発を相互に促進する手段として、開発途上国のニーズに基づい

た共同研究の実施と大学・研究機関等の能力向上の必要性が認識され、国の重要政策の一環として

位置づけられてきました。（「科学技術外交の強化に向けて」（平成 20 年 5 月 19 日））  

そのような背景のもと、文部科学省と外務省は科学技術と ODA の密な連携の下、我が国と開発途

上国の研究機関が地球規模の課題の解決に資する国際共同研究を実施する本プログラムを平成 20 年

度より実施しています。 

（b）プログラムの政策的位置づけ 

第 5 期科学技術基本計画（平成 28 年 1 月 22 日閣議決定）では、我が国の科学技術のポテンシャル

を気候変動、生物多様性の減少、食料・水資源問題、感染症などの地球規模課題への対応や、途上

国の生活の質の向上等に積極的に生かし、世界の持続的発展に主体的に貢献することが謳われてい

ます。 

このため具体的には、我が国は、大学や公的研究機関、産業界、さらには諸外国や国際機関と連

携・協力し、地球規模課題解決のための研究開発を推進すると共に、得られた成果の国内外への普

及と展開を促進し、国際社会の合意形成を先導する必要があります。また、2015 年に策定された国

連の持続可能な開発目標（SDGs）などに貢献することが重要です。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
1 地球規模課題：一国や一地域だけで解決することが困難であり、国際社会が共同で取り組むことが求められている

課題。 
2 社会実装：具体的な研究成果の社会還元。研究の結果、得られた新たな知見や技術が将来製品化され、市場に普及

する、あるいは行政サービスに反映されることにより社会や経済に便益をもたらすこと。 
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新興国及び途上国との科学技術協力においては、これまでの援助型の協力から脱却し、社会的に

包摂的で持続的なイノベーション（インクルーシブ・イノベーション）の創出の枠組みを戦略的に

確立し、各国との間でより対等なパートナーシップを形成することが重要です。加えて、国際的な

人材のネットワークを強化していくことが重要であり、新興国及び途上国との科学技術協力におい

て、相手国政府、大学、公的研究機関、資金配分機関、企業等との連携を進め、相手国における若

手研究者や産業人材の育成を図ることでインクルーシブ・イノベーションを推進する仕組みの構築

を行うことが必要です。 

また、同基本計画には、科学技術イノベーションの基盤強化には、新たな知識や価値を生み出す

高度人材やイノベーション創出を加速する多様な人材を育成・確保するとともに、一人ひとりが能

力と意欲に応じて適材適所で最大限活躍できる環境を整備することが謳われています。国際共同研

究を通じて、グローバル化に対応した我が国の人材育成にもつながることが期待されています。 

さらに、同基本計画の推進に当たって重要な事項として、産学官の連携が挙げられます。同基本

計画には、科学技術イノベーションを効果的に進めて行くため、大学、公的研究機関、企業といっ

た科学技術イノベーション活動の多様な実行主体の機能強化に向けた取組の充実と、産学官のパー

トナーシップの拡大が鍵となることが記されています。 

平成 30 年度の公募においては、これらの方針を踏まえつつ、本プログラムの趣旨に合致する提案

がなされることを期待します。 

（c）プログラムの仕組み 

 本プログラムは、AMED が独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携して、地球規模課題を対象

とする開発途上国との国際共同研究を推進することにより、地球規模課題の解決及び科学技術水準 

 

図 1 SATREPS の実施体制 

 

の向上につながる新たな知見や技術を相手国研究機関と共同で獲得することを目指します（図 1 を

参照）。具体的には、日本国内等、相手国内以外で必要な研究費については AMED が委託研究開発
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費として支援し、技術協力プロジェクトの実施に必要な経費（日本側研究員の相手国派遣、相手国

側研究員の本邦受入れ、供与機材等）は JICA が負担します。医療分野における国内研究機関へ研究

助成をするAMEDと、開発途上国へ技術協力を実施する JICAが、国際共同研究全体の研究開発マネ

ジメントを協力して行います。この国際共同研究を推進することで、日本側の研究機関は開発途上

国にあるフィールドや対象物を活用した研究を効果的に行うことができ、開発途上国側の研究機関

（公共性のある活動を行っている大学・研究機関等。ただし軍事関係を除く）は研究拠点の環境整

備や共同研究を通した人材育成等により、自立的・持続的活動の体制構築が可能となることが期待

されます。 

（３）プログラムの主な流れ 

(a) 提案・要請募集 

AMED では、国内の大学、研究機関等に所属する研究者を対象に研究提案を募集し、PS（プログラ

ムスーパーバイザー）・PO（プログラムオフィサー）（Ⅰ章 2.（1）を参照ください。）及び外部有

識者で構成される評価委員会にて研究課題を選定します。 

AMED での公募選考と並行して、JICA は開発途上国から国際共同研究を行う技術協力プロジェク

トの要請を受付け、本邦にて JICA とともに内容を検討します。したがって日本側の研究開発代表者

は AMED への研究課題の応募に当たって、相手国側研究者と共同研究内容を十分に調整していただ

くとともに、SATREPS であることを明記した技術協力プロジェクトの正式要請書が、相手国研究機

関から相手国の ODA 担当省庁を通じて所定の期限までに相手国を管轄する日本大使館を経由して日

本の外務本省に提出されることが要件となります。 

(b) AMED における研究課題及び外務省/JICA における技術協力プロジェクトとしての採択 

AMED による研究課題の選考と外務省/JICA による技術協力プロジェクトの採否検討のプロセスを 

 

図 2 SATREPS における公募・選考から実施、評価、終了までの流れ 

連携して行うことにより、研究課題と技術協力プロジェクト要請のいずれの観点からも実施に値す

ると判断された場合に、当該研究提案が実施課題（プロジェクト）として採択されます。その決定
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を受けて外務省は相手国へその旨を通報します。AMED 及び JICA のそれぞれの枠組みで実施される

プロセスを図 2 に示します。 

(c) 国際共同研究実施に向けての準備 

国際共同研究を実施する前提として、相手国代表者と JICA との間で技術協力プロジェクトの実施

合意と位置づけられる討議議事録（R/D：Record of Discussions）への署名、また研究機関（当事者）

間で共同研究に関わる合意文書（MOU: Memorandum of Understanding）が、R/D 及び AMED の委託

研究開発契約書と整合する内容で署名されることが必要となるため、採択を受けた研究開発代表者

及び研究参加者にはこれらの文書の速やかな取り交わしに向け協力していただきます。 

採択通知後、AMED は日本側研究開発代表者の所属機関と委託研究開発契約を締結します。それ

により R/D の署名後速やかに国際共同研究を開始するため、R/D 署名前であっても、共同研究の

準備のため必要な日本国内の研究費に限って、AMED の支援による委託研究開発費を執行すること

が可能となります。 

また JICA は、要請背景や要請内容の確認及び共同研究内容の協議を目的として、日本側研究開発

代表者を含む調査団を相手国へ派遣（詳細計画策定調査）します。この調査において、調査団は合

意事項を協議議事録（M/M：Minutes of Meeting）に取り纏め相手国との間で署名します。その後、

JICA はこの M/M の内容を踏まえて R/D を作成し、JICA 在外事務所長と相手国側代表者が当該 R/D

に署名することで、技術協力プロジェクトが実施に移行されることとなります。 

但し、この R/D 署名に時間を要し、この署名そのものが採択年度末（平成 30 年度末）までになさ

れず、また近日中に署名がなされる見通しもない場合、あるいは治安の悪化その他の事由3が生じた

場合等には、研究課題の採択後であっても、プロジェクト開始に向けての準備作業が中断されるこ

とや、研究そのものが実施できなくなることがあります。最終的に R/D 署名が不可能となる場合、

採択された研究課題そのものが実施できなくなり、AMED の委託研究開発費もその時点で執行でき

なくなることをあらかじめ承知ください。 

(d) 国際共同研究の実施 

国際共同研究として本プログラムの課題実施に当たっては、研究開発代表者及び研究参加者には、

AMED との契約（委託研究開発契約）及び JICA との契約（取極め及び事業契約書4 ）に基づいて活

動いただくこととなります。研究開発代表者には、研究課題・プロジェクト運営管理全般にかかる

総括としての業務遂行に責任を負っていただきます。研究開発代表者が共同研究期間中に必ずしも

相手国に常駐する形で派遣される必要はありませんが、日本側の研究メンバーの少なくとも一人が

専門家（本プログラムでは「在外研究員」）として、国際共同研究を円滑に進めるために、できるだ

け常駐に近い形で相手国へ派遣されることが期待されます 5, 6。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
3 天災、相手国政府による決定その他の不可抗力、研究費の不正な使用、研究活動の不正行為等を想定しています。 
4 取極めは、JICA と研究開発代表者所属機関の権利・義務を包括的に規定するものです。本プログラムの研究課題を

実施する際には、JICA と研究開発代表者所属機関との間で「地球規模課題対応国際科学技術協力における技術協力

の実施に関する取極め」を初回の採択プロジェクトの R/D 署名に合わせて締結します。さらに、JICA と研究開発代

表者所属機関は、JICA が負担すべき経費の内容を明確にし、その概算額や経理手続きについて双方で確認するため

の文書として事業契約書を締結します（JICA との間では、研究代表機関とのみ契約関係が発生し、共同研究機関と

は契約等を締結しません。）。 
5 在外研究員として派遣されるのは研究開発代表者に限られるわけではなく、共同研究に必要な日本側研究チーム内

のメンバー等でもかまいません。ただし、学部や大学院等の学生は在外研究員としては派遣できません。 
6 JICA では通常の技術協力プロジェクトにおいて、技術協力プロジェクトのモニタリングを初めとする専門家の支

援や在外事業強化費（現地活動費）の管理あるいは JICA 在外事務所による機材調達支援等のために、業務調整員

を公募により採用して相手国側に常駐させており、本プログラムにおいても同様に業務調整員を配置することとし

ています。この業務調整員は研究業務を兼任しません。なお、JICA が業務調整員を派遣せず、間接経費を支給する

ことで研究開発代表者所属機関に現地業務を含む包括的な契約執行を依頼する形態も導入されています。 
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(e) 人材育成について 

-国費外国人留学生制度等による人材育成の可能性 

平成 22 年度より文部科学省の国費外国人留学生制度（大学推薦）において、本プログラムの採択

課題を対象にした「SATREPS 枠」が設けられています。本枠では、日本側研究機関において研究留

学生として研究や学業に従事し博士号を取得することで、将来的に相手国で当該研究の中心的役割

を担う若手研究者が育成されることを目指しています。国費留学生制度の応募は文部科学省におい

て実施され、本プログラムの予算とは別予算で支援いたします。詳細は、文部科学省の国費留学生

制度ウェブサイトをご参照ください。なお、予算成立の状況等により変更・調整が必要となる場合

があることをあらかじめ了承ください。 

文部科学省 国費外国人留学生制度 

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ryugaku/06032818.htm 

-外国人研究員の受入れ 

ODA 予算においても相手国側研究者を招へいする「研修員受入れ」制度（本プログラムでは「外国

人研究員の受入れ」）があります。国際共同研究を実施する相手国研究機関から研究員を日本に招へ

いし、日本国内で研究を行っていただきます。対象者は将来的に長期にわたり相手国研究機関におい

て重要な役割を担うことが期待され、かつ共同研究推進の点からも不可欠と判断される人です。なお、

外国人研究員の受入れは、原則として R/D に記載された協力期間内に終了することが条件となります

ので留意ください。 

-若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援 

「文部科学省の公的研究費により雇用される若手博士研究員の多様なキャリアパス支援に関する基

本方針」(平成 23 年 12 月 20 日、科学技術・学術審議会人材委員会) において、「公的研究費により若

手の博士研究員を雇用する公的研究機関および研究開発代表者に対して、若手の博士研究員を対象に、

国内外の多様なキャリアパスの確保に向けた支援に積極的に取り組む」ことが求められています。こ

れを踏まえ、本プログラムに採択され、公的研究費（競争的資金その他のプロジェクト研究資金や大

学向けの公募型教育研究資金）により若手の博士研究員を雇用する場合には、当該研究員の多様なキ

ャリアパスの確保に向けた支援のための積極的な取組をお願いします。また、当該取組への間接経費

の活用も検討してください。 

 

※博士課程（後期）学生の処遇の改善について 

第 3、第 4 及び第 5 期科学技術基本計画においては、優秀な学生、社会人を国内外から引き付ける

ため、大学院生、特に博士課程（後期）学生に対する経済的支援を充実すべく、「博士課程（後期）

在籍者の 2 割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」ことが数値目標として掲げられ

ています。 

また、「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」（平成 27 年 9 月 15 日、中央教育審議会

大学分科会）においても、博士課程（後期）学生に対する多様な財源による RA（リサーチアシスタ

ント）雇用の充実を図ること、博士課程（後期）学生の RA 雇用及び TA（ティーチングアシスタン

ト)雇用に当たっては、生活費相当額程度の給与の支給を基本とすることが求められています。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ryugaku/06032818.htm
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これらを踏まえ、本プログラムでは博士課程（後期）在学者を本プログラムの共同研究の RA とし

て雇用する場合、経済的負担を懸念させることのないよう給与水準を生活費相当額程度とすることを

推奨しています。 

RA を雇用する際の留意点は以下のとおりです。 

・博士課程（後期）在学者を対象とします。 

・給与単価を年額では 200 万円程度、月額では 17 万円程度とすることを推奨しますので、それを踏

まえて研究費に計上してください。ただし、学業そのものや本プログラムの共同研究以外の研究に

関わる活動などに対する人件費充当は目的外（不正）使用と見なされる場合がありますので十分留

意ください。 

・具体的な支給額・支給期間等については研究機関にて判断いただきます。上述の水準以上又は以

下での支給を AMED が制限するものではありません。 

・奨学金や他制度における RA として支給を受けている場合は、当該制度・所属する研究機関にて支

障がないことが前提となりますが、重複受給について AMED が制限を設けるものではありません。 

これらの制度を効果的に活用することにより、相手国において研究を推進する中心的な人材や若手

研究者の育成及び日本との継続的な国際共同研究の体制強化等の相乗効果を期待します。 

 

※プログラムに関連する主な科学技術政策及び参照先は、以下のとおりです。 

「科学技術外交の強化に向けて」（平成 20 年 5 月 19 日、総合科学技術会議） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu75/siryo5-2.pdf 

「科学技術外交戦略タスクフォース報告書」（平成 22 年 2 月、総合科学技術会議） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/kagigaiko/8kai/siryo1-1.pdf  

「第 5 期科学技術基本計画」（平成 28 年 1 月 22 日、閣議決定） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/45honbun.pdf 

「科学技術イノベーション総合戦略 2017」（平成 29 年 6 月 2 日、閣議決定）  

http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2017/honbun2017.pdf 

「持続可能な開発目標（SDGs）」（平成 27 年 9 月、国連持続可能な開発サミット） 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/ 

「健康・医療戦略」（平成 26 年７月 22 日、閣議決定 / 平成 29 年２月 17 日、一部変更） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/kakugi/170217senryaku.pdf 

 

（４）研究開発期間及び研究費 

（a）研究開発期間 

国際共同研究期間（R/D に記載された技術協力プロジェクトの協力期間）は、採択後 3～5 年（暫定

期間を含まず、R/D 及び MOU が締結されて正式に共同研究を開始してからの期間）とします。 

図 3 のとおり、採択時に定められた AMED 委託研究開発費予算の範囲内で、R/D に定められた国際

共同研究実施の最終年の年度末まで、AMED 委託研究開発費による日本側での研究開発終了時期を延

長することができます（ただしこの場合も、ODA 側経費については R/D に記載の協力期間を超えて措

置することはできません。）。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu75/siryo5-2.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/kagigaiko/8kai/siryo1-1.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/45honbun.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2017/honbun2017.pdf
http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/suisin/ketteisiryou/kakugi/170217senryaku.pdf
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提案課題の採択後、R/D・合意文書（MOU 等）の署名前であっても、R/D・合意文書の署名後速や

かに国際共同研究を開始するために、研究準備のため日本国側の研究費に限って、AMED の支援によ

る委託研究開発費を執行していただくことを可能としています。 

図 3 研究開発期間の考え方（委託研究開発期間が 5 年間の場合） 

（b）研究費（AMED 委託研究開発費及び ODA 事業経費） 

本プログラムでは、日本国内等、相手国内以外で必要な研究費については AMED が委託研究開発費

として支援し、JICA は技術協力プロジェクトの実施に必要な経費（日本側研究員の派遣、相手国側研

究員受入れ、供与機材等）を負担します。表１に示したとおり、年間 1 課題あたり、AMED 及び JICA

経費を合わせ 1 億円程度とします。 

表 1 AMED 及び JICA 経費 

暫定期間は R/D 及び MOU 署名までの経費で、650 万円（間接経費含む）を上限とします。1～5 年

目の経費は年間 3,500 万円程度（間接経費含む）ですが、研究計画に応じて各年度の経費を多少調整

しても構いません。ただし総額は、暫定期間の経費を含め、5 年の計画の場合は 1.75 億円以内、4 年

の計画の場合は 1.4 億円以内、3 年の計画の場合は 1.05 億円以内としてください（間接経費含む）。

なお、本公募は平成 30 年度政府予算の成立を前提としており、今後、内容等が変更される可能性があ

りますので、総額はあくまでも研究開発費計画の目安であることを予め了承ください。予算成立の状

況等により研究開発費についても変更・調整が必要となる場合があります。 

AMED 及び JICA 経費 

１課題あたり： 1 億円程度／年（間接経費含む） 

AMED：委託研究開発経費 

3,500 万円程度／年 

（5 年間の場合は 1.75 億円以内 

（暫定期間の経費も含む）） 

JICA：ODA 技術協力経費 

6,000 万円程度／年 

（5 年間で 3 億円以内） 
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選考に当たっては、コストパフォーマンスも大きな判断材料となります。多額の研究開発費計画で

応募された場合は、より少額の提案課題と比較してより大きな研究成果を期待する観点から審査され、

同時により大きな責務を負うこととなりますので、予算策定は慎重に検討してください。 

研究開発費は、原則としてその全額を委託研究開発費として、AMED から研究開発代表者及び主た

る共同研究者の所属する研究機関に配分し、当該研究機関にて執行していただきます。直接経費の

30%を上限とする間接経費を、当該委託研究開発に関して研究機関において必要となる管理費等とし

て、委託研究開発費に含めることが可能です。 

本プログラムでは、競争的資金において共通して使用することになっている府省共通経費取扱区分

表に基づき費目構成を設定しています。経費の取扱いについては、後記「Ⅴ章 2．（1）委託研究開発

費の範囲」を参照ください。 

1 案件（JICA では「課題」でなく「案件」と呼ぶ）当たりの ODA 事業経費は年間 6 千万円を目安

とし、5 年間で 3 億円を上限とします。また、具体的な ODA 事業経費の予算額は、上記の上限額の範

囲内で採択後の詳細計画策定調査以降に活動内容が定まったところでその計画に沿って決まることと

なります。 

JICA の ODA 事業経費は技術協力経費であり、事業契約は JICA が行う技術協力業務を研究代表機関

に委託する性格を有していますので、他の研究補助金や助成金とはその使途や支出監理の方法に大き

く異なるところがあります。支出可能経費の種類・範囲や事業契約上の条件等については、「Ⅺ．2. 

ODA による技術協力の概要」を熟読願います。                                              

（c）AMED と JICA の経費の執行区分 

AMEDからの委託研究開発費で執行可能なものと、JICAの経費で執行可能なものは原則として以下

のように分類されます。表 2 も参照ください。 

A. 日本国内等、相手国内以外にて執行する研究費は AMED からの委託研究開発費 

B. 相手国内にて執行する経費（研究活動経費・調達機材費等）及び相手国からの招へいに要する経費

（往復渡航費・宿泊料、国内移動旅費、受入経費（一部））は原則としては JICA 経費 

C. 日本側研究者が相手国に渡航する場合の往復旅費・滞在費（派遣期間 1 年以上の長期派遣の場合は

赴帰任旅費・移転料・各種手当等）は原則として JICA で経費。現地での日本側研究者の当該国際共

同研究に係わる活動は、共同研究を推進するに当たって JICA と相手国研究機関等が締結する R/D 等

にて規定される免税等及び活動許可条項が適用されます。 

JICA は、本プログラムで相手国へ派遣される研究者チームメンバーの国内所属先に対する人件費補

てん及び間接費並びに国内俸（所属先はあるが無給の方に対して定額の月額を毎月直接支給するもの）

は措置しておりません。研究機関が企業や NGO 等であっても同様に措置されません。 

また、JICA の経費は相手国の自立発展を重視する ODA 技術協力プロジェクトによる支援であるた

め、相手国の自助努力が求められます。したがって、「相手国側の人件費」、「相手国における事務

所借上費」、「相手国側が使用する消耗品」、「供与機材の運用や維持管理の経費」、「相手国側研

究者の相手国内旅費」、「会議日当」等は、原則として相手国側負担となります。 

 

経費 AMED JICA 

A:日本国内での研究費     ●  

A:相手国以外での研究費 

(第三国出張費、現地諸経費等) 
●＊1  
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B:相手国内での活動費 ▲＊2   ●＊3 

B:相手国側からの招へい旅費 ▲＊4 ● 

C:日本と相手国間の旅費 ▲＊5 ● 

表 2 AMED と JICA の経費で執行可能な経費の分類 

＊1 第三国の研究機関との共同研究は対象外です。 

＊2 日本国内の研究の延長と認められる旅費・滞在費など、相手国において JICA が負担できない経

費のうち AMED 委託研究開発費で負担可能なものに限ります。 

＊3 相手国内での活動費には、日本側の研究者が国際共同研究を現地で実施する上で必要な設備・

備品・消耗品費を含みます。（JICA の経費は相手国の自立発展性を重視する ODA 技術協力プロジェ

クトによる支援であるため、相手国側の自助努力が求められます。したがって、相手国側の人件費、

相手国における事務所借上費、相手国側が使用する消耗品、供与機材の運用や維持管理の経費、相手

国側研究者の相手国内旅費、会議日当等は、原則として相手国側負担となります。） 

＊4 相手国側研究チームに含まれない外部専門家等の招へいに限ります。 

＊5 学生、外部専門家等、JICA 専門家として相手国へ派遣することのできない場合に限ります。 

なお、企業等が研究代表機関となり応募される場合には、経費の執行区分が上記と異なる場合があ

りますので、あらかじめ AMED/JICA に確認してください。 

２．プログラムの構成 

（１）プログラムの実施体制 

医療分野研究開発推進計画（平成 26 年 7 月 22 日、健康・医療戦略推進本部決定）に基づき、競

争的資金の効率的な活用を図り、優れた成果を生み出していくための円滑な実施を図るため、プ

ログラムスーパーバイザー（以下「PS」という。）及びプログラムオフィサー（以下「PO」とい

う。）等を本事業内に配置します。 

PS 及び PO 等は、本事業全体の進捗状況を把握し、事業の円滑な推進のため、必要な指導・助

言等を行います。また、研究機関及び研究者は、PS 及び PO 等に協力する義務を負います。PS 及

び PO 等による指導、助言等を踏まえ、研究開発課題に対し必要に応じて計画の見直し、変更、中

止、実施体制の変更等を求めることがあります。 

（２）代表機関と分担機関の役割 

本事業において、研究開発課題は代表機関及び必要に応じて分担機関が実施します。 

（ａ）「代表機関」とは、研究開発代表者が所属し、AMED と直接委託研究開発契約を締結する

研究機関※をいいます。 

（ｂ）「分担機関」とは、研究開発分担者が所属し、AMED と直接委託研究開発契約又は代表機

関と再委託研究開発契約を締結する「代表機関」以外の研究機関※をいいます。 

※ 本事業における機関との委託研究開発契約の詳細については V 章を参照ください。 
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II. 応募に関する諸条件等 

１. 応募資格者 

本事業の応募資格者は、以下（１）～（５）の要件を満たす国内の研究機関等に所属し、応募に

係る研究開発課題について、研究開発実施計画の策定や成果の取りまとめなどの責任を担う能力を

有する研究者（以下「研究開発代表者」という。）とします。 

（１）以下の（ａ）から（ｇ）までに掲げる研究機関等 

（ａ）国の施設等機関※１（研究開発代表者が教育職、研究職、医療職※２、福祉職※２、指定職※２

又は任期付研究員である場合に限る。） 

（ｂ）地方公共団体の附属試験研究機関等 

（ｃ）学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学及び同附属試験研究機関等（大学共同利

用機関法人も含む。） 

（ｄ）民間企業の研究開発部門、研究所等 

（ｅ）研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益社

団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という。） 

（ｆ）研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 2 条に規定す

る独立行政法人及び地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 2 条に規定する地方独

立行政法人 

（ｇ）その他 AMED 理事長が適当と認めるもの 

 ※１ 内閣府及び国家行政組織法第 3 条第 2 項に規定される行政機関に置かれる試験研究機関、検査検定機関、

文教研修施設、医療更生施設、矯正収容施設及び作業施設をいいます。 

※２ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限ります。 

（２）課題が採択された場合に、課題の遂行に際し、機関の施設及び設備が使用できること。 

（３）課題が採択された場合に、契約手続き等の事務を行うことができること。 

（４）課題が採択された場合に、本事業実施により発生する知的財産権（特許、著作権等を含む。）

に対して、責任ある対処を行うことができること。 

（５）本事業終了後も引き続き研究開発を推進し、他の研究機関及び研究者の支援を行うことがで

きること。 

なお、特定の研究機関に所属していない、若しくは日本国外の研究機関に所属している研究者で、

研究開発代表者として採択された場合、契約開始日もしくは平成30年6月1日のいずれか早い日にお

いて、日本国内の研究機関に所属して研究を実施する体制を取ることが可能な研究者も応募できま

す。ただし、上述の日までに、上記条件を備えていない場合、原則として、採択は取消しとなりま

す。 

また、委託研究開発契約の履行能力を確認するため、審査時に、代表機関及び分担機関の営む主

な事業内容、資産及び負債等財務に関する資料等の提出を求めることがあります。 
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２. 応募に当たっての留意事項 

（１）委託研究開発契約について 

採択された研究開発課題については、その実施に当たり、研究開発課題を実施する研究機関と

AMED との間で委託研究開発契約を締結することを原則※とします。 

※ 詳細は V 章を御参照ください。 

（２）府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について 

委託研究開発費においては、競争的資金制度を中心として研究開発管理に係る一連のプロセス

をオンライン化した府省共通研究開発管理システム（以下「e-Rad」という。）を用いて応募を受

け付けます。応募に当たっては、事業や各公募研究課題の概要等の記載内容をよく確認した上で、

提案する研究開発の実施によりどのような成果を示せるかを十分検討の上、提案書類に記載して

ください。詳細は、Ⅳ章を御参照ください。 

（３）安全保障貿易管理について（海外への技術漏洩への対処） 

研究機関では多くの最先端技術が研究されており、特に大学では国際化によって留学生や外国人

研究者が増加する等、先端技術や研究用資材・機材等が流出し、大量破壊兵器等の開発・製造等に

悪用される危険性が高まってきています。そのため、研究機関が当該委託研究開発を含む各種研究

活動を行うにあたっては、軍事的に転用されるおそれのある研究成果等が、大量破壊兵器の開発者

やテロリスト集団等懸念活動を行うおそれのある者に渡らないよう、研究機関による組織的な対応

が求められます。 

日本では、外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）（以下「外為法」という。）に基

づき輸出規制＊が行われています。したがって、外為法で規制されている貨物や技術を輸出（提供）

しようとする場合は、原則として、経済産業大臣の許可を受ける必要があります。外為法をはじめ、

各府省が定める法令・省令・通達等を遵守してください。関係法令･指針等に違反し、研究開発を実

施した場合には、研究開発費の配分の停止や、研究開発費の配分決定を取り消すことがあります。 

 

＊：現在、我が国の安全保障輸出管理制度は、国際合意等に基づき、主に炭素繊維や数値制御工作機械等、ある一定

以上のスペック・機能を持つ貨物（技術）を輸出（提供）しようとする場合に、原則として、経済産業大臣の許可が

必要となる制度（リスト規制）と②リスト規制に該当しない貨物（技術）を輸出（提供）使用とする場合で、一定の

要件（用途要件・需要者要件又はインフォーム要件）を満たした場合に、経済産業大臣の許可を必要とする制度（キ

ャッチオール規制）があります。 

 

物の輸出だけではなく技術提供も外為法の規制対象となります。リスト規制技術を外国の者（非

居住者）に提供する場合等はその提供に際して事前の許可が必要です。技術提供には、設計図・仕

様書・マニュアル・試料・試作品等の技術情報を、紙・メール・CD・USB メモリ等の記憶媒体で提

供する事はもちろんのこと、技術指導や技能訓練等を通じた作業知識の提供やセミナーでの技術支

援等も含まれます。外国からの留学生の受入れや、共同研究等の活動の中にも、外為法の規制対象

となり得る技術のやりとりが多く含まれる場合があります。 
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経済産業省等のウェブサイトで、安全保障貿易管理の詳細が公開されています。詳しくは、下記

を参照ください。 

 〇経済産業省：安全保障貿易管理（全般） 

 http://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 

 〇経済産業省：安全保障貿易ハンドブック（2014 年第 8 版） 

 http://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf 

 〇一般財団法人安全保障貿易情報センター 

 http://www.cistec.or.jp/ 

 〇安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用） 

 http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf 
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III. 公募・選考の実施方法 

１. 公募研究開発課題の概要 

本プログラムの公募研究開発課題の概要、研究開発対象分野と研究領域は以下のとおりです。 

 

分野等、公募研究開発課題名 研究開発費の規模 
研究開発実施 

予定期間 

新規採択課題 

予定数 

感染症分野 

「開発途上国のニーズを踏まえ

た感染症対策研究」 

1 課題当たり年間 

1 億円程度（間接経費含む） 

AMED：委託研究開発経費 

3,500 万円程度/年 

（暫定期間：650 万円上限） 

JICA：ODA 技術協力経費 

6,000 万円程度/年 

最長 5 年 

平成 30 年度～平成 35 年度 

（1 年間の暫定期間含む） 

2 課題程度 

 

 研究開発費の規模等はおおよその目安となります。 

 研究開発費の規模及び新規採択課題予定数等は、公募開始後の平成 30 年政府予算成立の状況

等により変動することがあります。大きな変動があった場合には、全部又は一部の公募研究

開発課題について提案書類の受付や課題の採択を取りやめる可能性があります。 

 

提案者は SATREPS 全分野（国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）が研究助成する環境・エ

ネルギー分野、生物資源分野、防災分野を含む）において、研究開発代表者として、1 件のみ提案を

行うことができます。 

（a）分野・領域 

 感染症分野「開発途上国のニーズを踏まえた感染症対策研究」 

（b）研究内容 

HIV/エイズ、エボラ出血熱、マラリア、デング熱、結核、高病原性鳥インフルエンザ、狂犬病、カ

ルバぺネムやコリスチンなどの薬剤耐性菌などの新興・再興感染症は、開発途上国において健康への

脅威となるだけでなく、社会・経済開発への重大な阻害要因の一つとなっています。各国間での人と

物の往来が頻繁になっている現在においては、開発途上国のみの問題にとどまりません。このため、

国境を越えて迅速に伝播しうる感染症に関する国際協力を強化することが求められています。感染症

領域における地球規模課題解決のための研究開発としては、以下の例などの取組が挙げられます。 

 高病原性鳥インフルエンザ、狂犬病などの人獣共通感染症に関する研究開発 

 HIV/エイズ、エボラ出血熱、マラリア等の原虫及び寄生虫、デング熱、結核、カルバぺネムや

コリスチンなどの抗菌薬耐性菌等の新興・再興感染症の疫学、診断、予防、治療等に関する研

究開発 

※地球規模課題の解決及び科学技術の向上に資するとともに、開発途上国における課題解決のための

研究開発の実施、及び研究者の能力向上に対するニーズが高く、かつ共同研究の成果を当該開発途上
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国をはじめ広く国際社会に還元する将来構想を有する研究課題を募集対象とします。日本からの単な

る技術の移転・知識の提供等の、共同研究を伴わない課題や科学技術の発展に寄与しない単なる調査

等、また、成果が一国にしか還元できない研究等は対象外とします。 

※本プログラムでは、治験等及び医療行為を含む共同研究は対象とはしません。また研究によっては

倫理的配慮も求められますので相手国の状況に留意ください。 

※相手国内の活動地域における治安状況、情勢によっては、同国への渡航及び同国での研究実施が制

限される可能性があるため、選考で採否が考慮されることがあります。 

（c）対象とする国（共同研究相手国） 

本プログラムの対象となっている諸国は別添1をご参照ください。 

（d）留意事項 

 外交政策及び科学技術政策の観点から、共同研究相手国の適切な地域バランス（採択案件が同一

地域に過度に集中しないこと等）及び研究課題のバランス（特定の研究領域に過度に集中しない

こと等）を考慮します。 

 課題（プロジェクト）の選考に当たっては、研究水準の高さとともに、研究開発計画が重点的で

あり、かつ具体性が高い課題であって、研究成果の社会還元の時期、方法を含めた道筋が明確で

ある課題が高く評価されます。 

 これまで採択課題のない国や採択課題の少ない国を共同研究相手国とする提案を歓迎します。 

 研究期間終了後の成果の担い手が、研究開発の初期段階から参画することにより、成果の社会実

装への道筋がより確かなものとなります。この観点から、成果の担い手となる企業等と連携（産

学官連携8 した提案を歓迎します。産学官連携による研究提案を行う場合については、研究代表

機関が研究開発提案書の Form 2、参加企業が Form 10 へ、それぞれ連携構想を具体的にご記入く

ださい（研究開発代表機関が民間企業の場合は、Form 10 も作成し提出してください）。Form 10

を提出した企業からは、社会実装に向けた当該企業の取り組みについての報告書を研究期間終了

時に提出いただきます。 

 複数国を相手国とする共同研究の提案も可能です。但し、複数国と国際共同研究を実施する研究

提案において、受付締切までに全ての相手国政府より技術協力プロジェクトの要請が提出されて

いない場合は、「要件未達」と判断し、選考を行いません。また、研究開始に当たっては、全て

の関係国との間で R/D への署名を得る必要があります。 

 アフリカ地域や後発開発途上国を対象とした研究課題提案を歓迎します。なお、これらの国々に

おいては、人材育成、現地調査の実施と分析、そして適正技術や問題即応技術の開発と適用が重

要であり、その観点を含む取組を期待します。 

 若手研究人材育成の重要性に鑑み、「研究開発代表者が 45 歳未満の若手研究者」又は「（研究実施

期間中に研究に従事する予定の）日本側研究チーム（Form 1「実施体制（参加者リスト）」記載分）

の半数以上が 35 歳以下の若手研究者」を中心とした体制で構成される課題の積極的な提案を奨励

します。 

 2015年9月に国連持続可能な開発サミットで採択された、持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable 

Development Goals）に資する研究提案を奨励します。 

参照：http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/ 

 相手国の政策やニーズを踏まえ、相手国の行政機関等も含めた組織的な取組が期待されます。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
8 本プログラムにおいて、“産”として参加する機関としては、日本国内に法人格を有する企業等を指します。 

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/
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 プロジェクト実施期間中に相手国研究機関が民間セクターや関連行政機関との連携関係を構築し、

協力終了後も研究開発を持続し社会実装を目指す体制や能力を強化すること、もしくは、社会還

元のために BOP（Base of Pyramid）ビジネスや日本の中小企業海外展開など民間企業の活動、

NGO やボランティアなど草の根の開発活動と連携することが期待されます。 

 地域ごとの特性を生かした研究戦略として、過去に日本の ODA 等で整備された当該地域の優れ

た研究拠点（研究機関、大学等）の活用が期待されます。 

 平成 20 年度から平成 29 年度までに採択されている課題と類似の研究提案については、「研究の

目的、対象、アプローチ、実施地域等から判断して、提案研究内容に顕著な差異あるいは新規

性が認められるか」、または、「既存類似課題の成果を踏まえて研究を推進することにより、地

球規模課題の解決に資するより大きな成果が期待できるか」、といった観点からも選考を行いま

す。特に、先行課題に対して研究対象や実施地域を拡大発展させただけの提案に対しては、課

題解決への新たな貢献の大きさについて慎重に検討します。 

 研究参加者の所属機関は、当該共同研究を担う上で必要な国際交流活動基盤を有しており、十

分な支援と協力を行う意思を有していることも重要です。 

 企業等が研究代表機関となり提案を行う場合には、一定の要件を満たす必要があります。 

 必要に応じて、企業等に関する財務等審査も行います。 

 ODA の視点として、以下の観点等に留意して選考を行います。 

 ODA 方針への合致 

外交上の実施意義や必要性があるか、相手国の開発政策やニーズとの整合性があるか、開発協力

大綱や国別援助方針や援助重点分野に合致しているか。 

 相手国研究代表機関の実施体制 

相手国実施体制が予算・人員・施設（設備）ともに整備されているか、ODA 事業として相応しい

相手国研究機関が選定され、能力向上が見込まれるか、十分な研究活動・実績があるか。 

 プロジェクトとしての「妥当性」、「必要性」、「有効性」、「インパクト」、「持続性」 

要請（提案）内容が、開発途上国の課題解決に必要なものか、プロジェクトとして目標達成が可

能かどうか、機材計画が妥当であるか（必要最低限の機材か、調達面での支障の有無、プロジェ

クト終了後の維持管理体制等）、施設整備を含む場合、その計画の妥当性（必要最低限の内容か、

期間内に完了可能か、適切に整備予算が見積もられているか、危険物取扱いに係る安全配慮は十

分か、建設後の維持管理体制・先方予算は問題ないか等）、社会実装の具体化が明確かどうか等。

(ODA 事業では、「妥当性」等の 5 項目によって事業が評価されます。) 

評価 5 項目の詳細：https://www.jica.go.jp/activities/evaluation/about.html 

 当該分野における日本及び他ドナーによる他の援助案件との関連 

当該分野における他の援助案件とどのような関連があるか、重複やマイナスに作用することはな

いか。 

 ODA で実施することに対する研究提案者の認識 

研究提案者が、競争的資金の枠組みだけでなく ODA の枠組みで共同研究を実施する意義を十分

理解しているか、ODA で実施する必要性が正しく述べられているか。 

    上記のほか、機材計画（調達面での支障の有無、プロジェクト終了後の維持管理体制等）の適切 

  性なども勘案し、ODA 事業として実現可能性が高い提案を優先します。 
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２. 研究開発提案書等の作成及び提出 

（１）提案書類様式の入手方法 

提案書類の様式等については、別添 2 の記載例を参照ください。また、応募に必要な資料は

AMED ウェブサイトの公募情報からダウンロードしてください。 

（２）提案書類受付期間 

平成 29 年 9 月 12 日（火）～平成 29 年 10 月 30 日（月）【正午】（厳守） 

（１） e-Rad への登録作業は、e-Rad の利用可能時間帯でのみ可能ですので注意ください。 

（注 2） 研究開発提案書の登録は、受付期間を過ぎた場合は一切受理しませんので注意ください。 

   （注 3） 締切までに相手国政府から外務本省へ ODA 要請書が到着していることが選考の要件となります。 

詳細は「Ⅺ. 2. (3)技術協力プロジェクト実施の流れ」を参照ください。 

（３）提案書類の提出 

提案書類の提出は、受付期間内に e-Rad にてお願いします。提出期限内に提出が完了していない

場合は応募を受理しません。研究開発提案書等の記載（入力）に際しては、本項目及び別添 2「研

究開発提案書の記載例」に示した記載要領に従って、必要な内容を誤りなく記載してください。

なお、受付期間終了後は提出いただいた提案書類の差し替え等には応じられません。 

（ａ）システムの使用に当たっての留意事項 

操作方法に関するマニュアルは、e-Rad ポータルサイト（http://www.e-rad.go.jp/）から参照又

はダウンロードすることができます。システム利用規約に同意の上、応募してください。 

１）システムの利用可能時間帯 

サービス時間は平日、休日ともに 00:00～24:00 

（注）上記利用可能時間内であっても保守・点検を行う場合、e-Rad の運用を停止することがあります。e-Rad

の運用を停止する場合は、e-Rad ポータルサイトにてあらかじめお知らせします。 

２）研究機関の登録 

研究者が研究機関を経由して応募する場合、「代表機関」（研究開発代表者が所属する研究

機関）、「分担機関」（研究開発分担者が所属する研究機関）は、原則として応募時までに e-

Rad に登録されていることが必要となります。 

研究機関の登録方法については、e-Rad ポータルサイトを参照してください。登録手続きに日

数を要する場合がありますので、2 週間以上の余裕をもって登録手続きをしてください。なお、

一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する必要はありません。また、他

制度・事業で登録済みの場合は再度登録する必要はありません。応募時点で、特定の研究機関

に所属していない、又は日本国外の研究機関に所属している場合においては、別途、提出前に

担当課までなるべくお早めにお問い合わせください。 

 

３）研究者情報の登録 

研究課題に応募する「研究開発代表者」及び研究に参画する「研究開発分担者」は研究者情

報を登録し、システムログイン ID、パスワードを取得することが必要となります。研究機関に
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所属している研究者の情報は研究機関が登録します。なお、過去に科学研究費補助金制度など

で登録されていた研究者情報は、既に e-Rad に登録されています。研究者番号等を確認の上、所

属情報の追加を行ってください。研究機関に所属していない研究者の情報は、文部科学省の府

省共通研究開発管理システム（e-Rad）運用担当で登録します。必要な手続きは e-Rad ポータル

サイトを参照してください。 

（ｂ）システム上で提出するに当たっての注意 

１）ファイル種別 

電子媒体の様式は、システムにアップロードを行う前に PDF 変換を行う必要があります。

PDF 変換はシステムログイン後のメニューから行ってください。また、同じくメニューから変

換ソフトをダウンロードし、パソコンへインストールしてお使いいただくこともできます。

（システムへの負荷軽減と安定稼働の実現のため、旧システムでは可能だった Word 等の形式の

ままでの提出は行えなくなりました。）。外字や特殊文字等を使用した場合、文字化けする可

能性がありますので、変換された PDF ファイルの内容をシステムで必ず確認してください。利

用可能な文字に関しては、研究者向け操作マニュアルを参照してください。 

３）画像ファイル形式 

提案書類に貼り付ける画像ファイルの種類は｢GIF｣、｢BMP｣、｢JPEG｣、｢PNG｣形式のみとし

てください。それ以外の画像データ（例えば、CAD やスキャナ、PostScript や DTP ソフトなど

別のアプリケーションで作成した画像等）を貼り付けた場合、正しく PDF 形式に変換されませ

ん。画像データの貼り付け方については、研究者向け操作マニュアルを参照してください。 

４）ファイル容量 

システムにアップロードできるファイルの最大容量は 10 MB です。 

５）提案書類のアップロード 

提案書類は、PDF に変換しアップロードしてください。 

６）所属機関の承認 

「研究開発代表者」から所属機関に e-Rad で申請した段階では応募は完了していません。所属

機関の承認の手続きを必ず行ってください。 

７）受付状況の確認 

提案書類の受理確認は、システムの「応募課題情報管理」画面から行うことができます。受

付期間終了時点で、「応募課題情報管理」画面の応募状況が「配分機関処理中」となっていな

い提案書類は無効となります。受付期間終了時点までに「配分機関処理中」にならなかった場

合は、所属機関まで至急連絡してください。 

 

８）提出後の提案書類の修正 

いったん提出した提案書類を修正するには、受付期間内に「引戻し」操作を行い、修正した

後に再度提出する必要があります。具体的な操作については研究者向け操作マニュアルを参照

してください。 
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９）その他 

上記以外の注意事項や内容の詳細については、e-Rad ポータルサイト（研究者向けページ）に

随時掲載しておりますので、確認ください。 

（ｃ）システムの操作方法に関する問い合わせ先 

システムの操作方法に関する問い合わせは、e-Rad ポータルサイトのヘルプデスクにて受け付

けます（X 章を御参照ください）。ポータルサイトのほか、「よくある質問と答え（FAQ）ペ

ージ」もよく確認の上、問い合わせてください。なお、ヘルプデスクでは公募要領の内容、審

査状況、採否に関する問い合わせには一切回答できません。 

（４）スケジュール等 

本事業における採択までのスケジュールは、公募開始時点で以下のとおり予定しています。審

査の実施方法の詳細は III 章 ３．を参照ください。 

書面審査 平成 30 年 2 月上旬（予定） 

面接（ヒアリング） 平成 30 年 2～3 月（予定） ※必要に応じて実施 

（注 1）ヒアリングを実施する場合は、対象課題の研究開発代表者に対して、原則としてヒアリングの 1 週間前

までに電子メールにて連絡します（ヒアリング対象外の場合や、ヒアリング自体が実施されない場合には、この

連絡はしませんので、採択可否の通知までお待ちください）。ヒアリングの実施や日程に関する情報更新がある

場合は、III 章 2．0 項に記載の AMED ウェブサイトの公募情報に掲載しますので、併せて参照ください。ヒアリ

ングの対象か否かに関する個別回答はしかねます。 

（注 2）ヒアリング対象課題の研究開発代表者に対して、書面審査の過程で生じた照会事項を電子メールで送付

する場合があります。当該照会事項に対する回答は、ヒアリングに先立ち、照会時に AMED が指定する期日まで

に事務局宛に電子メールで送付してください。 

（注 3）ヒアリングの対象者は原則として研究開発代表者等とします。ヒアリングの日程は変更できません。 

（注 4）ヒアリング終了後、必要に応じて、研究開発代表者に対して事務的な確認を行う場合があります。当該

確認に対しては、AMED が指定する方法で速やかに回答してください。 

採択可否の通知 平成 30 年 5 月中旬（予定） 

（注）採択課題候補となった課題の研究開発代表者に対しては、審査結果等を踏まえた目標や実施計画、実施体

制等の修正を求めることや、研究開発費合計額の変更を伴う採択条件を付すことがあります。これらの場合にお

いては、計画の妥当性について、再度検討を行う可能性があります。 

研究開発開始（契約締結等）平成 30 年 6 月中旬（予定） 

（注）この「予定」は、提案時に研究開始時期を見据えた最適な研究開発計画を立てていただくこと、また、採

択決定後、契約締結等までの間で、あらかじめ可能な準備を実施していただき、契約締結後、速やかに研究を開

始いただくこと、などを考慮して明示するものであり、契約締結等をお約束するものではありません。この「予

定」に契約を締結等するためには、研究開発計画（研究開発費や研究開発体制を含む。）の作成や調整について

、研究機関等の皆様に尽力いただくことが必要となります。AMED においても、PS･PO との調整などを速やかに

実施し、早期の契約締結等に努めていきます。 
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３. 提案書類の審査の実施方法 

（１）審査方法 

本事業における研究開発課題の採択に当たっては、AMED/文部科学省及び JICA/外務省が連携して

評価を行います。AMED/文部科学省は、主に科学的・技術的な観点から評価を行います。一方、

JICA/外務省は主にODAの観点から評価を行います。海外での研究はODA案件として実施するため、

研究内容が対象国の課題解決等に資する協力であり、開発協力大綱や国別援助方針にも合致している

こと、また社会実装への道筋を示す具体的なアプローチが示されていること等も必要となります。応

募があった研究提案書類や書類審査結果・面接選考結果を AMED から外務省/文部科学省/JICA に提供

するため、採択までに時間を要する場合があることをあらかじめご了承ください。 

選考にあたっては、実施の必要性、目標や計画の妥当性を把握し、予算等の配分の意思決定を行

うため、外部の有識者等の中から AMED 理事長が指名する評価委員を評価者とする課題事前評価

（審査）を実施します。課題評価委員会は、定められた評価項目について評価を行い、AMED はこ

れをもとに採択課題を決定します。 

（ａ）審査は、AMED に設置した課題評価委員会において非公開で行います。 

（ｂ）課題評価委員会は、提出された提案書類の内容について書面審査及び必要に応じて面接

（ヒアリング）を行い※、審議により評価を行います。 

※ 審査の過程で研究開発代表者に資料等の追加提出を求める場合があります。 

（ｃ）採択に当たっては、審査結果等を踏まえ、研究開発代表者に対して、目標や実施計画、実

施体制等の修正※を求めることや、経費の額の変更を伴う採択条件を付すことがあります。こ

れらの場合においては、計画等の妥当性について、再度検討を行う可能性があります。 

※ 採択された場合、ここで修正された目標等がその後の中間評価や事後評価の際の評価指標の 1 つとなりま

す。採択課題の管理と評価についてはⅥ章を参照ください。 

（ｄ）審査終了後、AMED は研究開発代表者に対して、採択可否等について通知します。なお、

選考の途中経過についての問い合わせには一切応じられません。 

（ｅ）評価委員には、その職務に関して知り得た秘密について、その職を退いた後も含め漏洩や

盗用等を禁じることを趣旨とする秘密保持遵守義務が課せられます。 

（ｆ）採択課題の研究開発課題名や研究開発代表者氏名等は、後日、AMED ウェブサイトへの掲

載等により公開します。また、評価委員の氏名については、原則として、毎年度 1回、AMED

全体を一括して公表します。 

（ｇ）公正で透明な評価を行う観点から、AMED の規定に基づき、評価委員の利益相反マネジメ

ントを行います。評価委員が下記に該当する場合は、利益相反マネジメントの対象として

AMED に対し申告を求め、原則として当該課題の評価に携わらないものとします。なお、評

価の科学的妥当性を確保する上で特に必要があり、評価の公正かつ適正な判断が損なわれな

いと委員長が認めた場合には、課題の評価に参加することがあります。 

① 被評価者が家族であるとき  
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② 被評価者が大学、国立研究開発法人、国立試験研究機関等の研究機関において同一の

学科等又は同一の企業に所属している者であるとき 

③ 被評価者が課題評価委員会の開催日の属する年度を含む過去 3 年度以内に緊密な共同

研究を行った者であるとき 

④ 被評価者が博士論文の指導を行い、又は受ける等緊密な師弟関係にある者であるとき 

⑤ 被評価者から当該委員が、課題評価委員会の開催日の属する年度を含む過去 3 年度以

内に、いずれかの年度において 100 万円を超える経済的利益を受けているとき 

⑥ 被評価者と直接的な競合関係にあるとき 

⑦ その他深刻な利益相反があると認められるとき 

（ｈ）応募しようとする者、応募した者は、AMED 役職員、PS、PO、評価委員に対し、評価及び

採択についての働きかけを行わないでください。 

 

（２）審査項目と観点 

本事業における課題の採択に当たっては、提案書類について以下の観点に基づいて審査します。

分担機関を設定した研究開発課題を提案する場合は、研究開発を遂行する上での分担機関の必要

性と、分担機関における研究開発の遂行能力等も評価の対象となります。 

①  事業趣旨等との整合性 

- 事業趣旨、目標等に合致しているか 

- 地球規模課題の解決及び科学技術の向上に資するか 

- 相手国において、課題解決のための研究開発の実施及び研究者の能力向上に対するニーズが高い

ものであるか 

- 共同研究の成果は当該相手国をはじめ、広く社会に還元する社会構想を有するか 

②  科学的・技術的な意義及び優位性 

- 現在の技術レベル及びこれまでの実績は十分にあるか 

- 独創性、新規性、革新性を有しているか 

- 医療分野の進展に資するものであるか 

- 新技術の創出に資するものであるか 

- 社会的ニーズへ対応するものであるか 

- 医療分野の研究開発に関する国の方針に合致するものであるか 

- 地球規模課題解決のための新たな技術の開発及び科学技術水準の向上につながる研究課題である

か【科学技術的価値】 

- 日本国内の研究だけでは達成できないような科学技術の発展あるいはその技術の有効性の検証に

相手国の貢献が見込まれるか【日本のメリット】 

- 日本の科学技術の相手国及び世界への効果かつプレゼンス向上が見込まれるか【日本のメリット】 

③  計画の妥当性 

- 全体計画の内容と目的は明確であるか 

- 年度ごとの計画は具体的なものでかつ、実現可能であるか 

- 生命倫理、安全対策に対する法令等を遵守した計画となっているか 

- 相手国側研究者との間で具体的な共同研究計画を有しているか 
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- 相手国研究機関との共同研究を推進する上で、研究のコストパフォーマンスも考慮された適切な

研究計画（資金計画も含む）があるか。また、プロジェクト期間内に実施可能な内容であるか。 

- 予算計画経費の内訳、支出計画は妥当であるか 

- 研究開発代表者および共同研究者の渡航計画は、研究推進のために十分な相手国への滞在が計画

されているか 

④  実施体制 

- 申請者を中心とした研究開発体制が適切に組織されているか 

- 十分な連携体制が構築されているか 

- 申請者等のエフォートは適切であるか 

- 不合理な重複/過度の集中は無いか 

- 研究開発代表者はリーダーシップを発揮し、他の研究機関や相手国側研究機関と研究推進に係る

調整ができるか【研究開発代表者の資質】 

- 研究開発代表者は JICA の技術協力プロジェクトにおける研究チームの総括責任者としても相手国

側研究者とともに国際共同研究を推進する強い熱意および相手国の社会的ニーズを理解しようと

する意欲を持っており、かつ信頼に基づく強いリーダーシップを発揮できるか【研究開発代表者

の資質】 

- 日本側及び相手国での研究の代表者が明確で、日本側及び相手国側において研究を実施できる組

織的な体制が整っているか。日本側研究者は、研究期間中に必要な頻度及び期間で相手国におい

て滞在、研究ができるか。【両国の実施体制】 

⑤  所要経費 

- 経費の内訳、支出計画等は妥当であるか 

⑥  社会実装の道筋と実現可能性 

- 将来的な社会実装の構想（内容、時期、手段と実現の目処）があるか 

- 研究成果を将来的に社会還元へ結びつけるための道筋（相手国側の活動の道筋や、他地域・市場

への普及の道筋）が明確であるか 

⑦  相手国のニーズ、ODA 方針への合致 

- 相手国に、地球規模で取り組むべき課題に関する明確なニーズがあるか 

- 相手国に対する日本の ODA 方針に沿っているか 

- 研究成果の社会実装を目指す ODA 事業として適切かつ実施可能であるか 

⑧  継続的発展の見通し 

-日本側の協力終了後も相手国側で供与機材を維持管理して研究を持続できる見込みがあるか 

-日本の若手研究者の育成、および相手国側研究者の人材育成は見込まれるか 
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IV. 提案書類の作成と注意 

１. 提案書類等に含まれる情報の取扱い 

（１）情報の利用目的 

提案書類等に含まれる情報は、研究開発課題採択のための審査のほか、研究開発費の委託業務、

Ⅸ章に記載されている研究支援のために利用されます。 

また、研究開発提案書要約の情報は、新規事業創出等の AMED 事業運営に資する研究動向の分

析にも利用します。 

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律等を踏まえ、提案者の不必要な不利益

が生じないように、提案書類等に含まれる情報に関する秘密は厳守します。詳しくは総務省のウ

ェブサイト※を参照ください。 

※ 行政機関・独立行政法人等における個人情報の保護 > 法制度の紹介（総務省） 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/horei_kihon.html 

（２）必要な情報公開・情報提供等 

（ａ）採択された個々の課題に関する情報（事業名、研究開発課題名、研究者名、所属研究機関

名、予算額及び実施期間）は、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第 5 条第 1

号イに定める「公にすることが予定されている情報」に該当し、情報開示することがあるほ

か、マクロ分析に必要な情報（採択された課題に係る各年度の研究成果情報、会計実績情報

及び競争的資金に係る間接経費執行実績情報など）は「政府研究開発データベース」（Ⅸ章 

3. を参照ください。）への入力のため e-Rad を通じて内閣府に提供され、分析結果が公表さ

れる場合があります。 

（ｂ）不合理な重複・過度の集中を排除するために必要な範囲内で、提案書類等に含まれる一部

の情報を、e-Rad などを通じて、他府省等を含む他の競争的資金等の担当部門に情報提供（デ

ータの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるための個人情報の提供を含む）

する場合があります。また、他の競争的資金制度等におけるこれらの重複応募等の確認を求

められた際にも、同様に情報提供を行う場合があります。 

２. 提案書類の様式及び作成上の注意 

（１）提案書類の様式 

提案書類の様式は、「研究開発提案書」とします。簡潔かつ明瞭に各項目を記載してください。

提案書類受付期間及び提出に関してはⅢ章を参照ください。 

（２）提案書類の作成 

応募は e-Rad にて行います。提案書類の作成に当たっては、（３）に示す注意事項も併せてご覧

ください。提案書類に不備がある場合、受理できないことがあります。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/horei_kihon.html
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様式への入力に際しては、以下の事項に注意してください。 

 （ａ）研究開発提案書は、原則として英語での作成ですが、要約については、日本語と英語の

併記が必須となります。記載漏れなど不備がある場合は、審査対象外となることがあります。 

 （ｂ）字数制限や枚数制限を定めている様式については、制限を守ってください。 

 （ｃ）入力する文字のサイズは、原則として 10.5 ポイントを用いてください。 

 （ｄ）英数字は、原則として半角で入力してください。（（例）郵便番号、電話番号、人数等） 

 （ｅ）提案書類は、下中央に通しページ（-1-）を付与してください。 

 （ｆ）提案書類の作成はカラーでも可としますが、白黒コピーをした場合でも内容が理解でき

るように作成してください。 

（３）提案書類作成上の注意 

（ａ）法令・倫理指針等の遵守 

研究開発計画の策定に当たっては法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守してくださ

い。詳細は V 章４．0 を参照ください。 

（ｂ）研究開発課題の提案に対する機関の承認 

研究開発代表者が提案書類を提出するに当たっては、代表機関（研究開発代表者が所属し、

AMED と直接委託契約を締結する研究機関）の了承を取ってください。また、複数の研究機関

が共同で研究を実施する研究提案を提出する場合には、参加する全ての研究機関の長の了承を

得てください。 

（ｃ）提案内容の調整 

研究開発課題の採択に当たっては、予算の制約等の理由から、提案された計画の修正を求め

ることがあります。また、今後、採択された研究開発課題の実施に当たって、割り当てられる

経費・実施期間は、予算の制約等により変わる場合がありますので、あらかじめ了承ください。 

（ｄ）対象外となる提案について 

以下に示す研究開発課題の提案は本事業の対象外となります。 

① 単に既製の設備・備品の購入を目的とする提案 

② 他の経費で措置されるのがふさわしい設備・備品等の調達に必要な経費を、本事業の経費

により賄うことを想定している提案 
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V. 委託研究開発契約の締結等 

１. 委託研究開発契約の締結 

（１）契約条件等 

採択された研究開発課題については、研究開発課題を実施する機関※と AMED との間で、国の

会計年度の原則に従い単年度の委託研究開発契約を締結することになります。詳細は採択後に

AMED から案内します。 

契約を締結するに当たっては、課題評価委員会、PS、PO 等の意見を踏まえ、採択時に付された

条件が満たされていない場合、契約の内容（経費の積算を含む。）や方法が双方の合意に至らな

い場合等には、採択された研究開発課題であっても契約しないことがあります。 

契約締結後においても、予算の都合等により、やむを得ない事情が生じた場合には、研究開発

計画の見直し又は中止を求めることがあります。 

PS、PO 等が、研究進捗状況等を確認し、年度途中での研究開発計画の見直し等による契約変更

や課題の中止を行うことがあります。 

※ 国の施設等機関等（国の施設等機関及び公設試験研究機関を総称したものをいう。）である代表機関又は

分担機関については、相当の事由に基づき当該機関及び当該機関に所属する研究開発代表者又は研究開発

分担者が申し出た場合に限り、AMED との協議を経て、AMED から当該機関に所属する研究開発代表者又

は研究開発分担者へ間接補助金を交付する方式をとることがあります（その場合、AMED が定める補助金

取扱要領に従うこととします）。このとき、間接補助金の経理に係る事務については当該機関の長に委任

していただきます。 

  なお、研究計画において「代表機関」と「分担機関」の研究内容が一体的に進める必要性が認められる

場合等であって、「分担機関」が国の施設等機関等でない場合には、本事業においては、再委託として取

り扱うことを認めることがあります。ただし、再委託の場合であっても、再委託先においては機関経理を

行うことを原則とし、さらに AMED の求めに応じて監査等に応じることを条件とします。 

（２）契約締結の準備について 

研究開発課題の採択後、速やかに契約の締結が進められるよう、研究開発課題を実施する機関

は、 

（ａ）全体研究開発計画書及び研究開発計画書※の作成 

（ｂ）業務計画に必要な経費の見積書の取得 

（ｃ）会計規程及び職務発明規程等の整備 

を実施しておく必要があります。 

※全体研究開発計画書は、採択時の研究開発提案書を元に研究開発課題ごとに各一通作成いただきます。全

実施期間の研究開発構想を中心に、基本計画、研究開発内容、研究開発体制、予算計画等を記載してくだ

さい。同計画書は、年度における予算配分の検討及び中間・事後評価や課題進捗管理の基礎資料の一つと

なります。 
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 研究開発計画書は、各年度の委託研究開発契約締結の際に、契約ごとに各一通作成いただきます。 

 計画書様式は、採択後に別途連絡します。 

（３）契約に関する事務処理 

AMED「委託研究開発契約事務処理説明書」※に基づき、必要となる事務処理を行ってください。 

※ http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

（４）委託研究開発費の額の確定等について 

当該年度の委託研究開発契約期間終了後、委託研究開発契約書に基づいて提出していただく委

託研究開発実績報告書を受けて行う確定検査により、委託研究開発費の額の確定を行います。確

定検査等において、研究に要する経費の不正使用又は当該委託業務として認められない経費の執

行等が判明した場合は、経費の一部又は全部の返還を求める場合があります。また、不正使用等

を行った研究の実施者は、その内容の程度により一定期間契約をしないこととなります（Ⅴ章８．

（２）を参照ください）。 

２. 委託研究開発費の範囲及び支払い等 

（１）委託研究開発費の範囲 

本事業では、競争的資金において共通して使用することになっている府省共通経費取扱区分表

に準じ、以下のとおり費目構成を設定しています。詳細は AMED「委託研究開発契約事務処理説

明書」※１を参照ください。 

 

 大項目 定義 

直接経費 物品費 研究用設備・備品・試作品、ソフトウェア（既製品）、書籍購入費、研究用試薬

・材料・消耗品の購入費用 

旅費 研究開発参加者に係る旅費、外部専門家等の招聘対象者に係る旅費 

人件費・ 

謝金 

人件費：当該委託研究開発のために雇用する研究員等の人件費 

謝金：講演依頼、指導・助言、被験者、通訳・翻訳、単純労働等の謝金等の経費 

その他 上記のほか、当該委託研究開発を遂行するための経費 

例） 

研究成果発表費用（論文投稿料、論文別刷費用、HP 作成費用等）、会議費、運

搬費、機器リース費用、機器修理費用、印刷費、外注費、検査業務費、不課税取

引等に係る消費税相当額等 

間接経費※２ 直接経費に対して一定比率（30％目安）で手当され、当該委託研究開発の実施に伴う研究機

関の管理等に必要な経費として研究機関が使用する経費 

※１ http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

※２ AMED が国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人、特殊法人、特例民法法人、一般社団法

人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、民間企業又は私立大学等と委託研究開発契約を締結し

て、研究開発を実施する場合に措置されます。また、一定比率は 30%を超えることはありません。国の施

設等機関（国立教育政策研究所を除く）に所属する研究者である場合は対象外となります。なお、間接経

費は、分担機関（国の施設等機関等を除く）についても、配分される直接経費に応じて配分されます。 
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※３ 各費目における流用額が、当該年度における直接経費総額の５０％（この額が５００万円に満たない場

合は５００万円）を超えないときは、AMEDに確認することなく流用が可能（※４）で、超える場合は AMED

が当該研究開発題目の研究遂行上、必要であると確認した上で流用が可能となります。 

※４ 流用額が確認不要の場合でも、研究開発計画の大幅な変更を伴う場合は、流用額の多寡・流用の有無に

かかわらず、事前に AMEDの確認が必要です。また、AMED担当者が流用の内容を後日確認する場合がありま

す。 

（２）委託研究開発費の計上 

研究開発に必要な経費を算出し、総額を計上してください。経費の計上及び精算は、原則とし

て AMED「委託研究開発契約事務処理説明書」※の定めによるものとします。 

※ http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

（３）委託研究開発費の支払い 

支払額は、四半期ごとに各期とも当該年度における直接経費及び間接経費の合計額を均等4分割

した額を原則とします。 

（４）間接経費に係る領収書等の証拠書類の整備について 

AMED「委託研究開発契約事務処理説明書」※にて確認ください。 

※http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

３ . 委託研究開発費の繰越 

事業の進捗において、研究に際しての事前の調査又は研究方式の決定の困難、計画に関する諸条

件、気象の関係、資材の入手難、その他のやむを得ない事由により、年度内に支出を完了すること

が期し難い場合には、財務大臣の承認を経て、最長翌年度末までの繰越を認める場合があります。 

詳細は、AMED「委託研究開発契約事務処理説明書」※にて確認ください。 

   ※http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

４. 本事業を実施する研究機関の責務等 

（１）法令の遵守 

研究機関は、本事業の実施に当たり、その原資が公的資金であることを鑑み、関係する国の法

令等を遵守し、事業を適正かつ効率的に実施するよう努めなければなりません。特に、不正行為※

１、不正使用※２及び不正受給※３（以下、これらをあわせて｢不正行為等｣という。）を防止する措

置を講じることが求められます。 

＊１ 「不正行為」とは、研究者等により研究活動において行われた、故意又は研究者としてわきまえるべき基

本的な注意義務を著しく怠ったことによる、投稿論文など発表された研究成果の中に示されたデータや調査結

果等（以下「論文等」という。）の捏造（ねつぞう）、改ざん及び盗用をいい、それぞれの用語の意義は、次

に定めるところによります。 
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ア 捏造：存在しないデータ、研究結果等を作成すること。 

イ 改ざん：研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によって得られた結果等を真正

でないものに加工すること。 

ウ 盗用：他の研究者等のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を、当該研究者の

了解又は適切な表示なく流用すること。 

＊２ 「不正使用」とは、研究者等による、故意又は重大な過失による、公的研究資金の他の用途への使用又は

公的研究資金の交付の決定の内容やこれに付した条件に違反した使用（研究計画その他に記載した目的又は用

途、法令・規則・通知・ガイドライン等に違反した研究資金の使用を含むがこれらに限られない）をいいます

。 

＊３ 「不正受給」とは、研究者等が、偽りその他不正の手段により公的研究資金を受給することをいいます。 

※上述の定義において、「研究者等」とは、公的研究資金による研究活動に従事する研究者、技術者、研究補助

者その他研究活動又はそれに付随する事務に従事する者をいいます。 

（２）研究倫理教育プログラムの履修・修了 

不正行為等を未然に防止する取組みの一環として、AMED は、本事業に参画する研究者に対し

て、研究倫理教育に関するプログラムの履修・修了を義務付けることとします。研究機関には、

研究者に対する研究倫理教育を実施し、その履修状況を AMED に報告していただきます（詳細は

V 章６．及び AMED のウェブサイトをご覧ください。）。 

なお、AMED が督促したにもかかわらず当該研究者等が履修義務を果たさない場合は、委託研

究開発費の全部又は一部の執行停止等を研究機関に指示することがあります。研究機関は、指示

に従って委託研究開発費の執行を停止し、指示があるまで再開しないでください。 

（３）利益相反の管理について 

研究の公正性、信頼性を確保するため、AMED の「研究活動における利益相反の管理に関する

規則」（平成 28 年 3 月 17 日平成 28 年規則第 35 号）に基づき、研究開発課題に関わる研究者の利

益相反状態を適切に管理するとともに、その報告を行っていただきます。 

研究機関等が AMED 事業における研究開発において、研究開発代表者及び研究開発分担者の利

益相反を適切に管理していないと AMED が判断した場合、AMED は研究機関に対し、改善の指導

又は研究資金の提供の打ち切り並びに AMED から研究機関に対して既に交付した研究資金の一部

又は全部の返還請求を行うことがあります。詳細は V．７．節及び AMED のウェブサイトをご覧

ください。 

（４）法令・倫理指針等の遵守について 

研究開発構想を実施するにあたって、相手方の同意・協力を必要とする研究開発、個人情報の取

扱いの配慮を必要とする研究開発、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究開発等、法

令・倫理指針等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合には、研究機関内外の倫理委員会

の承認を得る等必要な手続きを行ってください。 

遵守すべき関係法令・指針等に違反し、研究開発を実施した場合には、研究停止や契約解除、採

択の取消し等を行う場合がありますので、留意してください。 
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また、研究開発計画に相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究開発又は調査

を含む場合には、人権及び利益の保護の取扱いについて、適切な対応を行ってください。 

これらの関係法令・指針等に関する研究機関における倫理審査の状況については、各年度の終了

後又は委託研究開発課題終了後 61 日以内に、AMED に対して利益相反管理の状況とともに報告を行

っていただきます。 

（ａ）特にライフサイエンスに関する研究開発について、各府省が定める法令等の主なものは以下

のとおりです。このほかにも研究開発内容によって法令等が定められている場合がありますので、

最新の改正にて確認ください。 

○ ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（平成 12 年法律第 146 号） 

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 18 年法律第 106 号） 

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物多様性の確保に関する法律（平成 15 年法律

第 97 号） 

○ 再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平成 25 年法律第 85 号） 

○ 臨床研究法（平成 29 年法律第 16 号） 

○ 特定胚の取扱いに関する指針（平成 13 年文部科学省告示第 173 号） 

○ ヒト ES 細胞の樹立に関する指針（平成 26 年文部科学省・厚生労働省告示第 2 号） 

○ ヒト ES 細胞の分配及び使用に関する指針（平成 26 年文部科学省告示第 174 号） 

○ ヒト iPS細胞又はヒト組織幹細胞からの生殖細胞の作成を行う研究に関する指針」（平成22

年文部科学省告示 88 号） 

○ ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成 25 年文部科学省・厚生労働省・経済

産業省告示第 1 号） 

○ 医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 9 年厚生省令第 28 号） 

○ 医療機器の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 17 年厚生労働省令第 36 号） 

○ 再生医療等製品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 26 年厚生労働省第 89 号） 

○ 医薬品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 9 年厚生労働省令第

21 号） 

○ 医療機器の安全性に関する非臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 17 年厚生労働省令

第 37 号） 

○ 再生医療等製品の安全性に関する非臨床試験の実施の基準に関する省令（平成 26 年厚生労

働省令第 88 号） 

○ 手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発の在り方について（平成 10 年厚生科学審議

会答申） 

○ 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（平成 29 年文部科学省・厚生労働省告示第 1

号） 

○ 遺伝子治療等臨床研究に関する指針（平成 27 年厚生労働省告示第 344 号） 

○ ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に関する倫理指針（平成 22 年文部科学省・厚生

労働省告示第 2 号） 

○ 研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成 18 年文部科学省告示第 71

号）、厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針（平成

18 年 6 月 1 日厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知、平成 27 年 2 月 20 日一部改正）又は
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農林水産省の所管する研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成 18 年

6 月 1 日農林水産省農林水産技術会議事務局長通知） 

※ 生命倫理及び安全の確保について、詳しくは下記ウェブサイトを参照してください。 

・文部科学省ライフサイエンスの広場「生命倫理・安全に対する取組」 

http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/index.html 

・厚生労働省「研究に関する指針について」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/kenkyujigyou/i-kenkyu/index.html 

 

（ｂ）法令倫理指針等の遵守への対応について（生物遺伝資源等利用に伴う各種規制） 

相手国における遺伝資源の利用のほか、相手国からのサンプルや情報、資料、サンプル（※）の

持ち出し及び相手国への持ち込みについては、国際ルール（生物多様性条約、外国為替法、安全保

障貿易管理等）に配慮し、相手国及び関係国の法令を遵守してください。研究開発計画上、相手国

における生物遺伝資源等を利用する場合には、当該国の関連条約等（生物多様性条約、ラムサール

条約、ワシントン条約、ボン条約、バイオセイフティに関するカルタヘナ議定書）の批准の有無、

コンプライアンス状況等について、必ず応募に先立って十分に確認するとともに、研究資料の提供

・受領に伴う有体物移転契約（MTA）の締結など、適切な対応を行ってください。 

なお、遺伝資源の利用、生物多様性条約、名古屋議定書等の詳細については、下記ウェブサイト

を参照ください。 

【参考】「国立遺伝学研究所 ABS 学術対策チーム」http://nig-chizai.sakura.ne.jp/abs_tft/ 

【参考】「財団法人バイオインダストリー協会」 http://www.mabs.jp/index.html  

【参考】「Convention on Biological Diversity」http://www.cbd.int/  

※研究上の物品に限りません。市販品を含むあらゆる遺伝資源（物品）の取り扱いについて、十分

に注意してください。 

※成果有体物の取扱いについて  

当該国際共同研究により創作または取得された成果有体物については、各研究機関内の規程に基

づき適切に管理するとともに、参加する各研究機関間または、第三者への移転が発生する場合には、

円滑な活用に留意しつつ、国際共同研究であることを鑑み、MTA の締結等、必要な措置を講じてく

ださい。 

成果有体物とは、下記に該当する学術的・財産的価値その他の価値のある有体物をいいます（論

文、講演その他の著作物等に関するものを除く）。 

(ⅰ)研究開発の際に創作又は取得されたものであって研究開発の目的を達成したことを示すもの 

(ⅱ)研究開発の際に創作又は取得されたものであって(ⅰ)を得るために利用されるもの 

(ⅲ)（ⅰ）又は(ⅱ)を創作又は取得するに際して派生して創作又は取得されたもの 

◆例：材料、試薬、試料（微生物、土壌、岩石、植物等）、実験動物、試作品、モデル品、

化学物質、菌株等 

（５）委託研究開発費の執行についての管理責任 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/kenkyujigyou/i-kenkyu/index.html
http://www.mabs.jp/index.html
http://www.cbd.int/
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委託研究開発費は、委託研究開発契約に基づき、研究機関に執行していただきます。そのため、

研究機関は、「競争的資金等の管理は研究機関の責任において行うべき」との原則に従い、研究機

関の責任において研究費の管理を行っていただきます。 

（６）体制整備等に関する対応義務  

（ａ）体制整備に関する対応義務 

 各研究機関は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成

26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）

等に則り、研究機関に実施が要請されている事項について遵守していただきます。 

（ｂ）体制整備等の確認について 

本事業の応募にあたり、代表機関は、それぞれのガイドラインを踏まえた体制整備等の

実施状況等について、以下のチェックリストにより文部科学省へ報告していただきます。 

各ウェブサイトの様式に基づいて、【AMED が指示する期日】までに、各研究機関から

文部科学省に、e-Rad を利用して、チェックリストを提出してください。 

１）体制整備等自己評価チェックリスト 

 ・根拠：「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」 

 ・提出方法：http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1301688.htm 

２）研究不正行為チェックリスト 

 ・根拠：「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」 

 ・提出方法：http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1374697.htm 

 ・提出先：文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課研究公正推進室 

（ｃ）チェックリストの提出の必要性 

文部科学省の他事業への応募等に当たって本年度に入り既にチェックリストを一度提出

している場合は、同年度における文部科学省の別事業への応募又は委託研究開発契約締結

に際して、新たに提出する必要はありません。 

なお、チェックリストは公的研究費の管理・監査のガイドラインにおいて年 1回程度の提出

が求められておりますので、翌年度以降も継続して事業を実施する機関は、翌年度以降も、

年 1 回改めて文部科学省へ提出をお願いします。 

※e-Rad への登録 

チェックリストの提出に当たっては、e-Rad の利用可能な環境が整っていることが必須となりますので、

e-Rad への研究機関の登録手続きを行っていない機関にあっては、早急に手続きをお願いします。登録には

通常 2 週間程度を要しますので十分注意ください。手続きの詳細は、以下の e-Rad 所属研究機関向けペー

ジの「システム利用に当たっての事前準備」をご覧ください。 

http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

（ｄ）調査への協力 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1374697.htm
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チェックリストの提出の後、必要に応じて、文部科学省による体制整備等の状況に関す

る調査に協力をいただくことがあります。 

（ｅ）公的研究費の管理条件付与及び間接経費削減等の措置について 

体制整備等の報告・調査等において、その体制整備に不備があると判断された研究機関

については、文部科学省から改善事項及びその履行期限を示した管理条件が付与されます。

その上で管理条件の履行が認められない場合は、AMED から研究機関に対し、研究費にお

ける全競争的資金の間接経費削減等の措置、競争的資金の配分停止などの措置を行うこと

がありますので留意してください。 

５. 本事業の研究活動に参画する研究者の責務等 

（１）委託研究開発費の公正かつ適正な執行について 

本事業に参画する研究者等は、AMED の委託研究開発費が国民の貴重な税金で賄われていること

を十分に認識し、公正かつ適正な執行及び効率的な執行をする責務があります。 

（２）応募における手続等 

本事業に参画する研究者等は、応募に際しては、自身が研究開発課題を実施する機関への事前説

明や事前承諾を得る等の手配を適切に行ってください。 

（３）研究倫理教育プログラムの履修・修了 

本事業に参画する研究者は、不正使用・不正受給・不正行為を未然に防止するために研究倫理教

育に関するプログラムを修了する必要があります（詳細は V 章６．を御参照ください）。なお、研

究倫理教育プログラムの修了がなされない場合には、修了が確認されるまでの期間、委託研究開発

費の執行を停止等することがありますので、留意してください。 

６. 研究倫理プログラムの履修等 

（１）履修プログラム・教材について 

後記（２）の履修対象者は、以下のいずれかのプログラム・教材を履修してください。 

 ・CITI  Japan e-ラーニングプログラム 

 ・「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－」 

 （日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員会） 

 ・研究機関等が上記と内容的に同等と判断したプログラム 

（２）履修対象者について 

履修対象者は、研究機関等が、AMED の所管する研究費により行われる研究活動に実質的に参画

していると判断する研究者です。 

（３）履修時期について 
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履修対象者は、原則、研究開発期間の初年度内に履修してください。その後も適切に履修してく

ださい（過去の履修が有効となる場合があります）。 

（４）研究機関等の役割について 

研究機関等は、自己の機関（委託先を含む。）に属する上記（２）の履修対象者に、上記（１）

のプログラム・教材による研究倫理教育を履修させ、履修状況を AMED へ報告してください。 

（５）履修状況の報告について 

研究機関等が取りまとめの上、AMED が指定する様式の履修状況報告書を、AMED（研究公正・

法務部）に電子ファイルで提出してください（押印は不要です。）。 

 

 報告対象者：平成 29 年度以降に開始された事業における履修対象者 

 提出期限 ：平成 30 年 5 月末日 

 提出書類：「研究倫理教育プログラム履修状況報告書」 

    （AMED のウェブサイトより様式をダウンロードしてください。） 

 URL：http://www.amed.go.jp/kenkyu_kousei/  

 提出先・方法：kenkyuukousei”at”amed.go.jp へ電子メールで送信してください。 

    “at”の部分を@に変えてください 

   件名【平成 29年度履修状況報告書▲▲】とし、▲▲には研究機関等の名称を記載してください。 

（６）お問合せ先 

研究倫理教育プログラムに関するお問合せは、kenkyuukousei”at”amed.go.jp へ電子メールで送信し

てください（”at”の部分を@に変えてください）。 

７. 利益相反の管理 

（１）対象事業・課題について 

平成 29 年度に新規に開始される課題のうち、以下の課題につきましては、AMED の「研究活動に

おける利益相反の管理に関する規則」の対象となります（ただし、AMEDの HP の「研究公正」のペ

ージの「研究開発にあたっての利益相反管理」にある「非研究開発事業一覧」の事業は対象外とな

ります）。 

（ａ）厚生労働省の予算にて実施される課題 

（ｂ）厚生労働省の予算以外の事業における課題。ただし、利益相反規定又は利益相反委員会の

整備が未了の研究機関等については、平成 30 年 3 月 31 日まで「研究活動における利益相反に

関する規則」の適用を除外するものとしますが、これらの研究機関等においても、AMED の

事業に参加する研究者の利益相反について、適切な管理に努めてください。 

（２）対象者について 

研究開発代表者及び研究開発分担者 
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（３）利益相反審査の申出について 

対象者は、研究開発課題についての各年度の契約締結前までに、利益相反委員会等に対して経済

的利益関係について報告した上で、研究開発課題における利益相反の審査について申し出てくださ

い。 

（４）倫理審査及び利益相反管理の状況報告書の提出について 

各研究機関等は、研究機関等に所属する研究開発代表者及び研究開発分担者について、参加して

いる課題ごとに、倫理審査及び利益相反管理の状況報告書を作成し、研究機関等の機関長の押印を

行った上で、各課題を担当する事業課宛に郵送にて提出してください（なお、各研究機関等は、委

託先機関における研究開発分担者の報告書も取りまとめて提出してください）。提出期限は、各年

度終了後又は委託研究開発課題の終了後 61 日以内となります。 

（５）お問合せ先 

利益相反管理に関するお問合せは、kenkyuukousei”at”amed.go.jp へ電子メールで送信してください

（”at”の部分を@に変えてください）。 

＊ 詳細については、次のウェブサイトにて確認ください。 

・研究活動における利益相反の管理に関する規則 

http://www.amed.go.jp/content/files/jp/kenkyukousei/riekisohan_kisoku20170630.pdf 

・規則 Q&A 

http://www.amed.go.jp/content/files/jp/kenkyukousei/riekisohan_kisoku-qa20170807.pdf 

・倫理審査状況及び利益相反管理状況報告書 

http://www.amed.go.jp/content/files/jp/kenkyukousei/riekisohan_houkokuyoshiki.docx 

８. 不正行為・不正使用・不正受給への対応 

・研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン 

（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定） 

・研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） 

（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正） 

（１）不正行為・不正使用・不正受給の報告及び調査への協力等 

本事業に関し、研究機関に対して不正行為・不正使用・不正受給（以下、これらをあわせて「不

正行為等」という。）に係る告発等（報道や会計検査院等の外部機関からの指摘も含む）があった

場合は、｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）｣（平成 19 年 2 月

15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）、｢研究活動における不正行為への対応等に関す

るガイドライン｣（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）、AMED の「研究活動における不正行為

等への対応に関する規則」（平成 27 年 4 月 1 日制定、平成 28 年 2 月 19 日及び平成 28 年 11 月 2 日

改正）に則り、速やかに当該予備調査が開始したことを AMED に報告してください。 

研究機関において、本調査が必要と判断された場合は、調査委員会を設置し、調査方針、調査対

象及び方法等について AMED と協議しなければなりません。 
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この場合、AMED は、必要に応じて、本調査中の一時的措置として、被告発者等及び研究機関に

対し、本事業の研究費の使用停止を命じることがありますので留意してください。 

また、研究機関は、AMED の「研究活動における不正行為等への対応に関する規則」（平成 27 年

4 月 1 日制定、平成 28 年 2 月 19 日及び平成 28 年 11 月 2 日改正）に定められた期限以内に、調査結

果、不正発生要因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金等における管理・監査体制の状況、

再発防止計画等を含む最終報告書を AMED に提出してください。 

なお、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに認定し、

AMED に報告する必要があるほか、AMED の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状

況報告及び調査の中間報告を AMED へ提出する必要があります。 

研究機関は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、AMED への当該事案に係る資

料の提出又は AMED による閲覧、現地調査に応じなければなりませんので留意してください。 

研究機関が最終報告書の提出期限を遅延した場合は、AMED は、研究機関に対し、間接経費の一

定割合削減、委託研究開発費の執行停止等の措置を行う場合があります。その他、報告書に盛り込

むべき事項等、詳しくは｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）｣

（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）、｢研究活動における不正行為

への対応等に関するガイドライン｣（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）、AMED の「研究活動

における不正行為等への対応に関する規則」（平成 27 年 4 月 1 日制定、平成 28 年 2 月 19 日及び平

成 28 年 11 月 2 日改正）を参照してください。 

（２）不正行為・不正使用・不正受給が認められた場合について 

本事業において、不正行為等があった場合、｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）｣（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）、｢研究

活動における不正行為への対応等に関するガイドライン｣（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決

定）、AMED の「研究活動における不正行為等への対応に関する規則」（平成 27 年 4 月 1 日制定、

平成 28 年 2 月 19 日及び平成 28 年 11 月 2 日改正）に基づき、研究機関及び研究者に対して、次の

ような措置を行います。また、JICA も「独立行政法人契約競争参加資格停止措置規程(平成 20 年規

程(調)第 42 号)」に基づき、不正行為等への措置を行う場合があります。

http://association.joureikun.jp/jica/act/frame/frame110000942.htm 

（ａ）契約の解除等 

AMED は、本事業において不正行為等が認められた場合は、研究機関に対し、委託研究開発契約

を解除し、委託研究開発費の全部又は一部の返還を求めます。また、次年度以降委託研究開発費を

交付しないことがあります。 

（ｂ）応募及び参加資格の制限 

本事業において特定不正行為（捏造、改ざん、盗用）、不正使用及び不正受給を行った研究者及

びそれに関与又は責任を負うと認定された研究者等に対し、不正の程度に応じて下記の表のとおり、

AMED の事業への応募及び参加資格の制限を行います。 
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【特定不正行為の場合】 

※ 認定された日以降で、その日の属する年度及び翌年度以降 1 年以上 10 年以内の間で不正行為

への関与による区分を勘案して相当と認められる期間 

特定不正行為への関与による区分 特定不正行為の程度 
相当と認め

られる期間 

特 定 不

正 行 為

に 関 与

した者 

1 研究の当初から不正行為を行

うことを意図していた場合な

ど、特に悪質な者 

 

10年 

2 特定不

正行為が

あった研

究に係る

論文等の

著者 

当該論文等の責任を

負う著者（監修責任

者、代表執筆者又は

これらのものと同等

の責任を負うと認定

されたもの） 

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響

が大きく、又は行為の悪質性が高いと判断さ

れるもの 

5～7年 

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響

が小さく、又は行為の悪質性が低いと判断さ

れるもの 

3～5年 

上記以外の著者  2～3年 

3 1及び2を除く特定不正行為に

関与した者 

 
2～3年 

特定不正行為に関与していないものの、不

正行為のあった研究に係る論文等の責任を

負う著者（監修責任者、代表執筆者又はこ

れらの者と同等の責任を負うと認定された

者） 

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響

が大きく、又は行為の悪質性が高いと判断さ

れるもの 

2～3年 

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響

が小さく、又は行為の悪質性が低いと判断さ

れるもの 

1～2年 

【不正使用・不正受給の場合】 

※ 研究費等の執行停止などを行った日以降で、その日の属する年度及び翌年度以降 1 年以上 10 年

以内の間で不正使用及び不正受給の内容を勘案して相当と認められる期間 

※ 1～5 は不正使用・不正受給を行った研究者だけではなくそれに共謀した研究者も対象となる。 

研究費等の使用の内容等 
相当と認め

られる期間 

1 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が小さく、かつ行為の悪質性も低いと

判断されるもの 
1 年 

2 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が大きく、かつ行為の悪質性も高いと

判断されるもの 
5 年 

3 1 及び 2 以外で、社会への影響及び行為の悪質性を勘案して判断されるもの 2～4 年 

4 1 から 3 にかかわらず、個人の経済的利益を得るために使用した場合 10 年 

5 偽りその他不正の手段により研究活動の対象課題として採択された場合 5 年 

6 研究費等の不正使用に直接関与していないが、善管注意義務に違反して使用を行っ

たと判断される場合 
1～2 年 

※※ 以下の場合は、応募申請の制限を科さず、厳重注意を通知する。 

・1～4 において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合 

・6 において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された研究者に対して、善管注意義務を怠っ

た場合 
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また、本事業において、不正行為等が認定され、応募及び参加資格の制限が講じられた場合、関

係府省及び関係府省所管の独立行政法人が配分する競争的資金制度等の担当に情報提供することに

より、関係府省の研究資金制度において、同様に、応募及び参加資格が制限される場合があります。 

（ｃ）他の研究資金制度で応募及び参加資格の制限が行われた研究者に対する制限 

本事業以外の国又は独立行政法人等が所掌する、原資の全部又は一部が国費である研究資金制度

において、不正行為等が認められ応募及び参加資格の制限が行われた研究者については、その期間

中、本事業への応募及び参加資格を制限します。事業採択後に、当該研究者の本事業への応募又は

参加が明らかとなった場合は、当該事業の採択を取り消すこと等があります。また委託研究開発契

約締結後に、当該研究者の本事業への参加が明らかとなった場合は、当該契約を解除すること等が

あります。 

（ｄ）他の研究資金制度で不正行為等を行った疑いがある場合について 

本事業に参画している研究者が、他の研究資金制度で不正行為等を行った疑いがあるとして告発

等があった場合、当該研究者の所属機関は、当該不正事案が本調査に入ったことを、AMED に報告

する義務があります。 

当該報告を受けて、AMED は、必要と認める場合には、委託研究開発費の使用の一時停止を指示

することがありますので、留意してください。 

また、当該研究者の所属機関が上記の報告する義務を怠った場合には、委託研究開発契約の解除

等を行う場合があります。 

（ｅ）不正事案の公表 

本事業において、研究活動における不正行為があった場合、上記（a）及び（b）の措置・制限を

実施するときは、｢研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）｣（平成

19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定、平成 26 年 2 月 18 日改正）、｢研究活動における不正行為への対

応等に関するガイドライン｣（平成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）、AMED の「研究活動におけ

る不正行為等への対応に関する規則」（平成 27 年 4 月 1 日制定、平成 28 年 2 月 19 日及び平成 28 年

11 月 2 日改正）等に従い、当該事案の内容（不正事案名、不正行為の種別、不正事案の研究分野、

不正行為が行われた経費名称、不正事案の概要、研究機関が行った措置、配分機関が行った措置等）

について、文部科学省において原則公表します。 

また、標記ガイドラインにおいては、不正を認定した場合、研究機関は速やかに調査結果を公表

することとされていますので、各機関において適切に対応してください。 

【HP アドレス】http;//www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360483.htm 

（３）AMED RIO ネットワークへの加入 

AMED では、平成 29 年度に RIO ネットワーク※を構築する予定です。AMED と契約した研究機関

は、研究倫理教育責任者、コンプライアンス推進責任者、及び研究不正と研究費不正に関する担当

者を登録していただき、RIO ネットワーク活動に参画していただきます。 
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※ AMED の資金で研究開発を行っている研究機関等の研究公正責任者（RIO：Research Integrity Officer、研究倫理教

育責任者及びコンプライアンス推進責任者）とその担当者のネットワーク。 

９. 採択後契約締結までの留意点 

（１）採択の取消し等について 

採択後において、以下の場合においては、採択の取消し等を行うことがあります。 

 AMED が指示する提出物の提出期限を守らない場合 

 当該研究開発課題に参加する研究者について、一定期間応募・参加制限がされた場合 

 不正行為等に関する本調査が開始された場合等 

（２）調査対象者・不正行為認定を受けた研究者について 

AMED は、委託研究開発契約の締結に当たって、研究機関に対し、次の（ａ）から（ｃ）につ

いて表明保証していただきますので、留意してください。 

 

（ａ）研究機関において、研究開発計画書において研究開発の責任者として「研究開発代表者」

又はこれに相当する肩書きを付与された者及び研究開発代表者と研究項目を分担する者

として「研究開発分担者」又はこれに相当する肩書きを付与された者が、国の不正行為

等対応ガイドライン※（機構の不正行為等対応規則に基づく場合を含む）に基づいて、不

正行為等を行ったとして研究機関等による認定を受けた者（ただし、研究機関等による

認定に基づき、国又は独立行政法人等により、競争的資金等への申請・参加制限を課さ

ないものとされた者及び国又は独立行政法人等により課された競争的資金等への申請・

参加制限の期間が終了した者は除く。）ではないこと 

（ｂ）研究機関において、国の不正行為等対応ガイドライン（機構の不正行為等対応規則に基

づく場合を含む）に基づく本調査（以下「本調査」という。）の対象となっている者が

研究開発計画書における研究開発代表者及び研究開発分担者に含まれている場合には、

当該対象者について、委託研究開発契約締結日前までに AMED に通知済みであること及

び当該対象者の取扱いについて AMED の了解を得ていること 

（ｃ）研究機関において、国の不正行為等対応ガイドラインに定められた研究機関の体制整備

として研究機関に実施が要請されている各事項について、遵守し実施していること 

 

＊ AMED と委託研究開発契約を締結している研究機関が第三者と委託契約を締結（AMED からみると、再委

託契約に当たります。この第三者について、以下「委託先」といいます。）している場合には、当該研究

機関は、委託先に所属する研究者のうち「研究開発分担者」（これに相当する肩書きを付与された者も含

む）についても、表明保証の対象となりますので、留意してください。 

 

※この項目における｢国の不正行為等対応ガイドライン｣とは、国の府省庁が策定する不正行為等への対応に関

する指針及びガイドラインの総称です。 

（３）研究開発計画書及び報告書の提出 
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採択課題については、研究開発計画書及び報告書の一部を英語での提出を依頼することがあ

りますので、あらかじめ留意してください。 

（４）研究費の不合理な重複及び過度の集中の排除 

（ａ）不合理な重複に対する措置 

研究者が、同一の研究者による同一の研究課題（研究開発資金等が配分される研究の名称及

びその内容をいう。）に対して、国又は独立行政法人の複数の競争的資金が不必要に重ねて配

分される状態であって次のいずれかに該当する場合、本事業において審査対象からの除外、採

択の決定の取消し、又は経費の削減（以下｢採択の決定の取消し等｣という。）を行うことがあ

ります。 

・実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ）の研究課題について、複数の競争

的資金制度に対して同時に応募があり、重複して採択された場合 

・既に採択され、配分済の競争的資金と実質的に同一の研究課題について、重ねて応募があ

った場合 

・複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

・その他これに準ずる場合 

 

なお、本事業への応募段階において、他の競争的資金制度等への応募を制限するものではあ

りませんが、他の競争的資金制度等に採択された場合には速やかに AMED の本事業担当に報告

してください。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し等を行う

可能性があります。 

（ｂ）過度の集中に対する措置 

本事業に提案された研究内容と、他の競争的資金制度等を活用して実施している研究内容が

異なる場合においても、当該研究者又は研究グループ（以下、本項では、これらを「研究者等」

という。）に当該年度に配分される研究費全体が効果的・効率的に使用できる限度を超え、そ

の研究期間内で使い切れない程の状態であって、次のいずれかに該当する場合には、本事業に

おいて、採択の決定の取消し等を行うことがあります。 

・研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

・当該研究開発課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間※に対する当該研究の実施

に必要とする時間の配分割合（％））に比べ過大な研究費が配分されている場合 

・不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

・その他これに準ずる場合 

※ 総合科学技術・イノベーション会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を 100％とし

た場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（％）」に基づきます。なお、研究者の全仕

事時間とは、研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動中や管理業務等を含めた実質的な全

仕事時間を指します。 
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このため、本事業への応募書類の提出後に、他の競争的資金制度等に応募し採択された場合

等、記載内容に変更が生じた場合は、速やかに AMED の本事業担当に報告してください。この

報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し等を行う可能性があります。 

（ｃ）不合理な重複・過度の集中排除のための、応募内容に関する情報提供 

不合理な重複・過度の集中を排除するために、必要な範囲内で、応募（又は採択課題・事業）

内容の一部に関する情報を、e-Rad などを通じて、他府省を含む他の競争的資金制度等の担当に

情報提供する場合があります。また、他の競争的資金制度等におけるこれらの確認を行うため

求められた際に、同様に情報提供を行う場合があります。 

（ｄ）他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況 

提案書類に、他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況（制度名、研究課題名、実施

期間、予算額、エフォート等）を記載していただく場合があります。記載内容について、事実

と異なる記載をした場合は、研究開発課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることがあ

ります。 
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VI. 採択課題の管理と評価 

１. 課題管理 

全ての採択課題について、毎年度、委託研究開発成果報告書の提出を求めます。また、PS、PO 等

が進捗管理を行います。進捗管理に当たっては、報告会の開催や、調査票（研究の進捗状況を記入

する書類）、ヒアリング（個別課題ごとの面談）、サイトビジット（研究実施場所における実際の

研究状況の確認）等を通じて出口戦略の実現を図っていきますので対応ください。なお、進捗状況

に応じて、計画の見直しや課題の中止（早期終了）等を求めることがあります。 

加えて、実用化段階に移行する研究開発課題（独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）

が実施する「レギュラトリーサイエンス戦略相談」の対象範囲となる研究開発課題）においては、

その採択条件として、原則採択後 1～2年目※１、２に対面助言を受けていただくことになります。更に

研究開発期間中、適切な情報管理のもと、レギュラトリーサイエンス戦略相談における各種面談に

AMED が同席することを承諾し、対面助言の記録及びこれに関連する情報を AMED に共有していた

だきます。 

※１ 臨床試験（治験）を対象とした研究開発課題については、治験開始前までに実施を求めます。一方、採択

前に対面助言を実施済みの研究開発課題については研究開発期間中に必要に応じて再度受けることで差し支え

ありません。 

※２ 応募時点又は採択時点で対面助言を実施済みであることは必須ではありませんが、対面助言を受け、その

相談結果を研究開発計画に反映させていることが望まれます。 

 

研究開発期間中、革新的な医薬品や医療機器の創出を念頭に置いた医師主導治験や臨床試験及び

それらを目指した非臨床試験を行うこととなった研究※では、プロトコール（目的、対象、選択基準、

除外基準、症例数、観察内容、介入内容、統計的手法、研究体制等の情報を含む）等の臨床研究に

関する資料等を提出していただきます。 

※ 新しい医薬品や医療機器の創出を目的としていない研究や新しい医療技術の評価、通常の承認プロセスと

異なるものは対象外とします。 

２. 評価 

本事業では、課題の評価は、AMED と JICA が連携・協力して実施します。研究課題（プロジェク

ト）の評価において、AMED は後日定める評価実施要領に沿って、また、JICA はプロジェクト運営

管理の一環として、定期モニタリングを実施します。JICA 評価については、「XI 章 2. （７）プロ

ジェクトのモニタリングについて」を参照ください。 

AMED での評価は、採択課題のうち 5 年以上の研究開発期間を予定しているものについて、研究開

発開始後 3 年程度を目安として「課題評価委員会」による中間評価を実施し、研究開発計画の達成度

や研究開発成果等を厳格に評価します※。5 年未満の研究開発期間を予定しているものについては、原

則実施しないものですが、事業等の推進に当たって中間評価が必要とされた場合には、「課題評価委

員会」による中間評価が実施されます。 
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また本事業では、必要と認める課題については時期を問わず、中間評価を実施することがありま

す。評価結果によっては、PS、PO 等の総合的な判断により AMED が課題の中止（早期終了）や延

長等を決定することがあります。 

また全ての採択課題について、課題終了前後の適切な時期に事後評価を実施します。評価結果に

よっては、実用化が見込まれ発展的に継続すべき課題として 1 年間を目処とした延長等を決定する

ことがあります。更に、必要に応じて、課題終了後一定の時間を経過した後に追跡評価を実施する

ことがあります。 

※5 年以上とは、ここでは年度をいう。 

 

評価結果は、報告書やウェブサイト等にて公表します。特に、中間評価の結果は、以後の研究計画

の調整、資源配分（研究費の増額・減額や研究チーム構成の見直し等を含む）に反映します。場合に

よっては、研究課題間の調整や委託研究開発契約の解除等の措置を行うことがあります。実施期間が

５年未満の課題の中間評価については、課題ごとに評価実施の必要性を関係者間で協議し実施の是非

を決定します。 

３. 成果報告会等での発表 

本事業の成果報告の一環として、採択課題の研究開発代表者等に対して、AMED が主催する公開

又は非公開の成果報告会等での発表を求めることがあります。また、追跡調査や成果展開調査の一

環として、必要に応じて課題終了翌年度以降においても発表を依頼することがありますので、御協

力をお願いします。 
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VII. 研究開発成果の取扱い 

研究開発成果の取扱いについては、委託研究開発契約に基づき、知的財産権や成果利用に関する

事項を遵守することが義務付けられています。 

１. 研究開発成果報告書の提出と公表 

受託者は、研究成果を取りまとめた研究開発成果報告書を提出していただきます。提出期限は委

託研究開発実施期間の終了、委託研究開発の完了・中止・廃止のいずれか早い日から起算して 61 日

以内ですので注意してください。期限までに研究開発成果報告書の提出がなされない場合、委託研

究開発契約が履行されなかったこととなりますので、提出期限は厳守してください。 

また、成果報告書における一部の項目及び総括研究報告の内容は、公開情報となります。適切な

時期に AMED ウェブサイトにて公開します。 

２. 研究開発成果の帰属 

研究を実施することにより取得した特許権や著作権等の知的財産権については、産業技術力強化

法（平成 12 年法律第 44 号）における日本版バイ・ドール規定に基づく一定の要件の下で受託者に帰

属させることができます。日本版バイ・ドール規定の目的は、知的財産権の受託者帰属を通じて研

究開発活動を活性化し、その成果を事業活動において効率的に活用することにあります。本事業に

おいては、受託者自身が成果の実用化に最大限取り組むことを期待し、この日本版バイ・ドール規

定を適用しています。要件の詳細については契約時に定める契約条項によることとします。 

受託者におかれましては、国の委託研究開発の成果に係る知的財産権を保有するに当たり、自ら

が研究開発の成果の実用化に最大限取り組むべき立場にあり、実用化の実現が期待されていること

を強く意識し、これに向けて取り組んでください。特に、AMED 知的財産ポリシー※に則り、知的財

産権をグローバルで適切に保護し活用するため、知的財産権の取得に当たり、間接経費を充当する

等、受託者の財源の中で適切な措置がなされるようにしてください。 

AMED 知的財産部では、受託者に帰属した研究開発成果の最大化及び実用化に向けて、一貫した

支援を行っています。AMED 知的財産部による支援には、①成果の知財化における強化支援、②企

業連携戦略等の助言、③企業への導出・ライセンス化活動の支援等があります。 

※ http://www.amed.go.jp/chitekizaisan/chizai_policy.html 

３. 医療研究者向け知的財産教材 

受託者に帰属した研究開発成果の出願戦略、権利化戦略、活用戦略等を検討する上で参考となる

医療研究者向け知的財産教材を AMED ウェブサイト※で公開しています。研究を実施する前に、研

究者等が知的財産教材を閲覧することを強く推奨しています。 

※ http://www.amed.go.jp/chitekizaisan/chizai_kyouzai.html 

４. 研究開発成果のオープンアクセスの確保 

受託者は、必要な知的財産等の確保をした上で、可能な限り研究成果のオープンアクセスを確保

するよう努めてください。 
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VIII. 取得物品の取扱い 

１. 所有権 

大学等※１が直接経費により取得した物品等（以下「取得物品」という。）の所有権は、大学等に

帰属するものとします。 

企業等※２による取得物品の所有権は、取得価格が 50 万円以上（消費税含む。）かつ耐用年数が 1

年以上のものについては AMED に帰属するものとしますが、当該取得物品は委託研究開発期間終了

までの間、委託研究開発のために無償で使用することができます。当該取得物品については、受託

者が善良なる管理者の注意をもって適正に管理してください。 

※１ 「大学等」とは、以下に掲げる研究機関を総称したものをいいます。 

 ア 国立大学法人、公立大学法人、私立大学等の学校法人 

 イ 国立研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人等の公的研究機関 

 ウ 公益法人等の公的性格を有する機関であって、AMED が認めるもの 

※２ 「企業等」とは、「大学等」以外の研究機関を総称したものをいいます。 

２. 研究開発期間終了後の取扱い 

企業等に対しては、引き続き当該研究開発の応用等の目的に使用されることを前提に、平成 27 年

度以降に取得され、所有権が AMED に帰属する所得物品のうち有形固定資産は、原則として耐用年

数期間は無償貸与し、耐用年数経過後に有償で譲渡することとします。ただし、いずれも AMED が

当該取得物品を使用し、又は処分する場合はこの限りではありません。※ 

消耗品扱いとなる取得物品については、特に貸借契約等の手続を行いませんが、その使用が終了

するまでは、善良なる管理者の注意をもって適正に管理してください。（転売して利益を得ること

は認められません。） 

 

※ 上記取扱いを原則としますが、変更が生じる場合があります。研究開発終了時の賃貸借契約、

売買契約、譲渡手続きの時点で改めて御案内させていただきます。 

３. 放射性廃棄物等の処分 

汚染資産等及び委託研究開発の実施により発生した放射性廃棄物は、受託者の責任において処分

してください。 
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IX. その他 

１ . 国民との双方向コミュニケーション活動 

総合科学技術会議（現：総合科学技術・イノベーション会議）では、「国民との科学・技術対話」

の推進について（基本的取組方針）（平成 22 年 6 月 19 日科学技術政策担当大臣及び有識者議員決

定）により、科学技術の優れた成果を絶え間なく創出し、我が国の科学技術をより一層発展させる

ためには、科学技術の成果を国民に還元するとともに、国民の理解と支持を得て、共に科学技術を

推進していく姿勢が不可欠であるとされています。また、これに加えて、第 5 期科学技術基本計画

（平成 28 年 1 月 22 日閣議決定）においては、科学技術と社会とを相対するものとして位置づける従

来型の関係を、研究者、国民、メディア、産業界、政策形成者といった様々なステークホルダーに

よる対話・協働、すなわち「共創」を推進するための関係に深化させることが求められています。

これらの観点から、研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する取組や多様

なステークホルダー間の対話・協働を推進するための取組が求められています。このことを踏まえ、

研究成果に関しての市民講座、シンポジウム及びインターネット上での研究成果の継続的配信、多

様なステークホルダーを巻き込んだ円卓会議等の本活動について、積極的に取り組むようお願いし

ます。 

（参考）「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf 

２ . 健康危険情報 

AMED では、厚生労働省からの依頼に基づき、研究者が研究の過程で国民の生命、健康に重大な

影響を及ぼす情報（以下「健康危険情報」という。）を得た場合には、所定の様式※１にて厚生労働

省への通報をお願いしています。連絡先等詳細については、AMED「委託研究開発契約事務処理説

明書」※２を参照してください。 

なお、提供いただいた健康危険情報については、厚生労働省において他の情報も併せて評価した

上で必要な対応を検討するものであり、情報提供に伴う責任が研究者に生じるものではありません

ので、幅広く提供いただくようお願いします。 

※１ http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/kenkoukiken.doc 

※２ http://www.amed.go.jp/program/youshiki.html からリンク 

３ . 政府研究開発データベース入力のための情報 

委託研究開発費により行う研究については、府省横断的なデータベースである政府研究開発デー

タベース（総合科学技術・イノベーション会議）への入力対象となります。以下の情報については、

e-Rad を通じて、政府研究開発データベースに提供されます。 

（１）研究者番号（8 桁） 

e-Rad により研究者に一意に付与される研究者固有の番号（8 桁）を「研究者番号」と呼びます。

本システムで、対象とする制度・事業について、研究課題名、研究者名、研究期間、配分額等の

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/kenkoukiken.doc
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基本情報を取り扱うに当たって、研究者に対して｢研究番号｣を発行し研究者の一意性を確保しま

す。 

（注）従来の「研究者 ID」とは異なりますので留意してください。 

（２）エフォート 

「研究開発代表者」等は、研究者が当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時間（正

規の勤務時間以外の勤務時間を含む。）に占める割合を百分率で表した数値（1 未満の端数がある

ときは、これを四捨五入して得た数値）（いわゆるエフォート）を記入してください。また、こ

のエフォートについては、各研究者が当該研究について何％ずつ分担するのかを問うものではあ

りませんので、誤解のないようお願いします。 

研究者 A のエフォート率（％）＝
研究者 A が当該研究の実施に必要とする時間

研究者 A の年間の全勤務時間
×100 

（３）「研究分野 細目・キーワード一覧」による研究分野 

主たる研究分野（研究分野（主））と関連する研究分野（研究分野（副））について、「研究

分野 細目・キーワード一覧」より選択し、系、分野、分科、細目番号、細目名を記入するととも

に、当該研究の内容に即したキーワードについて「研究分野 細目・キーワード一覧」より選び、

キーワード番号、キーワードを記入願います。（最低 1 つ、最大 5 つ） 

キーワードの記入に際して、「研究分野 細目・キーワード一覧」より最低 1 つ選択する必要が

ありますが、「研究分野 細目・キーワード一覧」にないキーワードを記載する際は、「その他キ

ーワード」欄に 50 文字以内で 2 つまで記入することができます。そのため、最大で合計 7 つのキ

ーワードまで記入することが可能です 

（４）研究開発の性格 

当該研究については、基礎研究、応用研究、開発研究のいずれに当たるかを記入願います。 

４ . 研究者情報の reseachmap※への登録  

researchmap は日本の研究者総覧として国内最大級の研究者情報データベースで、登録した業績情

報はインターネットを通して公開することもできます。また、researchmap は e-Rad や多くの大学の

教員データベースとも連携しており、登録した情報を他のシステムでも利用することができるた

め、研究者の方が様々な申請書やデータベースに何度も同じ業績を登録する必要がなくなります。

researchmap で登録された情報は、国等の学術・科学技術政策立案の調査や統計利用目的でも有効活

用されていますので、本事業実施者は researchmap に登録くださるよう御協力をお願いします。  

※ http://researchmap.jp/ 

５ . リサーチツール特許の使用の円滑化 

リサーチツール特許については、「ライフサイエンス分野におけるリサーチツール特許の使用の

円滑化に関する指針」（平成 19 年 3 月 1 日総合科学技術会議（現：総合科学技術・イノベーション

会議））に基づき、適切に取り扱うよう努めてください。 

http://researchmap.jp/
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６. 知的財産推進計画に係る対応 

「知的財産推進計画」は、知的財産基本法（平成 14 年法律第 122 号）に基づき、知的財産戦略を

強力に推進するために、知的財産戦略本部により毎年策定されている計画です。知的財産推進計画

2014（平成 26 年 7 月 4 日知的財産戦略本部）※１においては、国際標準化活動を更に活性化するため

に、認証の戦略的活用を促進することとされており、AMED においても、国際標準化・認証を視野

に入れた研究開発の促進に取り組むこととされています。 

このため、本事業において、国際標準化・認証に結びつく可能性のある研究を実施する場合には、

個別の研究開発計画において、認証に向けた基準策定を盛り込む、研究開発活動に認証機関を参画

させる、公的研究機関においては、認証業務の立ち上げの際はその支援を検討するなど、国際標準

化を視野に入れた研究開発に取り組むようお願いします。 

※１ 知的財産推進計画 2014（抜粋） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku20140704.pdf 

第 1. 産業競争力強化のためのグローバル知財システムの構築 

4. 国際標準化・認証への取組 

（２）今後取り組むべき施策 

（特定戦略分野※２における国際標準化戦略の推進） 

・特定戦略分野（市場の規模・成長性、分野の広がり、我が国の優位性、国際標準化の意義といった事項を踏

まえて選定）における国際標準化戦略について、国際的な議論を主導するとともに、関係者による自律的な取組

を推進する。（短期・中期）（内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省

、国土交通省、環境省） 

※２ 特定戦略分野・・・先端医療、水、次世代自動車、鉄道、エネルギーマネジメント、コンテンツメディア及

びロボット 

７. AMED 知的財産コンサルタントによる知的財産戦略立案の支援等 

AMED では、AMED が実施する事業で得られた研究成果の実用化を促進するために、一貫した支

援を行っていきます。具体的には、①明細書充実のための相談、データ追加のための助言等の成果

の知的財産化における強化支援、②開発ステージ移行のための知的財産と連携した企業連携戦略等

の助言、③企業への導出・ライセンス化活動の支援等を始め、AMED 知的財産コンサルタント及び

AMED 担当課室等との連携を通じた研究開発計画における知的財産戦略・出口戦略の精査や立案支

援等を行っていきます。このために必要な情報（研究開発計画や知的財産情報等）を提供します

（IV 章１．を参照ください）。また、必要に応じてヒアリング等を実施する予定です。 

知的財産戦略・出口戦略の立案支援等を希望される方は、Medical IP Desk（医療分野の知的財産相

談窓口）にお問い合わせください。Medical IP Desk については下記ウェブサイトを参照ください。 

※ http://www.amed.go.jp/chitekizaisan/medical_ip_desk.html 

８. 創薬支援ネットワーク及び創薬支援戦略部による支援 

AMED では、大学等の優れた基礎研究の成果を医薬品として実用化につなげるため、AMED 創薬

支援戦略部（以下「創薬支援戦略部」という。）が本部機能を担い、国立研究開発法人理化学研究
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所、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所、国立研究開発法人産業技術総合研究所等で構

成するオールジャパンでの創薬支援連携体制「創薬支援ネットワーク」を構築し、主に応用研究か

ら前臨床開発段階までの創薬研究に対して切れ目のない実用化支援を行い、企業導出等に取り組ん

でいます。 

具体的には、創薬支援戦略部が実施する事業の一環として創薬研究に取り組む研究者からの相談

を幅広く受け付けるとともに、有望シーズの情報収集・調査及び評価、個別シーズの知財戦略及び

製薬企業への導出に向けた出口戦略を含む研究開発計画の策定や、応用研究（探索研究、最適化研

究等）、非臨床試験（GLP 準拠）等における技術的支援、CRO（医薬品開発業務受託機関）や CMO

（医薬品製造業務受託機関）等の紹介・委託支援、製薬企業への導出等の業務を行っています。 

このように、創薬支援戦略部は、創薬研究を行う大学等の研究者に対して、実用化に関する技術

的課題の助言や、製薬企業への導出に向けた研究開発戦略の策定支援等を専門に行う部門です。こ

のため、AMED 事業のうち医薬品開発に係る研究開発課題については、事業担当課室と調整の上、

創薬支援戦略部による支援を積極的に行うことがあります。 

つきましては、医薬品開発に係る応募研究開発課題については、その採否に関わらず、創薬支援

戦略部に情報提供を行います（IV 章１．を参照ください）。なお、創薬支援戦略部は研究者に帰属

する知的財産等の保全及び守秘を前提として、研究者の要請に基づいて上記の支援を行います。 

同様に、医薬品開発に係る応募研究開発課題のうち、創薬支援戦略部で支援を行っている、もし

くは、行っていた課題についても、その支援内容等を事業担当課室に情報提供を行います。 

創薬支援ネットワーク及び創薬支援戦略部による支援に関する照会先は、X 章を参照ください。 

９. AMED における課題評価の充実 

AMED においては、課題評価委員会を充実し、より適切な課題評価の実施を目指し、専門領域に

ついて高度な知見を有する委員の確保、年齢・性別・所属機関等の観点からの委員の多様性への配

慮に取り組んでいます。 

このため、課題が採択された場合等には、AMED の評価委員等としての協力をお願いすることが

あります。 

１０. 各種データベースへの協力 

（１）バイオサイエンスデータベースセンターへの協力 

国立研究開発法人科学技術振興機構バイオサイエンスデータベースセンター（NBDC）※では、

国内の生命科学分野の研究者が生み出したデータセットを丸ごとダウンロードできる「生命科学

系データベースアーカイブ」（http://dbarchive.biosciencedbc.jp/）を提供しています。また、ヒトゲ

ノム等のヒト由来試料から産生された様々なデータを共有するためのプラットフォーム「NBDC

ヒトデータベース」（http://humandbs.biosciencedbc.jp/）では、ヒトに関するデータを提供していま

す。 

生命科学分野の研究成果データが広く長く活用されるために、NBDC の「生命科学系データベ

ースアーカイブ」や「NBDC ヒトデータベース」へデータを提供くださるよう協力をお願いしま

す。 
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※ バイオサイエンスデータベースセンター（http://biosciencedbc.jp/）では、我が国の生命科学系データベースを統

合して使いやすくするための研究開発やサービス提供を行っています。研究データが広く共有・活用されることに

よって、研究や開発が活性化されることを目指しています。 

（２）開発したリソースのナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）※１への寄託 

本事業の実施者は、ライフサイエンス分野における研究に資するよう、本事業において開発し

たバイオリソースを使用し、得られた研究成果を論文等で公表した後は、NBRP の中核的拠点整備

プログラム実施機関へ当該バイオリソースを寄託※２（ただし、NBRP で対象としているバイオリ

ソースに限る。）し、広く研究者の利用に供することを原則とします。 

※１NBRP：http://www.amed.go.jp/program/list/04/01/043.html 

※２寄託：当該リソースに関する諸権利は移転せずに、リソース事業（保存・提供）への利用を認

めていただく手続です。寄託同意書の中で提供条件について定めおくことで、当該リソースの提

供を受ける利用者に対して、用途の制限や論文引用等使用条件を付加することができます。 

（３）その他 

検体保存やゲノム解析については、既存の研究基盤の利用を積極的に行うことが求められ、

AMED が最適な研究基盤に誘導・マッチングを提案する場合もありえます。これらへの対応を含

め、AMED が指定する各種データベースへのデータ提供を依頼する際は、協力をお願いします。 

１１．研究設備・機器の共用促進に係る事項 

「研究成果の持続的創出に向けた競争的研究費改革について（中間取りまとめ）」（平成 27 年 6

月 24 日 競争的研究費改革に関する検討会）においては、そもそもの研究目的を十全に達成するこ

とを前提としつつ、汎用性が高く比較的大型の設備・機器は共用を原則とすることが適当であると

されています。 

また、「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究設備・機器共用システムの導入につ

いて」（平成 27 年 11 月科学技術・学術審議会先端研究基盤部会）にて、大学及び国立研究開発法人

等において「研究組織単位の研究設備・機器の共用システム」（以下、「機器共用システム」とい

う。）を運用することが求められています。 

これらを踏まえ、本事業により購入する研究設備・機器について、特に大型で汎用性のあるもの

については、他の研究費における管理条件の範囲内において、所属機関・組織における機器共用シ

ステムに従って、当該研究課題の推進に支障ない範囲での共用、他の研究費等により購入された研

究設備・機器の活用、複数の研究費の合算による購入・共用などに積極的に取り組んで下さい。 

また、大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所において全国的な設備の相互利用

を目的として実施している「大学連携研究設備ネットワーク事業」や各国立大学において「設備サ

ポートセンター整備事業」等により構築している全学的な共用システムとも積極的に連携を図り、

研究組織や研究機関の枠を越えた研究設備・機器の共用を促進してください。 

○「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究設備・機器共用システムの導入について」

（平成 27 年 11 月 25 日、 科学技術・学術審議会先端研究基盤部会） 

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/01/21/1366216_01_1.pdf 

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/01/21/1366216_01_1.pdf
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○「研究成果の持続的創出に向けた競争的研究費改革について（中間取りまとめ）」（平成 27 年 6

月 24 日、 競争的研究費改革に関する検討会） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shinkou/039/gaiyou/1359306.htm 

○競争的資金における使用ルール等の統一について（平成 29年 4月 20日、競争的資金に関する関

係府省連絡会申し合わせ） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/shinshin3_siyouruuru.pdf 

○「大学連携研究設備ネットワーク事業」 

https://chem-eqnet.ims.ac.jp/ 
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X. 照会先 

本公募要領の記載内容について疑問点等が生じた場合には、次表に示す連絡先に照会してくださ

い※１、２。また、情報の更新がある場合は AMED ウェブサイトの公募情報※３に掲載しますので、併

せて御参照ください。 

※１ お問い合わせはなるべく電子メールでお願いします（下記アドレス"AT"の部分を@に変えてください）。 

※２ 電話番号のお掛け間違いに御注意ください。電話受付時間は、特記がない場合、平日 10:00～12:00 及び

13:00～17:00 です。 

※３ http://www.amed.go.jp/koubo/ 

照会内容 連絡先 

公募研究開発課題、評価、

提案書類の記載方法等 

AMED 国際事業部 国際連携研究課 

Tel: 03-6870-2216、E-mail: amed-satreps"AT"amed.go.jp 

不正行為・不正使用・不正

受給 

AMED 研究公正・法務部 

E-mail: kouseisoudan"AT"amed.go.jp 

利益相反管理・研究倫理教

育プログラム 

AMED 研究公正・法務部 

E-mail: kenkyuukousei"AT"amed.go.jp 

AMED の知的財産ポリシー

及び委託研究開発における

知的財産の取扱い 

AMED 知的財産部 

Tel: 03-6870-2237、E-mail: medicalip"AT"amed.go.jp 

創薬支援ネットワーク及び

創薬支援戦略部による支援 

AMED 創薬支援戦略部 東日本統括部 

〒103-0022 東京都中央区日本橋室町一丁目 5番 5号 室町ちばぎん三井ビル

ディング 8 階 

Tel: 03-3516-6181、E-mail: id3navi"AT"amed.go.jp 

e-Rad システムの操作方法 

e-Rad ポータルサイトヘルプデスク 

お電話の前に、よくある質問と答え（FAQ）ページにて確認ください： 

https://www.e-rad.go.jp/contact/ からリンク 

→そのうえで、e-Rad にログインし、操作マニュアルを確認できる状態で：

Tel: 0570-066-877（ナビダイヤル）、利用できない場合は 03-6631-0622

（直通） 

受付時間 9:00～18:00（平日）※土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年

始（12 月 29 日～1 月 3 日）を除く 

バイオサイエンスデータベ

ース 

生命科学系データベースア

ーカイブ 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

バイオサイエンスデータベースセンター 

E-mail: dbarchive"AT"biosciencedbc.jp、http://dbarchive.biosciencedbc.jp/ 

バイオサイエンスデータベ

ース 

NBDC ヒトデータベース 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

バイオサイエンスデータベースセンター 

E-mail: humandbs"AT"biosciencedbc.jp、http://humandbs.biosciencedbc.jp/ 
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XI. 公募研究開発課題 

公募研究開発課題は以下のとおりです。本プログラム全体の概要等についてはⅠ章を、公募・選

考の実施方法についてはⅢ章を、それぞれ参照してください。 

１. 採択後の研究開発推進 

（１）採択課題に関する情報の取り扱い 

（a）採択結果の公表等 

 採択された個々の課題に関する情報(制度名・事業名、研究課題名、所属研究機関名、研究開

発代表者氏名、実施期間等)については、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律」(平成 13 年法律第 140 号)第 5 条第 1 号イに定める「公にすることが予定されている情報」

であるものとします。 

 研究開発課題の採択にあたり、研究課題名、所属研究機関名、研究開発代表者氏名、及び研

究開発課題要旨を公表する予定です。 

 採択課題の研究開発提案書は、採択後の研究開発推進のため AMED が使用することがありま

す。 

（b）府省共通研究開発管理システム(e-Rad)から内閣府への情報提供 

 文部科学省が管理運用する府省共通研究開発管理システム(e-Rad)を通じ、内閣府に、各種の情

報を提供することがあります。また、これらの情報の作成のため、各種の作業や確認等につい

てご協力いただくことがあります。 

（２）採択後の研究開発代表者等の責務等 

  採択となった時点から研究開発代表者等には以下の責務が生じます。 

（a）研究の推進及び管理 

 プログラム実施期間を通じ、研究開発計画の立案とその実施をはじめ、国際研究全体の責務を

負っていただきます。また、自らの研究構想に基づき、当該研究課題を実施する最適な研究チ

ームを編成し、リーダーシップを発揮しつつ、自らも当該研究課題に従事できる研究者である

ことが必須です。さらに、所要の報告書等の提出、課題評価への対応にご協力いただくほか、

必要に応じて、PS 及び PO 等に対して進捗状況の報告等にご対応いただきます。 

 研究チーム全体の研究開発費の管理(支出計画とその進捗等)を研究機関とともに適切に行ってい

ただきます。なお、AMED と委託研究開発契約を締結する研究機関に所属する研究開発分担者

も同様に自身の研究機関の研究開発費の管理を研究機関とともに適切に行っていただきます。

自身のグループの研究参加者や、特に研究開発費で雇用する研究員等の研究環境や勤務環境・

条件に配慮いただきます。 また、研究開発費で雇用する若手の博士研究員を対象に、国内外の

多様なキャリアパスの確保に向けた支援に積極的に取り組んでください。 

 JICA の技術協力プロジェクトの総括責任者として、日本側の投入（在外研究員（専門家）派遣・

外国人研究員受入れ（相手国側研究者の招へい等）・機材供与）の計画立案や実施にかかるカウ

ンターパート等との調整及び統括、AMED/JICAに対する定期的な活動報告、AMED/JICAが実施す
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る評価調査等への対応、事業契約の適切な執行管理とプロジェクト全体の運営管理等を遂行する

責を負います。なお、研究実施期間中の研究開発代表者の都合による一方的な研究中止は原則と

して認められません。 

 採択後に行われる国内における AMED/JICA との打合せ（3～5 回程度）、相手国現地における詳細

計画策定調査（平成 29 年 8 月～10 月にかけて 10～14 日間程度を想定）等へ参加していただきま

す。 

 AMED/JICA に対する所要の報告書等の提出や、AMED/JICA が実施する評価に協力していただき

ます。また、AMED/JICAが随時求める共同研究進捗状況に関する報告等にも対応していただきま

す。 

 科学・技術に対する国民の理解と支持を得るため、「国民との科学・技術対話」に積極的に取り

組んでください。「国民との科学・技術対話」の取組みについては、中間評価、事後評価におけ

る評価項目の一部となります。詳細は、「Ⅺ章１．国民との双方向コミュニケ-ション活動」を確

認してください。 また、研究開発代表者等に各種情報提供をお願いすることがあります。 本事

業の事業評価、AMED による経理の調査、国の会計検査等に対応いただく場合がありますので、

ご協力をお願いします。 また、大学・企業等の本部など研究機関内部の関係組織との連携や意

思疎通・共有を行う役割を担っていただきます。 

 研究や投入計画の立案とその実施をはじめ、国内で研究チームを編成する場合には、研究チーム

全体に責任を負っていただきます。その際、共同研究者の派遣及び機材供与の計画の立案・実施

に当たっては、相手国との十分なコミュニケーションや日本及び相手国側の若手研究者の活躍の

場の確保への配慮が求められます。また、相手国で開催される合同調整委員会（JCC: Joint 

Coordinating Committee）に出席し、研究の進捗報告、運営管理に関する協議を行っていただきま

す。 

（ｂ）研究開発契約等の遵守 

AMED と研究機関との間の研究契約及び AMED の諸規定等、JICA との取極め及び事業契約書、相

手国研究機関等と JICA が署名する R/D、両国研究機関間で締結する共同研究の実施に関する合意文書

(MOU 等)の内容を遵守していただきます。 

（ｃ）安全管理等 

プロジェクト期間中に生じた傷害・疾病等の事故に、AMED 及び JICA は一切責任を負いません。

海外へ渡航する際は、十分な治療救援費用保険を含む海外旅行損害保険に必ず加入してください。 

安全衛生管理には、研究機関にて、管理体制および内部規則を整備の上、労働安全衛生法等の安

全関係法令の遵守および事故防止に努めてください。また本委託研究に起因して事故および当該事

故に伴う研究者等の負傷等が発生した場合は、速やかにAMED及び JICAに書面にて報告ください。 

また、昨今の国際情勢に鑑み，在留届の提出・「たびレジ」への登録の徹底など，外務省や JICA

からの情報や指導を踏まえて，研究員を始めとする事業関係者の安全対策に最大限努めてください。 

（ｄ）研究公正の遵守 

本事業の研究研究活動に参画する研究者等は、AMED の委託研究開発費が国民の貴重な税金で賄

われていることを十分に認識し、公正かつ適正な執行及び効率的な執行をする責務があります。 

 応募における手続き等として、研究開発担当者となる研究者等は、応募に際しては必要に応じ

て、所属研究機関への事前説明や事前承諾を得る等の手配を適切に行ってください。 

 本プロジェクトに参画する研究者は、不正行為・不正使用・不正受給を未然に防止するために



 

54 

 

研究倫理教育に関するプログラムを修了する必要があります（詳しくは、「Ⅴ章６. 研究倫理プ

ログラムの履修等」をご覧ください）。なお、研究倫理教育プログラムが修了されていない場

合、修了が確認されるまでの期間、委託研究開発費の執行を停止することがありますので留意

ください。 

 採択後、研究開発代表者及び主たる共同研究者は、所属する機関の要件・責務等を勘案しつつ、

当該研究機関において研究開発を実施する体制を確保していただきます。また、所属機関長は研

究開発実施期間中、研究開発代表者の身分等について最大限配慮してください（所属機関長とは、

理事長、学長等の組織全体の責任者、企業等の場合は研究実施期間中の支援と体制の確保に責任

を持つ方を指します。部門長、学科長、センター長等のいわゆる下部組織の長ではありませ

ん。）。 

   AMED 委託研究開発費及び JICA 事業契約経費の管理については、国民の貴重な税金で賄われて

いることを十分に認識し、委託研究開発費及び事業契約経費の管理（支出計画策定とその執行、

執行状況モニタリング等）を研究機関は公正かつ効率的に執行する責務があります。また、研究

チーム全体の研究費の把握と管理も適切に行っていただきます。研究開発代表者及び主たる共同

研究者は、自身のグループの研究メンバーや、特に本プログラムの委託研究開発費で雇用する研

究員等の研究環境や勤務環境・条件に配慮してください。さらに、AMED/JICA に対する所要の

報告や経理の調査、国の会計検査等に対応していただきます。 

 技術協力プロジェクト実施を担う機関として、相手国との R/D 等に沿った活動を行っていただく

必要があります。JICA に対して取極め及び事業契約書を交わし、事業の執行を約するのは研究開

発代表者の所属機関のみですが、その他の研究機関も R/D 等に沿った活動支援をしていただく必

要があります。この研究代表機関は、すべての日本側研究者の現地での活動が適切に行われるよ

う統括するとともに、取極め、事業契約書及び JICA が定める「SATREPS プロジェクト実施の手

引き」に基づいて、適正な事業運営並びに経理事務（JICA に対する所要の報告を含む）を行って

いただきます。 

 研究開発代表者の所属する研究機関には、R/D とは別に国際共同研究の相手国研究機関との間で

共同研究の実施に関する合意文書（MOU 等）を取り交わしていただきます。合意文書において

は、共同研究により生じた知的財産の取扱い、秘密情報の取扱い、成果の公表、損害が生じた場

合の取扱い、相手国の遺伝資源等 11 へのアクセス・持ち出し等について定めてください。遺伝資

源等の相手国の情報や資料、サンプルへのアクセスや持ち出しについては、国際ルールとともに

相手国内法も遵守してください。なお合意文書は署名前の案の段階で、AMED の確認を取ってく

ださい。R/D の内容と合わせるため、合意文書の取り交わしは、JICA が相手国研究機関と R/D の

署名をする時期に合わせることが適切です。なお、国内の研究体制に含まれる全ての研究参加者

は研究開発代表者の所属機関が取り交わした合意文書を遵守する必要があります。 

 AMED と委託研究開発契約を締結する研究機関は、その機関に所属していない研究者を本委託研

究開発に参加させる場合、両研究機関間で適切な書面を取り交わすなど、AMED 委託研究開発契

約、共同研究合意文書、R/D の内容を遵守するよう措置していただく責務があります（例：

AMED と委託研究開発契約関係にある A 大学の研究グループに B 大学所属の研究者が加わる場合

など。）。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
11 遺伝資源とは、現実の又は潜在的な価値を有する遺伝素材（遺伝の機能的な単位を有する植物、動物、微生物そ

の他に由来する素材）を対象とし（生物多様性条約 第 2 条）、地球上のほぼすべての動植物や微生物が遺伝資源に

含まれる。 
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 効果的な研究推進のため、円滑な委託研究開発契約締結手続きにご協力ください。 

 委託研究開発契約に基づき、産業技術力強化法第 19 条（日本版バイ・ドール条項）が適用され

て研究機関に帰属した知的財産権が、出願・申請、設定登録、または実施がなされた際は、

AMED に対して所要の報告をしてください。なお、移転又は専用実施権等の設定をされる際は

事前に AMED の承諾を得ることが必要となります。 

 委託研究開発の実施に伴い発生する知的財産権は、研究機関に帰属する旨の契約を当該研究開

発に参加する研究者等と取り交わすか、その旨を規定する職務規程を整備する必要があります。 

 各研究機関に対し、採択前、委託研究開発契約締結前ならびに契約期間中に事務管理体制及び

財務状況等についての調査・確認を行うことがあります。その結果、必要と認められた機関に

ついては AMED が指定する委託方法に従っていただくこととなる他、委託契約を見合わせる場

合や契約期間中でも、研究開発費の縮減や停止、契約期間の短縮、契約解除等の措置を行うこ

とがあります。 

 委託研究開発契約が締結できない場合には、当該研究機関では研究開発を実施できないことが

あり、その際には研究体制の見直し等をしていただくこととなります。                                             

 国公立研究機関等が委託研究開発契約を締結するに当たっては、当該研究機関の責任において、

委託研究開発契約開始までに当該予算措置等の手続きを確実に実施する必要があります。万が

一、契約締結後に必要な措置の不履行が判明した場合には、委託研究開発契約の取消し・解除、

委託研究開発費の全額又は一部の返還等の措置を講じる場合があります。 

（３）研究成果の取り扱い  

 国費による国際共同研究であることを踏まえ、知的財産権の取得に配慮しつつ、国内外での成

果発表を積極的に行ってください。相手国研究機関に不利益とならぬ範囲で知的財産権の取得

を積極的に行ってください。知的財産権は、原則として委託研究契約に基づき所属機関から出

願していただきます。 

 研究開発成果を論文等で発表する場合は、本事業の成果である旨の記述を行ってください。 

 AMEDが国内外で主催するワークショップやシンポジウムに参加し、研究開発成果を発表して

いただく場合があります。 

 知的財産権の取得を積極的に行ってください。研究開発により生じた特許等の知的財産権は、

委託研究契約に基づき、産業技術力強化法第 19 条（日本版バイ・ドール条項）に掲げられた

事項を研究機関が遵守すること等を条件に研究機関に帰属することができます。但し、海外研

究機関に対しては適用されません。 

２. ODA による技術協力の概要 

本プログラムは、ODA と一体となって実施されますので、以下の内容についても十分理解のうえ

応募願います。 

参考のため、本節末尾に＜ODA に関する用語解説＞を掲載しておりますので併せてお読みください。 

（１）政府開発援助（ODA）とは 

政府開発援助（ODA：Official Development Assistance）とは、政府又は政府の実施機関によって、開

発途上国の経済社会の発展や国民の福祉向上並びに民生の安定に寄与するために行う資金・技術提供
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による公的資金を用いた協力のことです。我が国は昭和 29 年のコロンボプラン9 への加盟を機に開発

協力を始め、長年開発途上国への経済・技術協力を実施してきています。 

我が国政府は ODA 実施のための基本理念、重点政策、実施体制等を、「開発協力大綱」（平成 27 年

2 月）に定めています。開発協力大綱では「地球規模課題は一国のみでは解決し得ない問題であり、

地域、さらには国際社会が一致して取り組む必要がある」とした上で、「地球規模課題に率先して取

り組む。こうした取組を通じ、国際社会全体として持続可能かつ強靱な社会を構築することを目指す」

こととしています。 

（２）技術協力とは 

JICA の業務は、開発途上地域の経済及び社会の開発もしくは復興又は経済の安定に寄与することを

通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的にしており、

技術協力（研修員受入れ、専門家派遣、機材供与等）、有償資金協力、無償資金協力、国民等の協力

活動の促進・助長（青年海外協力隊派遣等）、国際緊急援助等を行っています。 

技術協力は、開発途上国における制度構築、組織強化、人材育成等を通じて、当該国が諸開発課題

に主体的に取り組む総合的かつ内発的な能力の開発を支援することを目的として技術の提供を行うも

のです。 

技術協力の一形態である技術協力プロジェクトは、「研修員受入れ」「専門家派遣」「機材供与」

などを最適な形で組み合わせて実施する技術協力の中心的な事業です。開発途上国の関係機関と協

働して事業計画の立案から実施、評価までを一貫して計画的かつ総合的に運営・実施することで、

より確実な成果の獲得を図っていきます。 

今回の地球規模課題対応国際科学技術協力は、我が国研究機関と相手国研究機関との共同研究をこ

の技術協力プロジェクトの枠組みで実施するもので、我が国研究機関と相手国研究機関が組織的に国

際共同研究を実施することが期待されます。 

（３）技術協力プロジェクト実施の流れ 

(a)協力要請からプロジェクトの検討・採択まで 

JICA による技術協力は、開発途上国からの協力要請に始まる一連の流れを踏まえて実施されます。 

ODA には、翌年度以降に実施する新規プロジェクトに係る要請を前年度に聴取する「要望調査」と

いうプロセスがあり、相手国研究機関が要請書を作成、所管省庁の承認後、相手国の ODA 担当省庁

を通じて日本大使館に提出し、大使館が外務省（本省）に要請書等の必要書類を送付します。 

 協力要請があった場合には、要請されたプロジェクトの採否が日本政府において検討され、実施に

適していると判断された場合には相手国政府に対してプロジェクト採択の通知が大使館よりなされ、

我が国と相手国との間で国際約束が形成されます。SATREPS プロジェクトでは、この採否の検討が

AMED もしくは JST が設置する審査委員会で行われます。 

本プログラムにかかる平成 30 年度の協力要請書の我が国外務本省到着締切は、平成 29 年 10

月 16 日（月）です。  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
9 南アジア、東南アジア及び太平洋地域諸国の経済・社会開発を促進することを目的とし、昭和 25 年１月に発足し

た協力機構。 
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通常相手国政府では、上記の締切日よりも前に相手国内の締切を設定していますので、相手国

研究機関との調整に当たってはご留意ください。e-Rad システムによる研究提案書の受付締切と

同様、上記の締切を過ぎて受領した協力要請は選考の対象となりません。 

なお、平成29年度までの要望プロジェクトとして協力要請書が既に提出されている場合でも、

今回の平成 30 年度採択プロジェクトに応募する場合には、相手国側は改めて要請書を提出する

必要があります。要請書が期限までに外務本省に到着していないプロジェクトは、たとえ研究

提案書が出ている場合でも選考の対象となりませんのでご注意ください。 

 

(b) 詳細計画策定調査の実施 

上記のとおり､大使館から相手国政府への採択通知がなされ国際約束が成立した後、JICA は詳細計

画策定調査を実施します。詳細計画策定調査においては、協力の対象となる分野の現状と課題や協力

要請の背景等について調査するとともに、プロジェクトの基本計画や実施体制及び双方の負担事項等

について相手国側の関係者と協議を行い、その協議内容を協議議事録（M/M：Minutes of Meeting）に

取りまとめ双方で署名します。この調査には、日本側研究チームを総括する研究開発代表者に参加し

ていただきます。また、詳細計画策定調査においては、予想される協力効果をより明確にした上で、

プロジェクト実施の適切性を総合的に検討するために、事前評価も併せて実施します。 

なお、調査の結果、相手国の実施体制や負担事項等に重大な問題があることが判明し、計画どおり

のプロジェクト実施が困難であると判断される場合は、計画の大幅な見直しが必要となり、場合によ

っては、計画自体の中止を検討することがあります。 

(c) R/D の署名 

詳細計画策定調査実施後、JICA においては、実施承認にかかる手続きを行うのと並行して、プロジ

ェクトの実施や活動内容及び必要な措置についての合意文書である R/D を作成し、JICA と相手国実施

機関の間で署名を行います。R/D の署名に際しては、研究計画書との整合性を取りながら、技術協力

プロジェクトとしての投入、活動、成果、目標の因果関係（ログフレーム）を示すプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM: Project Design Matrix）や活動計画表（PO: Plan of Operation）を作成し、

相手国に提示します。PDM や PO は R/D の添付書類となります。 

＊PDM は事業マネジメントハンドブック（JICA 研究所）の第 5 章、PO については同第 6 章を参照

してください。 

https://www.jica.go.jp/jica-ri/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/200712_aid.html 

(d) プロジェクトの開始から終了まで 

R/D で定められた協力期間に基づきプロジェクトが開始され、その内容を踏まえて、プロジェクト

目標を達成すべく専門家派遣（在外研究員派遣）等の必要な投入が行われることとなります。 

また、プロジェクトの実施期間中、R/D 及びその添付書類となる PDM や PO に基づき定期的にモニ

タリングを行い、当初期待されていた効果の発現等に関して進捗確認を行います（詳細は後述７．の

とおり）。 

以上（１）～（４）の一連の流れを図であらわすと、前述の図 2 のようになります。 

(e) 実施上の留意点 

採択課題決定後、案件によっては R/D の署名に時間を要することがあります（採択課題決定後から

R/D 署名までの標準的なスケジュールは表 3 をご参照ください）。JICA 側経費は、R/D 署名後に研究

開発代表者所属機関との間で事業契約書が交わされて初めて執行可能となります。また、JICA 側経費
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の支出根拠は R/D であり、R/D 署名前及び R/D 記載の協力期間終了後は、JICA から経費を支出するこ

とはできませんので、併せて留意願います。 

 

※ 本要領の「Ⅰ. 1.（3）(c) 国際共同研究実施に向けての準備」も確認ください。 

 標準的所要時間10 

詳細計画策定調査の準備（打合せ、コンサルタント契約 

（評価分析担当団員）、調査団派遣手続き、対処方針会議等） 
2.5 ヶ月程度 

詳細計画策定調査（現地調査）、協議議事録（M/M）の署名、帰国報告

会 
0.5～1 ヶ月程度 

JICA 内での事前評価 1.5～2 ヶ月程度 

討議議事録（R/D）の署名（JICA 在外事務所長と相手国側所管省庁責

任者や相手国側研究機関の長等との間で署名） 
0.5～2 ヶ月程度 

実施承認手続、JICA と研究代表機関の取極め及び事業契約書の締結、

業務調整員11の選考・派遣手続き等のプロジェクト開始に向けた準備 
2～3 ヶ月程度 

プロジェクト開始 採択後 7～10 ヵ月程度 

表 3 採択課題決定後から R/D 署名・プロジェクト開始までのスケジュール 

 

(f) その他 

SATREPS プロジェクト実施の詳細については、こちらをご参照ください。 

JICA「地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）プロジェクト実施の手引き」 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/general_01.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
10実際の所要期間はプロジェクトによって異なります。 
11業務調整員については、（６）にて後述します。 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/general_01.pdf
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（４）技術協力プロジェクト実施体制 

技術協力プロジェクトは相手国との共同事業です。相手国の自立発展を促す意味で相手国のオーナー

シップは重要であり、相手国研究開発代表者も日本側研究開発代表者と同様に重要な責務を負います

（図 4 を参照）。また、共同研究の円滑な実施を促進するため、原則として日本側と相手国側の双方の

関係者（日本側：日本大使館、JICA 在外事務所長、研究開発代表者、研究者、業務調整員等/相手国

側：ODA 窓口省庁、研究機関管轄省庁、関係省庁、研究機関等）から成る合同調整委員会（JCC：

Joint Coordinating Committee）を設置し、定期的に会合を開催することにより、共通問題にかかる協議

を行いその解決を図ることとなります。この合同調整委員会の運営は、本プログラムが国際共同研究

協力であることに鑑み、日本側と相手国側の共同推進体制で行うことが適切です。 

図 4 技術協力プロジェクト実施の体制（例） 

 

（５）プロジェクト採択後の JICA と研究開発代表者所属機関の契約 

本プログラムに採択されたプロジェクトの研究開発代表者所属機関は、AMED と委託研究開発契約

を締結するとともに、JICA との間においても「地球規模課題対応国際科学技術協力における技術協力

の実施に関する取極め」（以下、取極め）及び事業契約書を交わします。この際、研究開発代表者所

属機関は、他の日本側研究機関による活動も含め、JICA に対して全活動を代表して締結します。JICA

は、研究開発代表者所属機関以外の研究機関とは契約関係を持ちません。 

研究開発代表者所属機関と締結する取極めでは、採択されたプロジェクトに関する JICA 及び研究

開発代表者並びにその所属機関の業務内容・責務等が明記されますが、開発途上国において共同研究

を実施するに当たり組織としての対応をお願いするものです。なお、取極めは JICA と研究開発代表

者所属機関との間で一つです。既に取極めがなされている研究開発代表者所属機関では、プロジェク

ト実施のために取極め「本体」を新たに締結する必要はなく、別途適用範囲を定めるための「附属書」

を作成することとなります。 

取極め本体及び附属書並びに事業契約書の様式は、以下ウェブサイトをご参照ください。 

取極め本体： 
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https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/arrangements_01.pdf 

附 属 書： 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/arrangements_02.pdf 

事業契約書： 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/contract_01.pdf 

取極めと事業契約書の内容等は以下のとおりです。 

（a）取極め 

研究開発代表者所属機関と JICA は双方の責務等を規定する取極めを締結します。研究開発代表者

所属機関は、他の日本側研究機関による活動を含め日本側研究者の相手国への派遣、相手国研究者の

日本への招へい、機材調達の実施を担い、関係者の安全配慮義務も有します。その際、研究開発代表

者所属機関の会計規程等関連諸規程を確認の上、研究開発代表者所属機関自ら執行を行うものについ

ては当該機関の規程を適用します。 

（b）プロジェクトの計画策定 

プロジェクトの開始に当たり双方協議の上で予算を含む全体計画及び各期計画を策定します。各期

計画に基づく事業契約期間の中間時点においてプロジェクトの進捗に合わせて当該計画を見直すこと

もできます。各期計画の対象期間は、必ずしも 1 会計年度内の範囲にする必要はなく、複数年度に渡

る期間を設定することも可能です。なお、機材調達や博士習得等を目的とする外国人研究員の受入れ

を事業契約に含める場合は、機材の納期や博士課程等が各期計画の期間内となるよう調整する必要が

あります。 

（c）事業契約書 

事業契約書は、プロジェクト実施の内容や経費負担・経理処理等について規定しているものであり、

JICA と研究開発代表者所属機関の間で各期計画ごとに締結します。この計画は研究開発代表者所属機

関及び他の日本側研究機関による活動のすべてを含みます。経費の執行は、この事業契約書が締結さ

れて初めて可能となります。各期計画の期間は、必ずしも単一の会計年度内に限定しておらず、複数

の会計年度に及ぶ期間の事業契約も可能です。 

取極めと事業契約に基づき、研究開発代表者所属機関が当該機関の諸規程に基づき契約経費を執行

し、事業契約期間内に精算します。JICA から契約期間の半期ごとの概算払い（初回は契約金額の半額

程度まで）ができます。事業契約の費目、積算、概算払い、精算等事務処理に関する方針については、

JICA のウェブサイトに掲載している、下記「SATREPS プロジェクト実施の手引き」をご参照くださ

い。 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/general_01.pdf 

 

（d）プロジェクト予算の目安額 

1 プロジェクト当たりの経費は年間 6 千万円を目安とし、5 年間で 3 億円を上限としていますが、こ

の中には、在外研究員派遣（短期・長期）、外国人研究員の受入れ、機材供与（購入費、相手国への

輸送費、保険料、機材現地調達経費等）、事務管理直接経費及び業務調整員が管理する現地研究活動

経費が含まれます。一部、JICA が直接執行する経費がありますので、研究開発代表者所属機関が管理

する事業契約金額として 3 億円（5 年間の場合）が確保されているものではないことに留意してくだ

さい。 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/general_01.pdf
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なお、業務調整員派遣経費及び各種調査団派遣経費（詳細計画策定調査、運営指導調査等）は、

JICA が直接執行しますが、上記上限額に含まれません。 

（*業務調整員については、（６）にて後述） 

（e）支出可能な経費 

JICA 事業経費は、共同研究を技術協力プロジェクトの枠組みで実施する際に必要な経費に関して支

出が可能です。このうち研究開発代表者所属機関と締結する事業契約では、相手国関係機関と合意し

た R/D 及び R/D 内容に基づく全体計画又は各期計画に基づき、国際共同研究を目的とした活動に係る

経費のうち、①在外研究員（日本側研究者）13 の派遣にかかる経費、②外国人研究員（相手国側研究

者）の受入にかかる経費、③共同研究に必要な機材の供与にかかる経費、④日本国内の事務管理直接

経費に対してのみ支出することができます（表 4）。 

 

① 在外研究員（日本側研究者）12

の日本から相手国への派遣にか

かる経費 

航空賃、日当・宿泊費、旅行雑費等（派遣期間 1 年以上の長期

派遣者の場合は赴帰任旅費、移転料、各種手当等） 

② 外国人研究員（相手国側研究

者）の相手国から日本への受入

れにかかる経費 

航空賃、日当・宿泊費、研修経費等。受入期間により、短期

（1 年未満）と長期（1 年以上）があります13。 

③ 共同研究に必要な機材の供与に

かかる経費 

先方政府に供与する機材の購入費、輸送費、据付・調整費。安

全保障貿易管理の観点から、研究開発代表者所属機関が購入か

ら輸送、据付までを一貫して行います。日本国内で使用する機

材は対象外であり、ＡＭＥＤ委託研究開発契約等で対応。 

④ 日本国内の業務諸費 事務管理のためのアルバイト雇用経費、消耗品購入経費等（研

究用を除く） 

表 4  JICA が支援する経費 

 

（f）相手国負担の原則 

ODA 事業においては、相手国側の自助努力やプロジェクト終了後の持続性を重視し、原則相手国側

負担と定めている経費があります。ODA による国際協力の一環である本プログラムにおいても、こ

の基本方針を踏まえ、必要な経費の全てを日本側（JICA）が支援するのではなく、相手国側の自

助努力を促していくため相手側経費負担を求めている点に留意ください。以下は相手国側に負担を求

める経費の例です。 

 相手国研究機関研究者及び関係者並びに当該研究機関が直接雇用している人員にかかる人件費 

 相手国研究機関との活動拠点となるプロジェクト事務所の借上費及び光熱水料 

 相手国研究機関研究者及び関係者による通常業務や研究上必要な相手国内出張にかかる交通費・

旅費（日当・宿泊費）及び会議日当 

 日本側研究者が関与しない、相手国側研究機関のみで実施される研究活動に使用される備品・消

耗品及び設備費等 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
12 日本側の研究チームのメンバーであっても、学部や大学院等の学生は在外研究員としては派遣できません。 
13 短期及び長期研究員は、共同研究期間内（＝R/D に定められたプロジェクト実施期間内）であることが受入条件であ

るため、研究代表機関においては、候補者選定の段階から計画的に準備を進めていただきます。 
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なお、共同研究に必要な設備・備品についても、相手国側による負担や既存の設備・備品の活用を

求め、真に必要な支援に絞り込みます。 

（g）経費管理体制 

ODA 事業経費に関しては、JICA が直接支出する現地での必要経費を除き、事業契約書における日

本側研究代表機関の執行経費については、日本側研究開発代表者所属機関と JICA が締結する取極め

及び事業契約に基づき日本側研究開発代表者所属機関で管理していただきます。 

なお、ODA 技術協力プロジェクトでは、相手国に対する資金の直接供与を行うことはなく、また、

相手国研究機関独自の事業活動等に対する支援も行いません。 

特に、相手国研究機関に直接プロジェクト経費が配分されることはない点について、相手国研究機

関が誤解しているケースも散見されることから、相手国側には必ず事前に説明願います。 

（６）業務調整員について 

JICA では、業務調整員（現地における事業モニタリング支援、JICA 支出経費の管理（予算執行を

含む）、在外研究員（日本側研究者）の派遣及び外国人研究員（相手国側研究者）の受入れに関する

相手国政府との事務的なやりとりや諸手続き、機材の現地調達にかかる在外事務所との連絡調整等

を行う人員）を公募により確保し、R/D署名後、できるだけ早いタイミングで現地に配置することと

しています。業務調整員は、研究活動そのものには従事しませんが、研究代表機関の研究者や共同

研究者とともに日本側研究（プロジェクト）チームの一員です。JICA は、プロジェクトの円滑かつ

適正な実施のために、研究開発代表者をはじめ他のメンバーと十分な情報共有を行うことを、業務

調整員に求めています。 

なお、JICA では、国の事情等から、業務調整員を配置せず、研究代表機関が現地業務を含む包括的

な契約執行を行い、それに伴う間接経費を導入する契約形態を実施することがあります。 

（７）プロジェクトのモニタリングについて 

図 2 にて記載のとおり、技術協力プロジェクトでは、R/D 及びその添付書類となる PDM や PO に基

づき定期モニタリングによる進捗確認を行います。 

技術協力プロジェクトの実施期間中におけるモニタリングは運営管理の一環として行われることか

ら、日本側研究機関、相手国研究機関等が実施し、モニタリングシートを作成します。 

その他 JICA 事業のモニタリングについては JICA のウェブサイトにある「SATREPS プロジェクト実

施の手引き」を参考にしてください。 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/form/ku57pq00000nj5mf-att/general_01.pdf 

（８）ODA に関する問合せ先 

（a）JICA 本部 

JICA 本部での本プログラムに関する窓口は、国際科学技術協力室です。ODA による技術協力の枠

組みに関しましてもこちらへお問い合わせ願います。公募要領の内容に関する問合せについては JST

もしくは AMED へ連絡してください。 

独立行政法人国際協力機構（JICA）国際科学技術協力室 

E-mail：eigst@jica.go.jp 

（b）JICA の国内、海外拠点 

mailto:eigst@jica.go.jp
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JICA 国内拠点一覧：https://www.jica.go.jp/about/structure/domestic/index.html 

JICA 在外拠点一覧：https://www.jica.go.jp/about/structure/overseas/index.html 

（c）ODA・技術協力の概要に関する参照ウェブサイト 

「外務省 ODA サイト」 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/index.html 

「ODA 国別地域別政策・情報」（研究課題の目的が、相手国や関連地域における日本のODA の方針に

沿っていることを確認する際、ご参照ください。） 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/index.html 

「JICA 技術協力プロジェクト」（ODA の一般的な技術協力プロジェクトのウェブサイトです。） 

https://www.jica.go.jp/project/index.html 

「JICA 科学技術協力」(SATREPS を含む科学技術協力のページです。) 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/index.html 

「JICA 図書館蔵書検索」（案件名で検索すると、過去の SATREPS 報告書公開版を PDF で閲覧可能で

す。） 

http://libopac.jica.go.jp/ 
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＜ODA に関する用語解説＞ 

 

ODA 担当省庁： 

相手国政府において海外からの援助の窓口業務を担当している省庁。担当省庁は国によって

異なるが、外務省、財務省、計画省等。 

技術協力要請書： 

相手国政府（ODA 担当省庁）より日本政府に対して提出される技術協力にかかる要請文書。

外務省及び JICAは、翌年度以降に実施するプロジェクトに関し、相手国政府からの要望を聴

取している。相手国政府からの協力要請書は、現地の日本大使館を通して本邦の外務省に提

出される。 

国際約束： 

国又は国際約束締結権限を有する国際機関等が主体となり、国際法上の権利義務関係を設定

するもの。「条約」として国会の承認を必要とするものと、「外交関係の処理」として行政府

限りで締結される行政取極に分類されるものがある。通常は閣議決定を要するが、これらの

正式な国際約束の他に、閣議決定を経ずに外務省限りで取り交わされるものについても、実

務上は国際約束の一種として取り扱われており、本プログラムでいう国際約束にはこの形式

も含まれる。 

技術協力プロジェクト： 

開発途上国の抱える課題に対し、「専門家派遣」、「研修員受入れ」、「機材供与」の 3 つの協力

手段（協力ツール）を組み合わせ、一つのプロジェクトとして、特定の目標のもとに一定の

期間に実施される活動。 

専門家派遣： 

技術協力対象となる行政官や技術者（カウンターパート）に対して、技術移転、政策面のア

ドバイス、プロジェクトのマネジメント等を行うための人材を、日本から相手国へ派遣する

こと。本プログラムでは、相手国において研究を行う日本側研究者を「在外研究員」と称し、

1 回の派遣期間（本邦出発日から帰国日まで）が 1 年以上の者を「長期在外研究員」、1 年未満

の者を「短期在外研究員」として JICA 専門家派遣の枠組みで派遣する。なお、短期在外研究員

の派遣にかかる諸手続きは研究開発代表者所属機関が行う（経費も JICA と研究開発代表者所属

機関の間で締結する事業契約経費に含める）が、長期在外研究員については JICA 直営により

派遣手続きを行う（経費は事業契約経費に含めない）。 

研修員受入れ： 

開発途上国よりカウンターパートを研修員として日本に受け入れ、各分野で専門的知識や技

術を移転することにより人材育成支援を行うもの。本プログラムでは、相手国から招へいす

る共同研究者を「外国人研究員」と称し、JICA 研修員の枠組みで受け入れを行う。 

事前評価： 

協力実施前に、実施の優先度や必要性を確認し、協力内容や予想される協力効果を明らかに

した上で、協力実施の適切性を総合的に判断するもの。事前評価の段階で策定した評価指標

は、各段階の評価において、協力の進捗状況と効果を測定する基準として活用される。 
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ローカルコスト： 

プロジェクトの実施運営に際し、相手国が負担すべき費用。人件費、土地取得の経費、供与

機材の引き取り・輸送に必要な経費、リカレント・コスト（＝建設された施設や供与された

機材の運営・維持管理や要員の雇用等のために継続的に必要となる経費）等。 

キャパシティ・ディベロップメント： 

開発課題に対処するための能力（キャパシティ）を途上国自身が強化していくこと。キャパ

シティ・ビルディングが外からの能力構築を指すのに対して、キャパシティ・ディベロップ

メントは、途上国のキャパシティを個人・組織・制度・社会と複層レベルで包括的に捉え、

途上国側で主体的にキャパシティを向上させていくプロセスを指す。JICA の協力は、途上国

のキャパシティ・ディベロップメントを側面的に支援するファシリテーターとしての役割を

担っている。 

http://libopac.jica.go.jp/ 

前述の JICA 図書館蔵書検索ウェブサイトから「キャパシティ」で検索すると、例えばキャ

パシティ・アセスメントハンドブック等が、以下のとおり閲覧することができます。 

http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000245021.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000245021.html
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３. Q & A 

府省開発共通研究管理システム（e-Rad）の運用、所属研究機関・研究者の登録及び e-Rad の操作

等に関しては、以下のウェブサイトを参照ください。 

http://www.e-rad.go.jp/ 

 

（１）プログラムの目的・趣旨について 

Ｑ これまでに採択された課題について教えてください。 

Ａ JST より AMED へ移管された平成 26 年度までの課題が 11 課題、平成 27 年度、28 年度及び 29 年

度は各 2 課題が AMED で採択され、終了した課題を除くと現在 13 課題が AMED にて実施されていま

す。これまでの採択課題の概要等については AMED ウェブサイトに掲載されています。また、JST の

ウェブサイトにおいても 26 年度までの採択課題の概要が掲載されていますので参照ください。JST に

おける SATREPS 事業紹介パンフレットや下記の SATREPS ウェブサイトに掲載していますので参照く

ださい。 

http://www.jst.go.jp/global/kadai/index.html 

 

Ｑ 平成 30 年度の公募要領の主な変更点を教えてください。 

Ａ 平成 30 年度の公募要領の主な変更のポイントは下記のウェブサイトに別紙として掲載しています

ので、そちらを参照ください。 

http://www.amed.go.jp/program/list/03/01/035.html 

 

Ｑ 「開発途上国のニーズ」はどのように把握したらよいでしょうか。 

Ａ 本プログラムでは開発途上国のニーズに則した研究提案になっているか否かが課題選考における

重要な視点となっています。したがって、事前の研究交流等を通じて十分に相手国のニーズを把握し

た提案が望まれます。「国別援助方針」が策定されている国については外務省ウェブサイトで公開し

ていますので参照ください。 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo.html 

また、一部の国においては、下記のウェブサイトで、JICA が現地の状況を踏まえてニーズがあると

考える研究テーマのリストを紹介しています。 

http://www.jst.go.jp/global/pdf/researchneeds.pdf  

なお、社会実装を目指す国際共同研究の実施のためには、相手国においても相手国の行政機関等を

含めた組織的な取組が求められ、その体制が十分に整っているかどうかも選考の際に考慮されます。

プロジェクトの形成に当たっては、相手国にある日本大使館及びＪＩＣＡ在外事務所にも事前に情報

共有いただくことをお勧めします。 

 

Ｑ ODA と連携することになっていますが、研究開発代表者は長期在外研究員として相手国に常駐

しなければならないのでしょうか。 

Ａ 必ずしも研究開発代表者が相手国に常駐する必要はありませんが、研究開発代表者が相手国に赴

き現場を監督することを重要視しています。技術協力プロジェクトでは「短期シャトル型の専門家」

という形態も含め柔軟に対応しています。しかしながら、現地での活動を円滑にしより多くの効果発

http://www.e-rad.go.jp/
http://www.jst.go.jp/global/pdf/researchneeds.pdf
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現を行うためには、現地常駐またはそれに近い形で日本側研究者が派遣されることが望ましいことは

言うまでもありません。共同研究を通し相手国の自立的研究開発能力の向上に寄与することが日本側

研究者に求められていること、及び研究開発代表者が総括責任者として当該国際共同研究における在

外研究員派遣の責任者であることに留意のうえ、研究員派遣計画を検討ください。 

 

Ｑ 研究開発代表者以外の日本側研究参加者について、相手国への常駐者が必要でしょうか。 

Ａ 必ずしも日本側研究者が常駐しなければならないわけではありませんが、適切な対応策を求めま

す。途上国である相手国との共同研究を円滑に推進するため、また、その共同研究を通じて相手国の

キャパシティ・ディベロップメントを図ることも事業の趣旨であるため、常駐ではなくとも、例えば

現地勤務 3 ヶ月日本勤務 1 ヶ月を繰り返すなど現地における研究に重きを置いた継続的派遣を行うな

どの対応が望まれます。選考に当たっては、提案内容における日本側実施体制も踏まえ総合的に評価

します。 

  

Ｑ（相手国でない）第三国に所在する研究機関に所属する研究者の参加は可能ですか？ 

Ａ 第三国に所在する研究機関に所属する研究者が共同研究に参加することは原則できません。但し、

ワークショップ等に招聘することは可能です（AMED 予算となります）。また共同研究参加機関（研

究代表機関を含む）での身分（客員研究員等）を有し、その所属機関の管轄下で研究に参加すること

は可能です。 

 

Ｑ 本プログラムへの、一機関当たりの応募数制限はありますか。 

Ａ 機関ごとの応募件数の制限はありません。但し、一機関から 2 件以上応募いただく場合でも、原

則、1 件の研究提案書類ごとに研究開発代表者所属機関の長（学長、理事長等）からの承諾書が必要

です。 

 

（２）主に AMED の業務に対する Q&A（主に日本国内における研究実施に関する Q&A） 

(a) 応募の要件等について 

Ｑ 応募可能な企業の要件について教えてください。 

Ａ 日本国内に法人格を有する企業等である必要があります。 

 

Ｑ 企業等は研究開発代表機関になれますか。 

Ａ 可能です。但し、以下の点に留意ください。：公共性のある活動を行っている企業は研究代表機

関になることができます。また、公共性のある活動を行っていない企業は、大学等との共同提案であ

れば、研究代表機関になることができます。 

 

Ｑ 企業等が参画する際の留意点を教えてください。 

Ａ 以下の点を留意ください。：AMED は、企業等との委託研究開発契約に先立ち、委託の可否及び

委託方法に係る審査を行います。この審査の結果によっては、AMED が特に指定する委託方法に従

っていただくことがあります。また、財務状況が著しく不安定な場合等は、委託が不可能と判断され、
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当該研究機関では研究開発が実施できない場合があり、その際には研究開発体制の見直し等をしてい

ただくことがあります。 

本プログラムは相手国との共同研究が前提であり、研究開発の実施に加え、研究開発成果の公表

や知的財産権の共有、相手国からのサンプルや情報の持ち出し等において企業等所属者であっても

相手国側で支障がないことをあらかじめ確認願います。研究開発担当者（研究開発代表者・主たる

共同研究開発者）に対する給与等は、直接経費から支出はできません。研究参加者（当該研究項目

に参加するメンバー）に対する給与等は、一定の条件の下で支出する事が可能です。ODA 経費によ

る物品調達の際、原則として、銘柄を指定しない仕様書に基づく競争原理を導入した調達（入札又

は相見積もり）を行ってください。 

上記についての詳細は下記ウェブサイト「委託研究開発契約事務処理説明書」をご参照ください。 

http://www.amed.go.jp/content/files/jp/youshiki/itaku/00keiyaku/ipwmannual_1706.pdf 

 

Ｑ ポスドクは研究開発代表者として申請できますか。 

Ａ ポスドクは、研究開発代表者、あるいは主たる共同研究開発者として申請することはできません。 

 

Ｑ ポスドク及び大学院等在籍の学生は研究プロジェクトに参加できますか。 

Ａ ポスドク及び大学院生は、プロジェクトを進めるに当たり一定の役割を担っていること、かつ研

究開発計画書に研究参加者として登録することにより、プロジェクトの一員として参加することがで

きます。学部生についても、日本における優れた研究者育成の一環として、同様の条件の下に研究に

参加することができます。なお、大学院生及び学部生は在外研究員として ODA 経費で派遣すること

はできませんが、所定の条件（所属機関と雇用契約を締結していること、在外研究員が同行すること

など）を満たす場合は、学生の RA 雇用経費や旅費を AMED 委託研究開発費で支出することができま

す。詳細については「委託研究開発契約事務処理説明書等」をご参照ください。 

 

Ｑ 日本国籍を持たない研究者は研究開発代表者として申請できますか。 

Ａ 国内の研究機関に所属していれば、外国籍研究者も研究開発代表者として応募することは可能で

す。 

 

Ｑ 日本国籍を持たない研究者を在外研究員として申請できますか。 

Ａ 本プログラムでは、日本による技術協力の実施意義や先方政府との関係等から、日本国籍を有す

る研究者の派遣を原則とします。但し、その研究に必須の技能を持つ人材が他になく、研究事業遂行

のため余人をもって代えがたい時で、かつ当該人が外国籍を持つ場合、相手国政府が在外研究員とし

て認める場合のみ ODA 経費での派遣が可能となります（在外研究員として派遣できない場合でも、

AMED の委託研究開発費による出張は原則可能ですが、免税・訴追免除等、相手国との協定等により

付与されるべき特権・免除事項が適用されません）。 

 

Ｑ 所属のない研究者の参加は可能ですか？ 

Ａ 所属のない研究者を共同研究に参加させることは原則できません。研究参加機関（研究代表機関

を含む）が身分（客員研究員等）を付与し、その所属機関が保障と責任を持ち研究に参加させること

は可能です。 
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Ｑ 相手国研究機関で研究を実施することを前提に、海外在住の日本人研究者が研究開発代表者とし

て申請できますか。 

Ａ 日本に研究拠点を持つ研究開発代表者とその所属機関と、相手国に研究拠点を持つ相手国の研究

開発代表者とその所属機関との間の共同研究を想定しているため、原則として認めておりません。 

 

Ｑ 非常勤の職員（客員研究員等）が研究開発代表者として申請できますか。 

Ａ 研究期間中、日本国内の研究機関において自らが研究実施体制をとれるのであれば可能性はあり

ます。当該非常勤職員を研究開発代表者として当該研究機関と契約及び取極めを締結できるかは、当

該研究機関と当該非常勤職員との契約内容によります。 

 

Ｑ 研究実施中に研究開発代表者の移籍等が発生した場合も研究を継続できますか。 

Ａ 本プログラムでは、研究期間を通じて、採択時の研究代表機関の責任の下で、研究開発代表者

を中心とした研究体制が確保されることを原則としています。やむを得ず研究開発代表者が移籍す

る場合は、採択時の研究代表機関内での研究開発代表者の交代について検討する必要があります。

但し、移籍先において、相手国側との関係も含め当該研究が支障なく継続でき、かつ AMED との委

託研究開発契約、JICAとの取極め、及び相手国研究機関との合意文書（MOU等）を移籍先機関が交

わすことができるという条件で研究の継続ができる場合もあります。まずは、研究開発代表者の移

籍等の可能性が生じた段階で、AMED 及び JICA までご相談ください。  

 

(b) AMED からの委託研究開発費について 

Ｑ AMED 委託研究開発費の使途について制限はありますか。 

Ａ 委託研究開発費に関しては、下記ウェブサイト「委託研究開発契約事務処理説明書」に掲載して

いますので、使途を計画する際にご確認ください。 

http://www.amed.go.jp/content/files/jp/youshiki/itaku/00keiyaku/ipwmannual_1706.pdf 

 

(c) 研究実施体制について 

Ｑ 研究提案書類に記載した研究実施体制を、面接時あるいは採択後に変更することはできますか。 

Ａ 研究提案書類に記載された内容で選考を行いますので、不必要な変更が生じることのないよう、

研究提案時に慎重に検討ください。なお、PO の承認のもとでの調整等、もしくは国際共同研究開始

に先立って JICA が相手国研究機関と R/D を締結する過程で変更をお願いすることはあります。 

 

(d) 研究開発契約について 

Ｑ 日本国内の「主たる共同研究者」が所属する研究機関の研究開発契約は、研究開発代表者の所

属機関を介した「再委託」（注）の形式を取るのですか。 

（注） 研究開発契約における「再委託」とは、研究開発代表者の所属機関とのみ AMED が締結し、

その所属機関と共同研究者の所属機関が研究開発契約を締結する形式のこと。 

Ａ 本プログラムでは、研究開発契約は「再委託」の形式はとっておりません。AMED は、研究開発

代表者及び主たる共同研究者が所属する研究機関のそれぞれと個別に研究開発契約を締結します。 

※JICA では、研究代表機関とのみ契約関係が発生し、共同研究機関とは契約等を締結しません。 
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（３）JICA（ODA）に関する Q&A（主に相手国内における研究実施に関する Q&A） 

(a) 国際共同研究対象国について  

Ｑ 相手国の複数の研究機関と共同研究を実施することは可能ですか。 

Ａ 相手国 1 カ国の中で複数の研究機関との共同研究を実施することは可能です。その場合において

は、ODA 要請書に複数の研究機関名が全て記載されていること、相手国内で共同研究において主体と

なる研究機関が特定されることが必要です。 

 

(b) 相手国での ODA 要請について 

Ｑ AMED への提案書類提出に合わせて、相手国の共同研究機関の働きかけによって、相手国の

ODA 担当官庁が、ODA の技術協力プロジェクト実施を要請（協力要請書の提出）する必要がある

のでしょうか。  

Ａ AMED への研究開発課題の提案書類提出に合わせて、相手国側による ODA 要請書の提出が必須

です。所定の期限までに研究提案書と ODA 要請書の双方が提出されたプロジェクトのみ審査対象と

なります。どちらか一方が所定の期限までに提出されていないプロジェクトはその時点で不採択とな

るためご注意ください。 

 

Ｑ AMEDへの提案書類申請時までに、相手国での技術協力プロジェクト実施の要請内容（要請書）

を確定させておく必要がありますか。 

Ａ 相手国と要請内容を調整したうえで、相手国から要請書を提出いただくことが必要です。特に、

提案様式にも記載があるとおり、「研究開発課題名（英文）」、「研究開発の目的」、「研究開発の

成果達成目標」、「研究開発内容及び研究開発計画」、「実施研究体制」、「機材・人員等のおおよ

その投入規模・内容」、「研究期間」等については、日本と相手国でコンセンサスをとることが必要

です。なお、採択決定後、JICA では、相手国機関と R/D を署名するために詳細計画策定調査を行いま

す。その結果を反映して、提案の研究計画を修正いただく可能性もあることを了承ください。「研究

課題名（英文）」については、ODA 技術協力プロジェクト要請書のプロジェクト名と同じであること

が求められます。相手国研究機関と十分調整ください。 

 

Ｑ ODA 要請書の様式は、どこで入手できますか。 

Ａ 以下の JICA ウェブサイトにおいて要請書（雛形）を掲載していますが、各国の ODA 担当省庁が

定めている場合がありますので、詳細は、相手国研究機関から所管省庁又は ODA 担当省庁に照会し

てください。 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/faq/ku57pq00000nj7se-att/SATREPS_application_form.pdf 

 

Ｑ JICA から開発途上国各国に本プログラムの趣旨・仕組みを含めて周知されているのでしょうか。

相手国での手続き等に関する対応を応募者が行う必要があるのでしょうか。 

Ａ 対象となる開発途上国各国の ODA 担当省庁には外務省/JICA から周知しています。しかしながら、

日本側の応募者のカウンターパートとなる相手国研究者まで周知が行き届いているかどうかは各国の

国内事情にもよりますので、応募者におかれては、その点を理解のうえ、必要に応じて、相手国研究

者（及びその所属機関）がその国の ODA 担当省庁へ確認するようにご連絡ください。 
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(c) 対象となる相手国研究機関、相手国研究者及びそれらとの関係について 

Ｑ 海外企業・海外 NGO 等の参画は認められますか。 

Ａ この事業は相手国からの正式要請と二国間の国際約束に基づく技術協力事業として実施しており、

政府出資のない純粋な民間企業・NGO は原則協力対象外となります。但し、相手国側の研究機関が

政府機関であり、その研究機関の相手国内における連携パートナーとして民間企業や NGO が研究に

参加することは可能です。 

 

Ｑ 国際機関の参画は認められますか。 

Ａ 開発途上国にある地域国際機関であれば参画を排除はしませんが、当該国際機関を受け入れ、

特権免除を付与している相手国の所管省庁及び ODA 担当省庁を通じて ODA 要請書が日本大使館に正

規のルートで提出され、JICA が実施する詳細計画策定調査において政府機関の場合と同等な R/D が締

結されることが必要です。さらに、本プログラムの専門家、機材等にも通常の技術協力で提供される

免税等の特権・免除が担保されること、加えて、共同研究の実施に必要となる人員及び経費を自ら確

保することが前提条件となります。知的財産権の取扱いについても留意ください。 

 

Ｑ 日本の研究開発代表者が所属する研究機関自体が、既に相手国政府や研究機関と協定等を締結し

ている場合、この事業実施のために、JICA が相手国側と協定の類を改めて締結する必要があるので

しょうか。 

Ａ 必要です。本プログラムは ODA との連携事業であり、二国間の国際約束に基づく JICA の技術

協力プロジェクトとして実施されます。そのためには、JICA は国際約束に基づき相手国側と R/D等の文

書を改めて署名する必要があります。 

 

(d) ODA 事業経費等について 

Ｑ 研究開発代表者所属機関と JICA との間で締結される取極め及び事業契約書の署名者どの程度

の職位の者を想定すればよいですか。 

Ａ 取極めのうち、本体（一つの研究開発代表者所属機関につき初回のみ締結）については、研究

開発代表者所属機関はトップレベル（大学なら学長）、JICA は理事長を想定しています。取極めの

附属書（各プロジェクトにつき締結）については、研究開発代表者所属機関は研究部局の長（学部

長等）、JICA はプロジェクト担当部長を想定しています。事業契約書は、研究開発代表者所属機関

は契約権限のある役職者、JICA は契約担当理事を想定しています。 

 

Ｑ 治験等及び医療行為そのものは共同研究の対象となっていないということですが、もう少し詳

しく教えてください。 

Ａ 以下の JICA 方針を確認ください。 

(a) 治験/臨床試験/臨床研究の扱い 

医薬品・医療機器の開発・製造・販売等を目的とする治験（Clinical Trial）及び人体に侵襲を加

える、あるいはプライバシーを侵害する臨床試験/臨床研究は、JICA 事業として実施しません。な

お、これらの実施者（医療従事者等）に対する研修・指導・助言等は JICA 事業に含めることがで

きます。 
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(b) 医療行為※の扱い 

医療行為は、JICA 事業として実施しません。（在外研究員は医療行為を実施する目的では派遣

されていないこと、相手国の医師免許を有さないこと、医療行為の結果に対する責任を JICA が負

うことは適当でないのがその理由です。） 

※医療行為の範囲は国の状況により異なります。医療行為であっても、採血、検便、検温、血圧測

定等については、安全性や責務等に関する条件を確認したうえで、実施を認める場合があります。 

(c)研究事業実施に関する安全策及び倫理的配慮 

相手国における保健医療分野の研究事業は、日本国及び相手国の倫理指針等を遵守し、必要に

応じて相手国側の倫理委員会にて審査を経た上で、事業に直接あるいは間接的に関わる全関係者

及び環境に対する安全が確保されたのちに実施します。 
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別添 1 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラムの対象国 

注： 

① 情勢により対象国は変更されることがあります。 

② 活動地域における治安状況や情勢によって、渡航及び研究実施が制限されることが見込まれる提案に

ついては選考で考慮されることがあります。 

③ JICA 拠点が存在しない国を対象とする場合、JICA から十分な支援が得られないことがあります。 

No. 地域 国名等 No. 地域 国名等 No. 地域 国名等

1 インド 39 アルジェリア民主人民共和国 90 アルゼンチン共和国

2 インドネシア共和国 40 アンゴラ共和国 91 アンティグア・バーブーダ

3 カンボジア王国 41 ウガンダ共和国 92 エクアドル共和国

4 スリランカ民主社会主義共和国 42 エジプト・アラブ共和国 93 エルサルバドル共和国

5 タイ王国 43 エチオピア連邦民主共和国 94 ガイアナ共和国

6 ネパール連邦民主共和国 44 エリトリア国 95 キューバ共和国

7 パキスタン・イスラム共和国 45 ガーナ共和国 96 グアテマラ共和国

8 バングラデシュ人民共和国 46 カーボヴェルデ共和国 97 グレナダ

9 東ティモール民主共和国 47 ガボン共和国 98 コスタリカ共和国

10 フィリピン共和国 48 カメルーン共和国 99 コロンビア共和国

11 ブータン王国 49 ガンビア共和国 100 ジャマイカ

12 ベトナム社会主義共和国 50 ギニア共和国 101 スリナム共和国

13 マレーシア 51 ギニアビサウ共和国 102 セントビンセント及びグレナディーン諸島

14 ミャンマー連邦共和国 52 ケニア共和国 103 セントルシア

15 モルディブ共和国 53 コートジボワール共和国 104 ドミニカ国

16 モンゴル国 54 コモロ連合 105 ドミニカ共和国

17 ラオス人民民主共和国 55 コンゴ共和国 106 ニカラグア共和国

18 アフガニスタン・イスラム共和国 56 コンゴ民主共和国 107 ハイチ共和国

19 イラク共和国 57 サントメ・プリンシペ民主共和国 108 パナマ共和国

20 イラン・イスラム共和国 58 ザンビア共和国 109 パラグアイ共和国

21 パレスチナ自治政府 59 シエラレオネ共和国 110 ブラジル連邦共和国

22 ヨルダン・ハシェミット王国 60 ジブチ共和国 111 ベネズエラ・ボリバル共和国

23 アゼルバイジャン共和国 61 ジンバブエ共和国 112 ベリーズ

24 アルバニア共和国 62 スーダン共和国 113 ペルー共和国

25 アルメニア共和国 63 スワジランド王国 114 ボリビア多民族国

26 ウクライナ 64 セーシェル共和国 115 ホンジュラス共和国

27 ウズベキスタン共和国 65 赤道ギニア共和国 116 メキシコ合衆国

28 カザフスタン共和国 66 セネガル共和国 117 キリバス共和国

29 キルギス共和国 67 タンザニア連合共和国 118 クック諸島

30 コソボ共和国 68 チャド共和国 119 サモア独立国

31 ジョージア 69 チュニジア共和国 120 ソロモン諸島

32 セルビア共和国 70 トーゴ共和国 121 ツバル

33 タジキスタン共和国 71 ナイジェリア連邦共和国 122 トンガ王国

34 トルクメニスタン 72 ナミビア共和国 123 ナウル共和国

35 ボスニア・ヘルツェゴビナ 73 ニジェール共和国 124 ニウエ

36 マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 74 ブルキナファソ 125 バヌアツ共和国

37 モルドバ共和国 75 ブルンジ共和国 126 パプアニューギニア独立国

38 モンテネグロ 76 ベナン共和国 127 パラオ共和国

77 ボツワナ共和国 128 フィジー共和国

78 マダガスカル共和国 129 マーシャル諸島共和国

79 マラウイ共和国 130 ミクロネシア連邦

80 マリ共和国

81 南アフリカ共和国

82 南スーダン共和国

83 モザンビーク共和国

84 モーリシャス共和国

85 モーリタニア・イスラム共和国

86 モロッコ王国

87 リベリア共和国

88 ルワンダ共和国

89 レソト王国

ア
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ア

フ
リ
カ

欧

州

大

洋
州

中

東

中

南
米



 

74 

 

別添 2 研究開発提案書の記載例 

１．研究開発提案書の各様式 

申請書類（研究開発提案書）の各様式は以下の通りです。以下の「２. 研究開発提案書の記載要

領」に従って研究開発提案書を作成してください。尚、本年度公募から、相手国への情報共有の観

点から提案書が英語記載となっていますので、記入内容に間違いのないよう注意して記載してくだ

さい。 

様式 1 Research proposal（研究開発提案書）（和文フォーマット、英文フォーマットの両

方に記載ください。） 

様式 2 Research theme concept（基本構想） 

様式 3 Research plans and implementation of plans (Technical cooperation project activity plan)

（研究開発計画の内容（技術協力プロジェクトの活動計画）） 

様式 4 Implementation structure concept diagram（実施体制図） 

様式 5 Research plan in each fiscal year（研究開発項目別年次計画） 

様式 6 Research expense plan（経費） 

様式 7 Basis for research and state of preparations（論文・特許・倫理面への配慮等） 

様式 8 Grants received through other programs（Japanese institution only）（他制度での助成等

の有無（国内参画機関のみ）） 

様式 9 Written approval from institution director（承諾書） 

様式 10 Plans by private-sector corporations, etc.（企業等の構想） 

様式 11 Poposal coordination status（提案に当たっての調整状況の確認） 

 

２．研究開発提案書の記載要領 

 用紙サイズは全て A4 版、文字サイズは 10.5 ポイントとし、正確を期すため、ワープロ等判読

しやすいフォントで記述してください。 

 研究開発提案書には、下中央に通しページ（-1-）を付与してください。 

 ページ数に制限のないものについても、できるだけ簡潔かつ明瞭に記載してください。 

 カラーで作成いただいても可としますが、審査等の際には白黒コピーで対応することがあり

ますので予め了承ください。 

 ファイルの容量は 10 Mb 以内を目途に作成してください。 

 応募に当たっては、下記ウェブサイトにある「研究開発提案書フォーム」を活用ください。 

http://www.amed.go.jp/program/list/03/01/035.html 

 

 There is no overall restriction on the number of pages in the research proposal documents. However, a 

clearly legible font size should be selected (about 10.5 points on Windows) to ensure legibility when printed, 

and the content should be clear and simple, but cover all essential points. 

 Please add a running page number (-1-) at the bottom of each page. 
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 The comments, explanations, and examples in the forms are not needed when the forms are submitted. Please 

delete them before submission. 

 The research proposal forms are available from the following website. 

http://www.amed.go.jp/program/list/03/01/035.html 

 

３．研究開発提案書の記載例 

（１）提出前チェック項目 

・ 申請（研究開発提案書の提出）の際は、漏れがないかチェックの上、提出してください。 

 項目 主な確認ポイント チェック欄 

 e-Rad へのデータ入力 記載漏れがないか。 □ 

様式 1 研究開発提案書 記載漏れがないか。e-Rad 入力データ

と不整合はないか。 
□ 

様式 2 基本構想 PDF に変換した状態で A4・6 ページ

以内か。 
□ 

様式 3 研究開発計画の内容 PDF に変換した状態で A4・4 ページ

以内か。 
□ 

様式 4 実施体制図 PDF に変換した状態で A4・1 ページ

以内か。 
□ 

様式 5 研究開発項目別年次計画 PDF に変換した状態で A4・3 ページ

以内か。 
□ 

様式 6 経費  □ 

様式 7 論文・特許・倫理面への

配慮等 

PDF に変換した状態で A4・3 ページ

以内か。 
□ 

様式 8 他制度での助成等の有無  □ 

様式 9 承諾書 PDF に変換した状態で A4・1 ページ

以内か。 
□ 

様式 10 企業等の構想 PDF に変換した状態で A4・1 ページ

以内か。 
□ 

様式 11 提案に当たっての調整状

況の確認 

 
□ 

 

（２）留意事項 

 公募期間内に申請されなかった場合は、いかなる理由があろうとも受理しません。また、申請

書類に不備がある場合は、審査対象となりません。 

 研究開発提案書に不備がある場合は不受理となる可能性がありますので注意ください。 

 申請書類を受領した後の修正（差し替え等を含む）は、一切受け付けません。 

 申請書類は返却しません。 
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（３）研究開発提案書の記載例 

提案書の作成に際しては、以下のフォーマットを用いて、記載指針を参照のうえ記載ください。 

Form 1.  Research proposal（様式１．研究開発提案書） 

1-1．Japanese format（和文フォーマット） 

平成 30年度「医療分野国際科学技術共同研究開発推進事業 

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム」 研究開発提案書 

研究開発課題名 提案課題名にサブタイトルは付けないでください。 

研究開発代表者氏

名（フリガナ） 
 

所属機関 部署 役

職 
 

連絡先 

住所：〒 

E-mail： 

TEL：             FAX： 

研究者番号 
府省共通研究開発管理システム(e-Rad)に研究者情報を登録した際に付与される 

8 桁の研究者番号を記載ください。 

生年月日 西暦    年  月  日 

学歴(大学卒業以

降) 

(記載例) 

昭和◯◯年 ◯◯大学◯◯学部卒業 

昭和◯◯年 ◯◯大学大学院◯◯研究科修士課程◯◯専攻修了 

(指導教官：◯◯教授)【記載必須】 

昭和◯◯年 ◯◯大学大学院◯◯研究科博士課程◯◯専攻修了 

(指導教官：◯◯教授)【記載必須】 

昭和◯◯年 博士(◯◯学)(◯◯大学)取得 

指導教官名、所属研究室の室長名は必ず記載ください。 

研究歴(主な職歴

と研究開発内容) 

(記載例) 

昭和◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 助手 

◯◯教授研究室で◯◯◯◯◯について研究 

昭和◯◯年～◯◯年 ◯◯研究所 研究員 

◯◯博士研究室で◯◯◯に関する研究に従事 

平成◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 教授 

◯◯◯について研究 

指導教官名、所属研究室の室長名は必ず記載ください。 
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現職位における定

年年齢（予定） 
    才                          

研究開発期間 

      年間 

相手国研究機関と調整した共同研究期間を記載ください。尚、この期間には、

暫定期間【R/D 署名までの期間（半年～初年度末）】は含めません。 

希望する研究開発

費 

（AMED 委託研究

開発費） 

年度 研究開発費（円）   

H30 年度 X,XXX,XXX 円  

H31 年度 XX,XXX,XXX 円  

H32 年度 XX,XXX,XXX 円  

H33 年度 XX,XXX,XXX 円  

H34 年度 XX,XXX,XXX 円  

H35 年度 XX,XXX,XXX 円  

総 額 XXX,XXX,XXX 円  

国内参画機関名 参画する研究者全ての所属機関名、専攻/研究室を記載ください。 

相手国名 
国名を日本語で記載ください。（相手国が複数ある場合、実際に R/D 締結をす

ることになる全ての国を記載ください。） 

相手国研究機関名 

相手国研究機関名を日本語で記載ください。（日本語の対訳がない場合は、英

語名で記載ください（英語限定）。相手国研究機関が複数の場合は、代表機

関、協力機関の順に記載ください。） 

研究開発目的 250 文字以内（改行、スペース含む）で入力ください。 

研究開発概要 250 文字以内（改行、スペース含む）で入力ください。 
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実
施
体
制
（
参
加
者
リ
ス
ト
） 

氏名 
所属 

役職 

年齢 

※2018年 4月 1日 

現在の年齢 

本研究提案に

おいて担当す

る研究の概要 

エフォート

（%） 

SATREPS ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加状況 

（すでに参加経験がある場合は、

該当課題名を明記のこと） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

研究開発代表者が

所属する機関の事

務担当者 

住所：〒 

機関名： 

役職 氏名： 

E-mail： 

TEL：             FAX： 

キーワード 
AMED 内の動向調査等に活用するため、本研究提案に関するキーワードを列挙

ください。 

本提案研究に参加する全ての研究参加者について、研究開発代表者から順に、研究開

発分担者、研究開発協力者等として記載ください。 

参加者が多数の場合は、適宜、行を追加して記載ください。 

※日本側の研究参加者の要件は、（１）国内の研究機関に所属していること、及び

（２）相手国機関のメンバーでないことです。 

※応募時に参加の可否が不確定な研究参加者については、「研究者 A」等として記載

することが可能です。その場合、その方の研究者番号、所属機関や現役職等は空欄の

ままで結構ですが、その他の内容（年齢、エフォート、担当する研究の概要）につい

ては、そのポストに想定される条件を勘案して記入ください。 
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相手国研究機関データ 

 相手国研究機関名、研究実施場所、相手側研究開発代表者名及び役職名、相手側研究開発代表者の

略歴、研究内容と共同研究での役割等について記載ください。 

 相手国 1カ国の中で複数の研究機関と共同研究を行う場合は、相手国内で共同研究の主体となる研究

機関が特定されることが必要です。主体となる研究機関を『代表機関』、それ以外を『協力機関』

として、それぞれ研究機関ごとに記載ください。原則、相手国研究機関 1 機関ごとに 1 名の研究者の

情報を記載ください。 

 複数国と共同研究を行う場合は、それぞれの国の『代表機関』と『協力機関』ごとに情報を記載く

ださい。 

 相手国の研究機関組織図等がありましたら、本文中に添付ください。 

 

（１） 相手国の代表機関の研究開発代表者（複数国と共同研究を行う場合は、対応する国ごとに記載） 

氏名 ※アルファベットで必ず記載ください。 国籍  

所属機関名 

（日本語）※日本語名がある場合のみ記載ください。 

（英語）※英語表記で必ず記載ください。 

国名  役職  

職歴等 

最終学歴 ◯◯年 ◯◯大学◯◯学部卒業 西暦で記載ください。 

学位 ◯◯年 PhD（◯◯学）取得（◯◯大学）西暦で記載ください。 

主な職歴と 

研究内容等 

 

（記述例） 西暦で記載ください。 

  19◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 助手  

    ◯◯◯◯について研究 

  20◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 研究員 

    ◯◯◯◯に関する研究に従事 

 

【参考】 

機関内のその他

の研究参加者 

・氏名、役職、役割を記載ください（複数可）。 

【参考】 

相手国研究機関

からの協力要請

内容 

 

・相手国研究機関より提出される ODA 協力の要請の内容について、可能な範囲で記

載ください。（複数の国と共同研究を実施する場合は、それぞれの相手国の研究機

関より提出される ODA 協力の要請の内容について、可能な範囲で記載ください。） 
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（２）相手国の協力機関の主たる共同研究者（協力機関の数に応じて記載） 

氏名 ※アルファベットで必ず記載ください。 国籍  

所属機関名 

（日本語）※日本語名がある場合のみ記載ください。 

（英語）※英語表記で必ず記載ください。 

国名  役職  

職歴等 

最終学歴 ◯◯年 ◯◯大学◯◯学部卒業 西暦で記載ください。 

学位 ◯◯年 PhD（◯◯学）取得（◯◯大学）西暦で記載ください。 

主な職歴と 

研究内容等 

 

（記述例） 西暦で記載ください。 

  19◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 助手  

    ◯◯◯◯について研究 

  20◯◯年～◯◯年 ◯◯大学◯◯学部 研究員 

    ◯◯◯◯に関する研究に従事 

 

共同研究における

役割 
・共同研究の役割を具体的に記述ください。 

【参考】 

機関内のその他の

研究参加者 

・氏名、役職、役割を記載ください（複数可）。 
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1-2. English format（英文フォーマット） 

- The information given in Form 1 will be published if the project is selected.  

- If the proposal includes the participation of multiple collaborating institutions in Japan and/or 

counterpart institutions, the names and roles of all the institutions involved must be included in 

the ”implementation structure concept diagram (From 4)”. 

 

Research proposal of FY2018 international collaborative research program on “Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development (SATREPS)” 

(a) Title of proposed research 

project 

Do not include a subtitle in the proposed research project’s title. 

Liaise carefully and agree English title of research project with the counterpart 

institution. Make sure to use the same title as the counterpart’s ODA 

technical cooperation project application. 

(b) Research period 

____ years 

Give the period of joint research agreed with the counterpart institution. It does 

not include the time leading up to the signing of the R/D (about six months to 

the end of the first fiscal year). 

(c) Total research expenses 

(Japan: AMED contract 

research expenses) 

Give in thousand yen units (round to the nearest 1,000). 

Total ____,000 yen (including indirect expenses) 

(ODA project expenses) Total ____,000 yen (no indirect expenses) 

(d) Principal investigator’s 

 name and title 
Give the principal investigator’s name and title. 

(e) Principal investigator’s 

 affiliation 

Give full title of affiliated institution for principal investigator, including the 

name of institute, department/laboratory. 

(f) Collaborating institutions 

 in Japan 

Give full titles of affiliated institutions for all researchers, including the name 

of institute, department/laboratory. 

(g) Counterpart country 
(If there is more than one partner country, list all countries with which an 

actual R/D will be signed.) 

(h) Counterpart institution(s) (If there are multiple counterpart institutions, list the principal institution first 

before the collaborating institutions.) 

(i) Project objective 

 

(Approx. 120 words) 

(j) Outline of project (Approx. 120 words) 
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Japanese institution implementation structure（日本側の研究実施体制）  

List the researchers expected to participate in the Japan-side research team, giving name, researcher ID No., 

affiliation, position, effort, and a brief outline of research responsibility. 

 

 

(Japan-side participants must be (1) affiliated with a Japanese research institute, and (2) not included in the list of 

members of the partner country’s institution.) 

*1 For the Researcher ID No., give the ID No. registered with e-Rad. Each lead joint researcher intending to conclude a 

Contract Research Agreement with AMED must acquire a Researcher ID No. in advance of the Contract Research 

Agreement. 

*2 This is based on the Council for Science and Technology Policy’s definition of ‘effort’, which is “the percentage of 

working hours required for conducting the relevant research when the researcher’s total annual working hours are 

100%”. Note that “total working hours” does not refer only to the number of hours spent in research activities but to 

the substantive total working hours, including educational and medical activities. 

*3 If the appointment of a researcher has not been finalized at the application stage, “Researcher A” etc. can be used 

instead of the researcher’s name. In such cases, the Researcher ID No., affiliated institution, and current position etc. 

can be left blank for that researcher, but other items (age, effort, research responsibility in project) should be completed 

as conditions envisaged for the post. 

 

 

 

 

 

Name 

(Researcher 

ID No.*1) 

Affiliated 

institution 

Current 

position, 

title,  

etc. 

Age 

(Age as of 

April 1, 

2018) 

Effort *2 

(Proportion 

of time 

allocated) (%) 

Research 

responsibility 

in project 

 

Experience of 

working on 

SATREPS project  

(specify project) 

_____ 

(XXXXX) 

XX University 

XX Faculty 

X Department 

Professor  __% Overall 

management of 

the research, 

_____ 

 

_____ 

(XXXXX) 

YY University Associate 

Professor  

 __% _____  

_____ 

(XXXXX) 

ZZ Research 

Center  

 

Research 

fellow  

 __% _____  

Researcher A 

(XXXXX) *3 

WW University 

WW Faculty 

W Department 

Post-doc *3 __% _____  
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１. Principal investigator of Japan-side principal research institution（日本側の研究代表機関の研究開発

代表者） 

Give the following details for the Japan-side principal investigator. 

Name  

Affiliated 

institution 
 

Department/Title  

Academic 

Background 

(University 

onwards) 

(Example) 

20XX: Graduated from ___ University, Faculty of ___ 

20XX: Completed Masters course in ____, ___ University ___ Graduate School 

(Advisor: ____Professor) 

20XX: Completed Doctoral course in ____, ___ University ___ Graduate School 

(Advisor: ____Professor) 

 

 

 

 

Research 

background 

(Main 

professional 

appointments 

and research)  

(Example) 

19XX – 20XX: Research Associate, __ University, Faculty of __  

Researched ______ under Professor __ 

Since 20XX: Researcher at ___ Research Center 

Conducting research into __ under Dr. __ 

 

 

 

 

 

Age at which 

retirement from 

current position is 

scheduled 

_____ years of age 
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Counterpart institution implementation structure（相手国の研究実施体制） 

- Give the joint research partner country, counterpart institution, research location, partner country principal 

investigator’s name and title, partner country principal investigator’s profile, research activities and role in joint 

research, etc. 

- Describe the collaborative relationship etc. with counterpart institutions, including particulars for which the 

counterpart institution is considering making an application for technical cooperation. 

- If conducting joint research with multiple research institutions in one partner country, it is necessary to specify the 

research institution that will be the main joint research entity in the partner country. For that reason, the main 

research institution in the partner country should be listed as the principal institution, and the other research 

institutions in the partner country should be listed as collaborating institutions. Normally, only information 

concerning a single researcher should be given for each counterpart institution. 

- If conducting joint research with multiple partner countries, the information for the principal institution (and 

collaborating institutions) should be given for each country. 

- If organization charts etc. for the counterpart institutions are available, include them in the text. 

 

1.  Principal investigator of principal research institution in partner country (provide this information for each of 

the partner countries)（相手国の研究代表機関の研究開発代表者） 

Name (Give in alphabetic characters) Nationality  

Affiliated 

institution 

Japanese name: (omit if Japanese name does not exist) 

English name: (English name is essential) 

Country  Position/title  

Background 

Highest level of 

education 

attended 

20XX (year): Graduated from __ University Faculty of ____ 

Highest degree 

earned 
20XX (year): PhD (__), __ University) 

Main 

professional 

appointments 

and research, 

etc. 

Example: 

19XX – 20XX: Research Associate,  ___ University, Faculty of ___  

Research into _____ 

 

20XX – 20XX: Researcher, ___ University, Faculty of ___  

Pursued research into _____ 

(For reference)  

Other 

participating 

researcher(s) at 

same institution 

- For each researcher, give name, position/title, and role 
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(For reference)  

Request for 

ODA technical 

cooperation 

submitted by 

counterpart 

institution 

- Describe as far as possible the particulars of the request for ODA technical cooperation to be 

submitted by the counterpart institution. When implementing joint research with a number of 

countries, describe as far as possible the particulars of the requests for ODA technical cooperation 

to be submitted by the counterpart institution in each country. 

 

2.  Main joint researcher of collaborating institution in partner country (provide this information for each of the 

collaborating institutions)（相手国の研究分担機関の主たる共同研究者） 

Name (Give in alphabetic characters) Nationality  

Affiliated 

institution 

Japanese name: (omit if Japanese name does not exist) 

English name: (English name is essential) 

Country  Position/title  

Background 

Highest level of 

education 

attended 

20XX (year): Graduated from __ University Faculty of ____ 

Highest degree 

earned 
20XX (year): PhD (__), __ University) 

Main 

professional 

appointments 

and research, 

etc. 

Example: 

19XX – 20XX: Research Associate,  ___ University, Faculty of ___  

Research into _____ 

 

20XX – 20XX: Researcher, ___ University, Faculty of ___  

Pursued research into _____ 

Role in joint 

research 
- Describe the researcher’s specific role in the joint research 

(For reference)  

Other 

participating 

researcher(s) at 

same institution 

- For each researcher, give name, position/title, and role 
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From 2.  Research theme concept（様式２．基本構想） 

1.  Background to research 

 

(1) Background to research theme that contributes to resolving global issue(s) 

Specify the global issue (unresolved science and technology issue, and the socioeconomic disadvantages and international 

trends attributable to it) addressed by this research initiative. Also specify the role of the research initiative in contributing to 

the resolution of the issue, including the following perspectives. 

- Significance of contribution to resolving the global issue 

- Science and technology/academic creativity and novelty 

 

(2) Partner country needs 

Specify how the research initiative can contribute to meeting the needs of the partner country, including a description of 

current status and issues associated with the partner country’s socioeconomic and science and technology background. Give a 

description of the structure and capacity etc. of the counterpart institution, and a description of the need for assistance and 

effectiveness of assistance. If Ministry of Foreign Affairs (MOFA) has published a Country Assistance Policy or Rolling Plan* 

for the partner country, describe how the research initiative is related to that policy or plan, taking into account consistency 

with the partner country’s development strategy. If the project is also likely to make a contribution outside the partner country, 

describe that too. 

 

*For details see the MOFA website, including the following pages: 

Country Assistance Policies: 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/index.html (Japanese) 

http://www.mofa.go.jp/policy/oda/assistance/index2.html (English) 

ODA policies (Rolling Plans): 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo.html (Japanese) 

http://www.mofa.go.jp/policy/oda/policy.html (English) 

 

 

 

 

 

 

- Include figures or tables if necessary. Black-and-white copies are used for assessment, so make sure that any 

figures or tables are comprehensible without color. 

- Form 2 must not exceed 6 pages of A4 paper. To ensure impartiality, forms exceeding 6 pages will be 

considered non-compliant, and excluded from assessment. Use of small print or small figures/tables to fit 

within the 6 page limit, or use of reduced-size (2-in-1) copies to fit two pages of information onto one page 

is not acceptable. 

-  Include a description from the perspectives of relevance, effectiveness, efficiency, impact, and sustainability 

as an ODA project. 
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2.  Research objectives 

Specify the objectives of the research initiative. 

- Specify how application of outcomes of this research initiative is envisaged—including anticipated scientific and technical 

development, creation of new industries, and contributions to society attributable to the project within 5-10 years of the 

project termination. 

- Describe contributions to achieving Japan’s major science and technology policies, such as policies set out in the 5th 

Science and Technology Basic Plan, etc. 

 

* When making a research proposal that involves collaboration between industry, academia, and government, specify on 

Form 10 how the businesses involved envisage the project leading to application of outcomes. Submit Form 10 together 

with the other forms. 
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Form 3.  Research plans and implementation of plans (Technical cooperation project activity plan)（様

式３．研究開発計画の内容（技術協力プロジェクトの活動計画）） 

 

・ Indicate the outline framework of a time schedule for achieving the research outcome targets, giving research items and 

milestones (timing and judgment criteria for assessing the level of achievement of the research partway through the 

research period).  

・ Include plans for application of outcomes and for capacity development (developing organizational and individual capacity 

at Japanese and counterpart institutions; building external links). 

・ Describe currently-expected issues, together with solutions proposed for such issues in order to attain the research 

objectives. 

 

(1) Overall research activities and research plans (Use the form below) 

Research item/activity 

Provisional 

selection 

period 

Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 

1.Research item 1  

   (Outcome 1) 

1-1 Research activity1-1 

   (Activity 1-1) 

1-2 Research activity 1-2 

   (Activity 1-2) 

      

2. Research item 2 

   (Outcome 2) 

2-1 Research activity 2-1 

   (Activity 2-1) 

2-2 Research activity 2-2 

   (Activity 2-2) 

      

3. Research item 3 

   (Outcome 3) 

3-1 Research activity 3-1 

   (Activity 3-1) 

3-2 Research activity 3-2 

   (Activity 3-2) 

3-3 Research activity 3-3 

   (Activity 3-3) 

      

 

Achievement of BBB 

Realization of AAA 

___ 

______ 

 

Realization of CCC     

___ 

______ 

 

Development of DDD 

___ 

______ 

 

 

Establishment of FFF 

___ 

______ 

 

Achievement of GGG 

EEE scheme submission 

___ 

______ 
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(2) Collaboration and division of functions etc. with counterpart institution for each research item 

Research 

item/activity 

Details of 

research  

to be 

conducted 

jointly 

Roles of 

Japan-side 

institutions 

(Leader’s 

name) 

Roles of 

partner country 

institutions 

(Leader’s 

name) 

Plan for travel 

to partner 

country by 

Japan-side 

researchers *1 

Plan for inviting 

researchers from 

partner country 

to Japan *2 

Machinery and 

equipment 

provided  

to partner 

country *3 

1.Research item 1   Research 

for AA 

（〇〇〇）  

Survey for BB 

（〇〇〇）  

      

1-1 Research 

activity 1-1 

      

1-2 Research 

activity 1-2 

      

2.Research item 2             

2-1 Research 

activity 2-1 

      

2-2 Research 

activity 2-2 

      

3. Research item3             

3-1 Research 

activity 3-1 

      

3-2 Research 

activity 3-2 

      

3-3 Research 

activity 3-3 

      

*1. Give the plan for visits required by Japan-side researchers, in terms of the number of days per visit and the number of 

visits. 

・ Give the plan for visits by the principal investigator for the purpose of overseeing the project.(Give information in this 

format: Year 1: __ days x _ visits, Year 2: __ days x _ visits, etc.) 

・ Give details of researchers who can follow the principal investigator and be stationed in the partner country full-time or 

close to full-time. (Give information in this format: Name/affiliation/position/age/specialty, stationed for ___ days per 

year. If there are multiple researchers in this category, give the same information for each researcher. If there are none, 

write "N/A.)  

*2. Give plans for inviting people from the partner country to Japan (length of visit, number of people, etc.) In particular, 

describe any plans for long-term visits as government-sponsored foreign students, JICA long-term trainees, or using similar 

schemes. 

*3. List the main items of machinery and equipment provided to the partner country, including their main specifications 

(differentiate between general purpose machinery and equipment and machinery and equipment requiring 

customization/special order), estimated price, country of purchase (differentiate between local purchases and purchases in 

Japan). Machinery and equipment maintenance (consumables, spare parts, inspection, adjustment, repair, etc.) and running 

costs (electricity/gas/water, raw materials, operator labor costs, etc.) should in principle be covered by the partner country. 
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(3) Activity plan for application of outcomes 

(3-a) Conditions necessary for application of research outcomes 

Specify the methodology for application of outcomes, proposed schedule up to and including application of outcomes, and 

also the means and targets for application, and issues to be overcome in applying the research outcomes. 

 

(3-b) Activities that can be conducted within the research period for meeting the conditions for application of outcomes set 

out above, functions required at the partner country institution, and activity plan for the activities  

 

(4) Capacity development plan for the partner country 

Describe policy and plan for capacity development at organizational, individual, and external link levels, including 

construction of links between the counterpart institution’s research implementation structure and administrative entities and the 

private sector, and training and capacity development of researchers. 
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Form 4.  Implementation structure concept diagram（様式４．実施体制図） 

 

・ Provide a diagram of the implementation structure for the research theme. 

・ Make sure to clearly show the division of roles between the Japanese institution and the counterpart institution, together 

with the structure of links between institutions. 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DD University ( PI’s institution) 

 

(Coordinates data analysis and 

construction from JJ survey results) 

EE Research Center 

 

(Determines direction for 

investigations into underlying 

causes of FF survey results) 

YY University  

(counterpart institution) 

Construction of survey analysis 

system for BB research  

 

XX Research Center  

(counterpart institution)  

Survey analysis for  

AA research  

CC University 

 

(PP data construction 

and analysis) 
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From 5.  Research plan in each fiscal year（様式５．研究開発項目別年次計画） 

  Indicate the certain strategy and/or methods, research outcome targets, and achievement for each research item on the research 

partway during the following years within 3 pages. 

 

(1) Research item 1 

Leader (Affiliated institution, name) 

Sub-leader (Affiliated institution, name) 

 

Outline and achievement of the project: Approx. 200 words  

Provisional selection period (2018): 

Year 1 (2019): 

Year 2 (2020): 

Year 3 (2021): 

Year 4 (2022): 

Year 5 (2023): 

 

(2) Research item 2 

Leader (Affiliated institution, name) 

Sub-leader (Affiliated institution, name) 

 

Outline and achievement of the project: Approx. 200 words  

Provisional selection period (2018): 

Year 1 (2019): 

Year 2 (2020): 

Year 3 (2021): 

Year 4 (2022): 

Year 5 (2023): 
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From 6.  Research expense plan（様式６．経費） 

・ Submit the plan (budget) for contract research expenses from AMED, listing expenses by category. 

・ The start of the research period varies according to when the R/D is signed. Consequently, the specific FY is not 

required for this form. 

・ The uses for which AMED contract research expenses can be disbursed are explained. 

・ If separate research groups are to be formed in Japan, also provide the research expenses plan for each research group. 

・ When a project is selected, the actual budget available for research may not match the amount given in this research 

expenses plan. This is regarded as the plan at the application stage. After selection, the plan will be adjusted, including 

support for the counterpart institution, etc. 

 

1.  AMED contract research expenses plan for whole research group（国内参画機関の経費合計） 

 

Provisional 

selection 

period *1 

Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 
Total 

(thousand yen) 

Equipment        

Materials/ 

Consumables 
       

Travel        

Personnel and 

services 
       

Other        

Subtotal: Direct 

expenses 

(thousand yen) 

       

Indirect expenses 
*2 

(thousand yen) 

       

Total 

(thousand yen) 
       

*1. Expenses for the provisional selection period up to the point where the R/D and MOU are signed are limited to a maximum 

of 6.5 million yen (including indirect expenses). Expenses for each of the Years 1-5 should be about 35 million yen (including 

indirect expenses). Expenses for each fiscal year may be slightly adjusted according to the research plan, provided, however, 

that the total expenses, including expenses for the provisional selection period, must not exceed 175 million yen for a 5-year 

project, 140 million yen for a 4-year project, or 105million yen for a 3-year project (including indirect expenses). 

*2. Indirect expenses up to a maximum of 30% of the amount of direct expenses can be included in the contract research 

expenses. 

When including indirect expenses, calculate as Indirect expenses = Direct expenses x 0.3. 

Employment risks: When making employment decisions during the provisional selection period, be aware of the risk that 

the R/D may not be signed, and the project may not go ahead. Ensure that any employees appointed during that period are 

also aware of the risk. 

Tax: Give expenses as amounts including Japanese consumption tax. The tax rate may be raised to 10% in October 2019. 
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2. AMED contract research expenses plan by group（国内参画機関の個別経費） 

●Principal investigator’s group（代表機関） 

Principal investigator name (Affiliation/position):  ______ ______ (__ University __ Research Dept.) 

 

Provisional 

selection 

period 

Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 
Total 

(thousand yen) 

Equipment        

Materials/Consumables        

Travel        

Personnel and services        

Other        

Subtotal: Direct 

expenses 

(thousand yen) 

       

Indirect expenses 

(thousand yen) 
       

Total 

(thousand yen) 
       

 ●Joint research group（分担機関） 

Name of lead joint researcher (Affiliation/position):  ______ ______ (__ University __ Research Dept.) 

 

Provisional 

selection 

period 

Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 
Total 

(thousand yen) 

Equipment        

Materials/Consumables        

Travel        

Personnel and services        

Other        

Subtotal: Direct 

expenses 

(thousand yen) 

       

Indirect expenses 

(thousand yen) 
       

Total 

(thousand yen) 
       

  * During the provisional selection period, only the principal investigator’s group is counted. 
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3. (For reference) Counterpart institution’s research expenses plan (including costs expected to be 

applied for. List each partner country separately)（相手国研究機関の研究費計画） 

Costs covered by partner country side 

 

 Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 

Total 

(Local currency and 

Yen equivalent) 

 

 

 

 

Costs covered by 

partner country side 

(scheduled)  

 

Equipment       

Materials/ 

Consumables 

      

Travel       

Personnel  

and services 

      

Other       

Subtotal       

counterpart 

institution’s 

total budget 

      

 

 Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 
Total 

 

Research expenses (scheduled) in 

technical cooperation requested 

by the partner country 

(= ODA project expenses budget) 

     Local currency 

Yen equivalent  

_____,000 yen  

(Maximum 300million yen 

in 5 years) 

 

・ When conducting joint research with multiple countries, add extra rows to the table for the additional information. 

・ Actual budget for ODA project expenses is fixed after the Detailed Design (D/D) study by JICA after the selection of the 

project. The figures to be given here are “For reference” only. 

・ ODA cannot cover all the costs for the developing country side. In order to encourage self-reliant and sustainable economic 

growth, the developing country is expected to bear a portion of the costs. Consequently, costs such as the partner country 

side’s personnel costs, office rental in the partner country, consumables and the costs of operating and maintaining to be 

provided to machinery and equipment in the partner country, and the cost of travel by partner country researchers within 

the partner country are in principle borne by the partner country side. This point applies equally to the SATREPS program, 

so the whole of the amount set out above will not be provided by ODA. JICA’s D/D study will include discussion of an 

appropriate level of costs to be borne by the partner country side, including costs for securing research locations in the 

partner country, and personnel costs for the partner country side researchers. Please understand that the budget for ODA 

project expenses will be finalized after the D/D study. 
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From 7.  Basis for research and state of preparations（様式７．論文・特許・倫理面への配慮等） 

(1) Current basis for research 

(1-a) Research and research outcomes to date 

- Give an outline and results etc. for domestic and international research outcomes, and of research by the principal 

investigator (research proposer) in person (and if necessary, research participants), that will form the basis for the research 

initiative. 

 

(1-b) List of academic papers and books (author, title, journal, volume/page/year of publication) 

- Give details of recent books and papers published in academic journals etc. by researchers included in the implementation 

structure, focusing on important publications that are relevant to the proposal. Select up to 10 publications for the project 

as a whole, and list them in date order, with the most recent first. 

 

(1-c) List of associated patents (application No./inventor/title/applicant/date of application) 

- Give details of patents applied for recently by research participants, selecting important applications that are relevant to the 

proposal. Select up to 10 patents for the project as a whole. 

 

 

(2) State of preparation in conjunction with counterpart institution 

- Describe the construction of infrastructure at the counterpart institution, the basis of research by the counterpart institution 

that was the reason for choice of institution, the state of coordination with partner country’s government agencies, etc., and 

the state of preparation for international joint research. If an agreement has already been signed with the counterpart 

institution, give details of the agreement and current contact and interaction with the institution. 

 

 

(3) Ethical considerations 

- State any requirement for inspection of compliance with ethical standards of the country where the research is implemented 

(partner country or Japan), and the status of any such inspection. 

 

 

(4) Status of examination into handling of bio-resources/intellectual property, etc. 

- Give details of coordination with the counterpart institution regarding the ownership of rights to research outcomes, 

implementation of research outcomes, and incoming and outgoing material transfer, etc. 
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Form 8.  Grants received through other programs (Japanese institution only)（様式８．他制度での助成等の有無（国内参画機関のみ）） 

 

- List any grants under national competitive funding schemes or other research grant schemes that the principal investigator and lead joint researchers are 

currently receiving, are currently applying for, or are planning to apply for. For each funding program, include details of the research project title, research 

period, amount of research expenses, role of researcher, and differences from/relation to the proposed research project. 

 

Principal investigator（研究開発代表者）:  Name   ______ ______   

Funding 

program1) 

Research 

project title 

(1)Research 

expenses3)  

(entire term) 

(2)   "    

(FY2019) 

(3)   "    

(FY2018) 

(thousand yen) 

Research 

period 

Role2) 

(Principal/ 

Co-researcher) 

Effort4) 

(Proportion 

of time 

allocated)% 

Status Differences from/relation to proposed 

research project 

Grants-in-Aid 

for Scientific 

Research (S) 

(Kakenhi Kiban 

Kenkyu (S) ) 

_____ (1) 100,000 

(thousand yen) 

(2) 20,000 

(thousand yen) 

(3) 20,000 

(thousand yen) 

2016-2022 Principal  30% In progress 

* List any projects 

in progress or any 

other projects 

under application 

_____________________ 

SATREPS _____ (1) 100,000 

(thousand yen) 

(2) 25,000 

(thousand yen) 

(3) 20,000 

(thousand yen) 

2013-2018 Co-researcher 10% In progress ______________________________ 

Funds for 

Integrated 

Promotion of 

Social System 

Reform and 

Research and 

Development 

_____ (1) 32,000 

(thousand yen) 

(2) 8,000 

(thousand yen) 

(3) 8,000 

(thousand yen) 

2017-2020 Co-researcher  5% Under application ____________________ 
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1) Give details of grants etc. currently received, or already finalized, listing the grants in order of size of research expenses (entire term) with the largest first. Then give details of 

grants etc. already applied for or scheduled to be applied for (mark the project as “Applied for” etc. under Status.) 

2) Under Role, specify the researcher’s role (principal researcher or co-researcher etc.) in each project. 

3) Under Research expenses, give the amount received by the researcher in person (direct expenses). 

4) Under Effort, give a figure based on the Council for Science and Technology Policy’s definition of ‘effort’, which is “the percentage of working hours required for conducting 

the relevant research when the researcher’s total annual working hours are 100%”. Note that “total working hours” does not refer only to the number of hours spent in research 

activities but to the substantive total working hours, including educational and medical activities. Give the figure envisaged after the project is selected for the SATREPS program. 

* If false information is provided here, the application may be rejected, or have the selection decision reversed or the project budget reduced. 
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Main joint researcher（主たる共同研究者）:  Name   ______ ______   

Funding program1) Research 

project 

title 

(1) Research expenses3) 

(entire term) 

(2)   "    (FY2019) 

(3)   "    (FY2018) 

(thousand yen) 

Research 

period 

Role2) 

(Principal/Co-

researcher) 

Effort4) 

(Proportion of 

time 

allocated)% 

Status Differences from/relation to 

proposed research project 

SATREPS _____ (1) 35,000 (thousand yen) 

(2) 10,000 (thousand yen) 

(3) 10,000 (thousand yen) 

2013 

-2018 

Co-researcher 15% In progress 

* List any 

projects in 

progress or any 

other projects 

under application 

_____________________ 

Grants-in-Aid for 

Scientific Research 

(S) (Kakenhi Kiban 

Kenkyu (S) ) 

_____ (1) 70,000 (thousand yen) 

(2) 25,000 (thousand yen) 

(3) 20,000 (thousand yen) 

2016 

-2022 

Principal  10% In progress _______________________

_______ 

Funds for Integrated 

Promotion of Social 

System Reform and 

Research and 

Development 

_____ (1) 32,000 (thousand yen) 

(2) 8,000 (thousand yen) 

(3) 8,000 (thousand yen) 

2017 

-2020 

Co-researcher  5% In progress ____________________ 
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Form 9.  Written approval from institution director（様式９．承諾書） 

 
                                                 Date: _________________    

 

Written Approval 

 
To:  

Japan Agency for Medical Research and Development 

Japan International Cooperation Agency 

 

I hereby declare that if the underwritten research project proposed for the SATREPS (Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable Development) program is selected, this institution will 

carry out the international joint research as set out below.   

 

(Principal investigator’s institution) 

 

Director (name, title): _____________________ 

 

                  _____________________ 

 

Institution: ______________________________ 

                             (Official Seal): 

Research project 

 

Research project title: ____________________________________________ 

 

Principal investigator: ____________________________________________ 

 

Support to be provided 

 

- Support for the exchange of documents agreeing to the implementation of international joint research 

with the counterpart institution 

- Commitment to sign and comply with the Agreement (Agreement Regarding the Implementation of 

Technical Cooperation under the Framework of SATREPS) and execute the Project Contract with JICA, 

and to administer expenses 

-Compliance with the responsibilities of the principal investigator's institution in the case of a joint 

research framework being constructed 

- Provision of systems for clarifying responsibility and safety management in relation to the international 

dispatch of students and graduate students as part of efforts to train young researchers 

- Support for other procedures, etc., required in order to conduct international joint research 

- Provision of a research structure led by the principal investigator for the duration of the research project 

(Also respond to the question etc. below) 

 

 

 

 

 

 

Is the principal investigator expected 

to reach retirement age (or similar) 

during the duration of the project? 

If the answer to this question is YES, please describe how 

your institution will ensure the continuity of the research 

implementation structure. 

 

(  YES  /  NO  ) 
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Form 10.  Plans by private-sector corporations, etc.（様式１０．企業等の構想） 

 
(To be completed by Japan-side businesses participating in the project) 

 

 

                                                 Date: _____________________ 

 

Corporate initiatives concerning application of outcomes 
 

To: 

Japan Agency for Medical Research and Development 

Japan International Cooperation Agency  

 

 

I hereby declare that if the underwritten research project proposed for the SATREPS (Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable Development) program is selected, __________ 

(company) will implement initiatives aiming at the application of research outcomes, following the 

principles set out below.  

 

Company official of participating business (having 

authority concerning the content of this document): 

 

Signature: 

__________________________________________ 

 

Name: 

_____________________________________________ 

 

Company: 

__________________________________________ 

 

Position/title: 

________________________________________ 

 

Research project 

 

Research project title: ___________________________________________________ 

 

Principal investigator: ___________________________________________________ 

 

 

Principles for corporate initiatives concerning application of outcomes 

(Give specific details concerning initiatives for the application of research outcomes.) 

 

(1) Method for application of outcomes: 

 

(2) Roadmap and schedule for application of outcomes: 

 

(3) Effects for partner country and other countries (including Japan):  

 

(4) Utilization and fields of application envisaged for the technology: 

 

(5) Risks pertaining to commercialization/practical application: 
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Form 11.  Proposal coordination status（提案に当たっての調整状況の確認） 
 

 

・ In response to each of the following questions, circle either YES or NO (or alternatively, strike out 

the answer that does not apply). 

・ Note that selection of a project is not conditional on a YES response to all questions. Details of the 

proposal and the coordination status are considered together when making selection decisions. 

 

＜相手国との調整状況＞ 

Status of coordination with partner country 

1 

案件名称、研究開発計画（日本国内、相手国内いずれにおける実施も含めた全体

の計画）について、本プログラムの趣旨、応募しようとする研究領域の趣旨を踏

まえて相手国研究者とともに検討し、計画内容について大枠で合意をしています

か？ 

Regarding the project name and research plans (overall plans including implementation of 

research in either Japan or the partner country), have you jointly examined the content of 

the plans in accord with the intent of the SATREPS program and of the research area for 

which the project is proposed, and reached broad agreement with the partner country 

researchers? 

YES 

NO 

2 

相手国側から ODA 協力要請を、ODA 担当省庁を通じて日本政府に提出する必要

がありますが、相手国研究者が相手国内で定められた期限までにその手配を行う

ことを確認していますか？ 

An ODA request needs to be submitted to the Japanese government by the partner country 

side via the government agency handling ODA. Have you confirmed that the partner 

country researchers will make those arrangements by the domestic deadline in the partner 

country? 

YES 

NO 

3 

①ODA による支援は技術協力プロジェクトの枠組の中で行われること、②相手

国研究機関への資金供与でないこと、③“相手国負担の原則”が適用される経費が

存在することを理解した上で、研究提案・ODA 要請内容を相手国研究者と共に

確認していますか？ 

Have you confirmed the details of the research proposal and ODA request together with 

the partner country researchers in the light of understanding that (1) ODA support is 

provided through the framework of a technical cooperation project, (2) no financing is 

provided to the counterpart institution, and (3) some expenses are subject to the principles 

of the recipient country’s responsibility to shoulder expenses? 

YES 

NO 

4 

本プログラムが単なる技術移転を実施するプロジェクトではなく、新たな知見・

技術の獲得を目的とする共同研究を実施するプロジェクトであることを相手国研

究者が理解していることを確認していますか？ 

Have you confirmed the partner country researchers understand that the SATREPS 

program is not simply a technology transfer project; it is a joint research project with the 

aim of acquiring new knowledge and technology?  

YES 

NO 

5 

将来の社会実装の道筋について、相手国側研究機関のみならず相手国行政機関や

民間セクター方針や意向を踏まえて検討していますか？ 

Are you considering the roadmap for future application of outcomes on the basis of policies 

and views of partner country government agencies and the private sector as well as the 

partner country research institution? 

YES 

NO 

6 

本プログラムにおいて相手国研究機関の組織的な対応が必要となることについ

て、相手国研究者は理解し、必要な行動を取っていることについて確認しました

か？ 

Have you confirmed that the partner country researchers understand and have taken the 

necessary actions regarding the systematic response required from the counterpart 

institution under the SATREPS program? 

YES 

NO 
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＜日本国内共同研究者との調整状況＞ 

Status of coordination with joint researchers in Japan 

7 

通常の競争的資金制度と異なり、ODA との連携事業であることから、共同研究

を通じた相手国機関のキャパシティ・ディベロップメントが本プログラムには含

まれるものである点について、共同研究者が理解していることを確認しました

か？ 

Have you confirmed that each joint researcher understands that unlike regular competitive 

funding schemes, capacity development of the partner country institution through joint 

research is included in the SATREPS program because the project is linked with ODA? 

YES 

NO 

8 

研究開発提案書類の様式 2 は A4 用紙 6 ページを上限とし、公平性の観点から 6

ページを超えるものは要件不備として評価の対象としません。6 ページに収まっ

ていますか？ 

Form 2 of the research proposal documents is limited to a maximum of 6 A4 pages. To 

ensure impartiality, forms exceeding 6 pages will be considered non-compliant. Is your 

Form 2 within the 6-page limit? 

YES 

NO 

 

＜所属機関との調整状況＞ 

Status of coordination with affiliated institution 

9 

本プログラムでは、相手国機関との共同研究の実施に関する合意文書の締結、

JICA との技術協力プロジェクトに関する取極め及び事業契約の締結、適正な

ODA 経費経理事務等、通常の競争的資金制度にはない責務があります。この点

を含め、提案に当たって所属機関と相談し機関長からの承諾書（様式 9）を用意

しましたか？ 

The SATREPS program involves responsibilities not required for ordinary competitive 

funding schemes, such as requiring an agreement for the implementation of joint research 

to be signed with the partner country institution, an Agreement and project contract for the 

technical cooperation project to be signed with JICA, and the use of appropriate ODA cost 

accounting. Have you held discussions with the institution you are affiliated with, including 

discussion of this point, and obtained a Written Approval from Institution Director (Form 

9)? 

YES 

NO 

 

＜研究開発代表者本人の他業務との調整状況＞ 

Status of coordination with principal investigator’s other work 

10 

本プログラムでは、通常の競争的資金制度以上に研究開発代表者のマネジメント

とそれに要するエフォートが求められます。特に R/D 署名までは、日本国内及び

相手国との調整に時間を要します。採択となった場合にはその点を踏まえて対応

すべくエフォートを検討しましたか？ 

Under the SATREPS program, the principal investigator is required to provide more 

management than ordinary competitive funding schemes, and to commit to the necessary 

effort. In particular, the principal investigator needs to spend time liaising between Japan 

and the partner country in the period leading up to the signing of the R/D. Based on that 

point, have you investigated whether you can arrange to devote the necessary effort when 

the project is selected? 

YES 

NO 

 

＜在外公館等との情報交換＞ 

Status of coordination with overseas diplomatic missions 

11 

本プログラム応募に当たって、在外公館や JICA 現地事務所との十分な情報交換

を行い、提案内容の検討を行いましたか？ 

In applying for the SATREPS program, have you exchanged information sufficiently with 

overseas diplomatic missions and JICA local offices as part of the process of examining 

the details of your proposal? 

YES 

NO 
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＜安全対策＞ 

Security measures 

12 

相手国及び国内の活動地域について、治安状況や渡航情報を確認していますか？  

【説明】プロジェクト関係者の安全確保が困難と判断される地域を対象としたプ

ロジェクトの実施はできません。海外の渡航・安全情報等を、予め外務省ウェブ

サイト（http://www.anzen.mofa.go.jp/）等で、ご確認ください。 

Are you checking the security situation and travel information for the partner country and 

domestic locations where research will be conducted?  

Explanation: Projects cannot be implemented in areas where it is judged difficult to ensure 

the security of people involved in the project. Access the MOFA website 

(http://www.anzen.mofa.go.jp/) and other sources of information to check foreign travel 

and security information etc. 

YES 

NO 

 

＜相手国研究機関実施体制等＞ 

Counterpart institution implementation structure, etc. 

13 

研究内容や具体的な進め方について相手国研究代表機関と合意できていますか？

また、SATREPS の制度について、相手側は十分理解していますか？  

【説明】予め十分な合意形成ができていないとその後の進捗に大きな影響を及ぼ

し、場合によっては双方の思惑が異なり研究の実施そのものが困難になるケース

があります。 

Have you reached agreement with the partner country principal research institution 

concerning the research activities and how the research will actually progress? Does the 

institute have a sufficient understanding of the SATREPS system? 

(Explanation) Lack of sufficient agreement in advance has a substantial influence on 

subsequent progress. In some cases, a difference of expectations between the parties can 

make it difficult to proceed with the research. 

YES 

NO 

14 

相手側の研究開発代表者は、関係機関も含めた相手国実施体制を統括できる能力

を備えた代表者であるとともに、研究機関の支援体制も十分整っていますか？  

【説明】日本と開発途上国の研究機関による共同研究である SATREPS におい

て、相手国の研究開発代表者が個人の研究能力のみならず相手側実施体制全体の

統括力を備えた人物であり、所属機関からも十分な支援が得られることが、プロ

ジェクトを円滑に実施していくうえで重要です。 

Is the counterpart’s principal investigator a principal researcher with the ability to unify the 

partner country implementation structure, including the various institutions involved in the 

project? Also, does the research institution have an adequate support structure? 

(Explanation) Under SATREPS, which is a program for joint research between institutions 

in Japan and in developing countries, the partner country’s principal investigator, in 

addition to personally having research abilities, must have the ability to unify the whole of 

the counterpart’s implementation structure, and must also receive sufficient support from 

affiliated institutions. This is a key factor in the smooth implementation of the project. 

YES 

NO 

15 

共同研究を行うために（能力面及び人数面で）十分な研究スタッフが確保されて

いますか？  

【説明】効果的な共同研究を行うためには、相手国研究機関において十分な人数

の有能な研究スタッフが配置されていることが重要です。不十分な場合、プロジ

ェクトの進捗に影響するばかりか、日本側に偏った研究となってしまうことが懸

念され、相手国研究機関の人材育成も促進されません。 

Is the research staff sufficient (in terms of both abilities and numbers) for conducting joint 

research? 

(Explanation) To conduct joint research effectively, it is important that the counterpart 

institution allocates a sufficient number of capable research staff members. Having an 

inadequate staff may adversely affect the progress of the project, or may result in the 

research being over-reliant on the Japan side, making it difficult to promote capacity 

development at the counterpart institution. 

YES 

NO 

http://www.anzen.mofa.go.jp/
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16 

共同研究を行うため十分な予算措置が確保されていますか？（相手国研究代表機

関や関係機関は、SATREPS が日本からの資金供与ではないことを理解していま

すか？）  

【説明】SATREPS は、ODA 事業として相手国の自立発展性の観点から応分の経

費負担を求める制度となっているため、相手側必要経費に係る予算措置が必要で

す。このため、予算確保に関係する上位官庁の理解が得られているかが重要とな

ります。特に、これまでに相手国との共同研究経験がない場合は、実際の予算が

確保されるのかどうか注意が必要です。 

Has sufficient budget been acquired for the joint research? (Do the partner country principal 

research institution and other institutions involved understand that SATREPS does not 

provide funding from Japan?) 

(Explanation) Under the SATREPS system, as an ODA project, the partner country is 

required to bear an appropriate amount of expenses to encourage self-reliant development. 

For this reason, the counterpart side must acquire a budget to cover its expenses. To ensure 

this, it is important to obtain the understanding of the overseeing agency involved in 

budgeting. If you do not already have experience of joint research with the partner country, 

particular attention must be paid to whether a budget has been acquired. 

YES 

NO 

17 

共同研究を実施するために必要なインフラ（施設・機材）が相手国研究代表機関

において整備されていますか？  

【説明】共同研究に必要な施設・スペースは、相手国負担を原則としています。

SATREPS は相手国研究機関の施設や機材の整備を目的とした事業ではありませ

ん。現状のインフラ整備状況に問題がある場合、プロジェクト終了後の維持管理

体制が整備可能かどうか、十分な確認が必要です。 

Has the infrastructure (facilities/machinery and equipment) needed for implementing joint 

research been put in place at the partner country principal research institution? 

(Explanation) Provision of the required facilities and space for the joint research is in 

principle the responsibility of the partner country. Providing the counterpart institution with 

facilities and machinery and equipment is not one of the aims of the SATREPS project. If 

there are problems with the current infrastructure, it is necessary to check whether sufficient 

maintenance will be possible after the project finishes. 

YES 

NO 

18 

相手国研究機関の上位官庁や関係省庁との調整・役割分担の確認はできています

か？  

【説明】SATREPS を円滑に実施するための予算確保や成果の社会実装において

上位官庁や関係省庁等関係機関の関与は極めて重要であり、さらにそれぞれの役

割を予め明確にしておく必要があります。また、上位官庁等は相手国政府からの

SATREPS 要請手続きにも関係するため、共同研究の提案内容とともに相手国負

担経費について十分に説明し理解を得ておくことが重要です。 

Have you confirmed coordination with and allocation of functions between the counterpart 

institution’s overseeing agency and the other government agencies involved? 

(Explanation) The participation of the supervising agency and the other government 

agencies involved is important for ensuring the acquisition of a budget for the smooth 

implementation of the SATREPS project and in ensuring the application of research 

outcomes. Furthermore, it is necessary to ensure a clear definition of functions in advance. 

The supervising agency and other agencies are also involved in the SATREPS application 

procedure handled by the partner country, so, in addition to the details of the joint research 

proposal, it is important to explain and obtain sufficient understanding of the costs that 

need to be borne by the partner country. 

YES 

NO 
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＜機材供与＞ 

Provision of machinery and equipment 

19 

安全保障貿易管理の方針に則し、供与機材を購入から輸送、据付まで責任をもっ

て実施する体制が研究開発代表者機関に整っていますか？ 

【説明】機材供与では、研究開発代表者所属機関が購入から輸送、据付までの業

務を一貫して適法に実施することが求められますので、機材の輸出体制を予めご

確認ください。 

Do you have an internal system providing and monitoring administrative duties and 

responsibilities sufficient to proceed international transfer of machinery and equipment, 

according to the policy of security export control? 

(Explanation) Japanese principal research institution is expected to legally perform 

consistent supply of machinery and equipment from procurement to transportation and 

installation. It is necessary to check the institution’s system and its procedures for foreign 

exportation of machinery and equipment. 

YES 

NO 

20 

供与予定の機材に特殊機材や特注のプラント等が含まれている場合の対応につい

て検討していますか？  

【説明】特殊機材や特注のプラント等についても、供与機材と同様に、日本側研

究開発代表機関にて調達手続き、施工管理等を行っていただくため、その実施が

可能であることを予め確認願います。 

Are you taking account of points requiring special attention when the machinery and 

equipment to be supplied includes specialist machinery and equipment and plant 

constructed to order? 

(Explanation) It is envisioned that general procurement of machinery and equipment via 

JICA will be unable to handle specialist machinery and equipment and plant constructed to 

order. Consequently it is necessary to check in advance that the Japan-side principal 

investigator’s institution has the ability to handle the procurement procedures and the 

necessary construction and maintenance. 

YES 

NO 

N/A 

21 

プロジェクト終了後の取扱い・維持管理体制を考慮した機材供与計画となってい

ますか？ 

【説明】SATREPS プロジェクト終了後は、相手国の経費負担により日本より供

与された機材を維持管理し、その後の研究活動等に活用していくことになりま

す。したがって、研究上必要な機材であっても、相手国の維持管理能力を超える

機材の導入は適切なものとはみなされません。また、ODA によって供与される

機材は、プロジェクト終了後も耐用年数に応じて継続使用されることを想定して

供与されるものであるため、研究用データ収集のみを目的とするなど相手国での

継続使用を想定していない機材は対象となりません。 

Does the plan for provision of machinery and equipment take account of the setup for 

handling and maintenance of the machinery and equipment after the project finishes? 

(Explanation) After the SATREPS project finishes, the machinery and equipment provided 

by Japan are to be used for further research activities, etc., with the partner country 

becoming responsible for the costs of maintaining the machinery and equipment provided 

by Japan. Consequently, the introduction of machinery and equipment that exceed the 

partner country’s maintenance capabilities is considered inappropriate, even if the 

machinery and equipment are essential for the research. Also, machinery and equipment 

provided by ODA is provided on the assumption that the machinery and equipment will 

continue to be used after the project finishes for the lifetime of the machinery and 

equipment, so the system does not cover machinery and equipment that will not be used on 

an ongoing basis in the partner country, or will only be used for purposes such as gathering 

data for research. 

YES 

NO 
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＜施設整備＞ 

Development or improvement of facilities 

22 

施設整備が含まれている場合の対応について検討していますか？  

【説明】施設整備に当たっては建設用地の確保、設計や建設にかかる法令や契約

上の手続き、危険物を取扱う際の安全管理、維持管理体制や予算の確保などが必

要になってきます。これらについて相手側実施機関とも十分検討のうえ、プロジ

ェクトの実施に不可欠であり、かつ期間内に完了可能で、案件終了後も維持管理

に問題がないもののみを計画に入れるようにしてください。これらの条件が満た

されない施設の整備は認められません。また、プロジェクト実施中に、施設整備

が期間内に完了する見込みがないことが判明した場合は、施設整備の計画を見直

していただく必要があります。 

Are you taking account of points requiring special attention when the development or 

improvement of facilities is included? 

(Explanation) The development or improvement of facilities will require, for example, 

securing land for building the facilities, legal and contractual procedures pertaining to 

design and construction, safety management for handling hazardous materials, 

maintenance and management systems, and securing of funding. Please give adequate 

consideration to these points with the implementing agency of the counterpart country, and 

include in the plan only those that are essential for project implementation, can be 

completed within the project period, and can be maintained and managed without any 

problems following the termination of the project. The development or improvement of 

facilities that do not meet these requirements will not be permitted. In addition, if during 

project implementation it becomes clear that the development or improvement of facilities 

is unlikely to be completed within the project period, you will need to review your plan for 

the development or improvement of facilities.  

YES 

NO 

N/A 

 

＜社会実装＞ 

Application of outcomes 

23 

現実的な計画として社会実装の道筋が明確に立てられていますか？  

【説明】共同研究の成果を研究だけに留めず社会実装として還元していくことは

SATREPS の最大の特徴であり、ODA の観点からも、社会実装が単なる構想では

なく具体性・実現性のある内容であることが重要です。 

Has a clear roadmap been produced as a practical plan for application of outcomes?  

(Explanation) One of the major characteristics of SATREPS is that the outcomes of joint 

research are not only used for research. The outcomes are applied to benefit society. Even 

from an ODA perspective, it is important to have a practical and realistic plan for 

application of outcomes, not just a hypothetical plan. 

YES 

NO 

24 

社会実装に向けた取組みを行うため、民間企業など関係機関の参画を含めた実施

体制が整備されていますか？  

【説明】最長 5 年間の SATREPS 共同研究期間において、一定程度の社会実装を

行うためには、民間企業など社会実装部分を担う機関がアイデア段階から参画

し、計画的に実施に向けた準備を進めていくことが重要です。 

In order to prepare for application of outcomes, does the implementation structure include 

the participation of related institutions or entities such as private sector businesses? 

(Explanation) The SATREPS joint research period lasts a maximum of 5 years. In order to 

achieve the application of outcomes to a certain extent, it is important to have private sector 

businesses and other entities that will handle the application of outcomes section of the 

project actually participate from the idea stage, and prepare for implementation in a planned 

manner. 

YES 

NO 
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＜同分野における日本の協力＞ 

Other Japanese projects in the same field 

25 

同分野において実施済あるいは実施中の日本の協力（JICA プロジェクトなど）

について確認していますか？  

【説明】過去において、今回の相手国研究代表機関をカウンターパートとした関

連分野の協力実績がある場合は、ODA の有効活用の観点からも、可能な範囲に

おいて同実績を活用した研究計画をご検討ください。現在、関連分野において

JICA プロジェクト等 ODA による協力を実施している（あるいは近く実施予定で

ある）場合は、同協力と SATREPS の提案内容に重複等がないかご確認くださ

い。特に、相手国研究機関が同一機関となる場合は、先行するプロジェクトの実

施体制や進捗に影響を及ぼす可能性がありますので留意いただき、状況に応じ提

案時期や内容の変更をご検討ください。 

Have you confirmed whether any other Japanese aid projects (JICA projects, etc.) have 

been implemented or are being implemented in the same field? 

(Explanation) If the partner country principal research institution for the current project has 

acted as the counterpart (C/P) for other aid projects in a related field in the past, then from 

the perspective of making effective use of ODA, consider research plans that build on that 

past experience as far as possible. If there are related ODA aid projects such as JICA 

technical cooperation projects currently in progress (or scheduled to be implemented soon), 

confirm that there is no duplication of content between such projects and the proposed 

SATREPS project. In particular, if the counterpart institution is the same institution, there 

is a risk of the new project impacting the implementation structure of the existing project. 

Take this into account, and if circumstances warrant, consider adjusting the timing or 

content of the proposal. 

YES 

NO 

 

＜同分野における他ドナーの協力＞ 

Projects backed by other donors in the same field 

26 

同分野において実施済あるいは実施中の他ドナーの協力について確認しています

か？  

【説明】重複の有無や今後の予定等を確認願います。特に相手国研究機関が同一

の場合は、当該ドナー関係者や相手国研究機関より十分なヒアリングを行ったう

えで、提案予定の共同研究を行う上でどの程度の影響があるか確認願います。 

Have you confirmed whether any other aid projects have been implemented or are being 

implemented in the same field but backed by other donors? 

(Explanation) Confirm whether there is any duplication, and how the project is scheduled 

to proceed. In particular, if the counterpart institution is the same institution, make sure to 

question the donor’s representatives and the counterpart institution sufficiently to confirm 

the likely extent of the resulting impact if the proposed joint research is implemented. 

YES 

NO 

 

＜SDGs への貢献について＞ 

Contribution to SDGs 

27 

提案内容は、国連の持続可能な開発目標（SDGs）の 17 の目標のうち、どの目標

に最も貢献する取組だと考えますか？右の欄に目標番号を一つ記入ください。 

（参考：http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf） 

Which of the 17 United Nations Sustainable Development Goals (SDGs) does your 

proposal contribute to the most in your opinion? Please write the goal number in the right 

column (one number only).  

(Reference: http://www.un.org/sustainabledevelopment/sustainable-development-goals/) 

 

 

 

 

 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf
http://www.un.org/sustainabledevelopment/sustainable-development-goals/
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